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はじめに 

    

市民の誰もが性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮できる「男女共同参画社会」をめざして 
 

 市民の誰もが、お互いの人権を尊重し、責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その

個性と能力を十分に発揮することができる社会の実現は、21世紀における大変重要な課題

です。 

国においては、平成11年に男女共同参画社会基本法が施行され、同法に基づき、令和2

年12月には「第5次男女共同参画基本計画」が策定されるなど、男女共同参画社会の実現

に向けた取組が進められております。また、平成27年には「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」が施行されました。 

本市においても、平成14年に男女平等参画推進なごや条例が施行され、同条例に基づき

これまでも「名古屋市男女平等参画基本計画」を継続的に策定し、男女平等参画施策の着

実な推進に努めてまいりました。しかしながら、性別に起因する多くの課題が依然として

解消されず、また、女性の活躍も更に進める必要があることから、施策のさらなる推進を

図るため、「名古屋市男女平等参画基本計画2020」の後継計画として、このたび、「名古屋

市男女平等参画基本計画2025」を策定いたしました。この計画では、「性別にかかわる人

権の尊重」をはじめとした5つの目標を掲げ、すべての市民が、性別にかかわりなく、い

きいきと活躍することにより、安心して豊かに暮らせる社会の実現を目指してまいります。 

わが国は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、現在「新しい日常」に向けて大きな

転換が求められています。誰一人取り残されることのないよう、すべての市民が性別にか

かわりなく、お互いを大切にして、雇用の場や家庭生活、地域生活において協力していか

なければ、これからの社会の変革を進めることができません。 

また、男女共同参画社会の実現は、行政だけの取組でなしえるものではなく、市民・事

業者・団体等の皆様にも、それぞれの立場で主体的かつ積極的に取り組んでいただくとと

もに、本市としてもこれまで以上に皆様方と連携を強化した取組を重ね、この計画を着実

に推進し、「性別にかかわりなく、市民一人一人の個性が輝き、安心して希望を持って暮

らせるまち・なごや」の実現に向けて取り組んでまいりますので、今後とも幅広い市民の

皆様のご支援とご協力をお願い申し上げます。      
はじめに

市民の誰もが性別にかかわりなく、個性と能力を十分に

発揮できる「男女共同参画社会」をめざして



目 次 
 

Ⅰ 基本計画の策定にあたって                       
１ 策定の経緯 ........................................................ 1 

２ 基本的な考え方 .................................................... 1 

３ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 ............................ 2 

４ 法律等の国の動き .................................................. 3 

５ 社会の状況等 ...................................................... 4 

６ 名古屋市の現状と課題 .............................................. 5 

 

 

Ⅱ 基本計画の概要 
１ 基本計画の目標 ................................................... 19 

２ 基本計画の推進体制 ............................................... 20 

３ 基本計画の進行管理・評価 ......................................... 21 

４ 基本計画の全体像 ................................................. 22 

 

 

Ⅲ 目標ごとの方針と事業 
基本計画の体系 ......................................................... 24 

目標１ 性別にかかわる人権の尊重 ....................................... 25 

目標２ 男女平等参画推進のための意識変革 .............................. 38 

目標３ 方針決定過程への女性の参画拡大 ................................ 44 

目標４ 雇用等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進....... 49 

目標５ 家庭・地域における男女平等参画の促進 .......................... 56 

 

 

資料編 62        ※「男女共同参画社会」と「男女平等参画」の表記について 
男女共同参画社会 ･･･ 男女共同参画社会基本法に定める、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任

も分かちあい、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる社会のこと 
男女平等参画      ･･･ 男女平等参画推進なごや条例に定める、男女共同参画社会の実現のために女性

と男性の平等とあらゆる分野への参画を推進すること 
Ⅰ　基本計画の策定にあたって

Ⅱ　基本計画の概要

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

資料編



 
Ⅰ 基本計画の策定にあたって                       
 

１ 策定の経緯 
  名古屋市では、男女共同参画社会の実現をめざすため、平成7年3月に「男女共同参画プラン

なごや」を策定し、その後も後継計画によりその推進を図ってきました。 

  平成28年3月に「名古屋市男女平等参画基本計画2020」（以下「基本計画2020」という。）を策

定し、計画期間が令和2年度で満了することから、令和2年2月に、名古屋市男女平等参画審議会

に対し、男女平等参画の推進に関する基本計画に位置づける、次期「男女平等参画基本計画」

の策定に向けた基本的な方向性及び取り組むべき施策等について諮問し、令和2年11月に、同審

議会から答申を受けました。また、令和元年度には、市民の男女平等に関する意識や生活実態

などの経年変化を総合的にとらえ、新たな計画策定の基礎資料とするため、「第9回男女平等参

画に関する基礎調査」（以下「基礎調査」という。）を実施しました。 

この答申や基礎調査等を踏まえて、「名古屋市男女平等参画基本計画2025」（以下「基本計画

2025」という。）を策定します。 

 

２ 基本的な考え方 
（１）目的及び基本理念 
  基本計画2025は、男女共同参画社会基本法（平成11年施行。以下「基本法」という。）に掲げ

られている「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現」を目的として、男女

平等参画推進なごや条例（平成14年施行。以下「条例」という。）に掲げる基本理念にのっとり、

男女平等参画に関する推進施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するものです。 

 

男女平等参画推進なごや条例に定める6つの基本理念（概要） 

（１）女性と男性の人権を尊重すること 
（２）企業や自治会等すべての団体の方針の立案、決定に女性と男性が平等に参画 

すること 
（３）固定的な性別役割分担意識や制度・慣習等で、社会活動の多様な選択が妨げ 

られないこと 
（４）女性と男性が、相互の協力と社会の支援のもとに、家庭生活での活動と職場 

や学校、地域等での活動が両立できること 
（５）女性と男性が、お互いの性を理解し、妊娠・出産等に関して当事者の意見が 

尊重され、生涯にわたって健康に生活できること 
（６）国際的な取組を理解し、協調を図ること 
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（２）計画の位置づけ 
・条例第8条において、定めなければならないと規定されている「基本計画」 

・基本法第14条第3項において、定めるよう努めることと規定されている「市町村男女共同参

画計画」 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第6条第2項において、定めるよう努めるこ

とと規定されている「市町村推進計画」（目標3～5） 

 

（３）計画期間 
令和3年度から令和7年度（5年間）  

（４）他の計画との関連 
  国では、令和7年度までを計画期間とする「第5次男女共同参画基本計画」が令和2年12月に策

定され、また、愛知県でも、令和3年度から令和7年度を計画期間とする「あいち男女共同参画

プラン2025」が策定されています。基本計画2025は、国や愛知県の内容を踏まえつつ、名古屋

市の特性を反映したものです。 

  さらに、名古屋市の総合計画である「名古屋市総合計画２０２３」（令和5年度まで）や、以

下の個別計画等との整合性を図りながら、男女平等参画を総合的かつ計画的に推進するための

施策としてまとめたものです。 

 

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第4次）」 

（令和 3～ 7年度） 

・「なごや子ども・子育てわくわくプラン2024」  （令和 2～ 6年度） 

・「なごや人権施策基本方針」    （令和元年度策定） 

・「第4期名古屋市ひとり親家庭等自立支援計画」  （令和 2～ 6年度） 

・「名古屋市産業振興ビジョン2020」   （平成28～令和2年度、改訂予定） 

・「名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 はつらつ長寿プランなごや2023」 

（令和 3～ 5年度） 

・「名古屋市障害者基本計画（第4次）」   （令和元～ 5年度） 

・「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略」  （平成27～令和 5年度） 

 

３ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 
  平成 27年9月に国連サミットにおいて持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ :Sustainable 

Development Goals）を含む「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択されました。 

ＳＤＧｓでは、令和12年までの世界共通の目標として、健康や教育、経済成長に関するもの

など、多岐にわたる17の持続可能な開発目標と169のターゲットが設定され、地球上の誰一人と

して取り残さない（no one will be left behind）ことを誓っています。 

また、ＳＤＧｓにおいて、政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において完

全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保することが掲げられていま

す。 

  基本計画2025においては、目標5「ジェンダー平等を実現しよう」をはじめとするＳＤＧｓの

  平成 27年9月に国連サミットにおいて持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ :Sustainable 
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目標の達成に向けて、男女平等参画・女性活躍を推進していきます。 

 

 ■ＳＤＧｓの17の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 法律等の国の動き 

  国では、基本法において、女性も男性もすべての個人が、互いにその人権を尊重し、性別に

かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる社会、すなわち「男女共同参画社会」を実

現することが、21世紀のわが国社会が持続的に発展し、人々が豊かに暮らしていくための最重

要課題と位置づけました。 

  基本法に基づき、「男女共同参画基本計画（第1次）」が平成12年に初めて策定されて以降、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進が図られています。 

近年、女性活躍に向けた動きが広がり、社会全体が変わり始めている状況にあり、平成27年9

月には、女性の採用、登用、能力開発等のための事業主行動計画の策定を事業主に義務付ける

等の女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が成立しました。 

令和2年12月に策定の「第5次男女共同参画基本計画」では、効果的な計画の推進を図るため、

4つの政策領域「Ⅰあらゆる分野における女性の参画拡大」、「Ⅱ安全・安心な暮らしの実現」、

「Ⅲ男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備」、「Ⅳ推進体制の整備・強化」が示されてい

ます。 

  その他、平成29年以降の関連する主な法律等の動きは次のとおりです。 

 

➢育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

  平成29年に改正法が施行され、妊娠・出産等に関するハラスメント防止措置を講じること

を事業主へ新たに義務付けました。また、規則等の改正により令和3年から子の看護休暇や介

護休暇を時間単位で取得することができるようになりました。 

➢雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

   平成29年に改正法が施行され、妊娠・出産等に関するハラスメント防止措置を講じること

を事業主へ新たに義務付けました。 

 ➢働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律 

   令和元年から順次施行され、時間外労働の上限規制の導入、年次有給休暇の確実な取得及

び正規・非正規雇用労働者間の不合理な待遇差が禁止されるようになりました。 
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 ➢女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
   令和2年に改正法が施行され、令和4年4月から一般事業主行動計画の策定・届出及び情報公

表義務の対象が、常時雇用する労働者が301人以上から101人以上の事業主に拡大されます。  ➢労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律    令和2年に改正法が施行され、事業主に対し、職場におけるパワーハラスメントの防止のた

めの雇用管理上の措置を講じることが義務付けられました。パワーハラスメントに該当する

と考えられる例として、労働者の性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機微な個人情報に

ついて、当該労働者の了解を得ずに他の労働者に暴露することも挙げられています。 
➢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

   令和2年に改正法が施行され、児童虐待防止対策及び配偶者からの暴力被害者の保護対策の

強化を図るため、相互に連携・協力すべき関係機関として児童相談所が法文上明確化されま

した。また、その保護の適用対象として被害者の同伴家族が含まれることも明確になりまし

た。 

 

５ 社会の状況等 
  名古屋市の人口は令和2年10月1日現在で2,328,138人となっており、増加傾向が続いています

が、これは他市町村からの転入などの社会増加によるものであり、自然増減では、平成25年度

より死亡者数が出生数を上回り、人口が自然減少しています。 

さらに、14歳以下の人口の割合は平成12年の14.0%から令和2年には12.2%と減っている一方で、

65歳以上の人口の割合は平成12年の15.6%から令和2年には25.1%と増えており、少子化・高齢化

が進むことで、生産年齢人口（15～64歳人口）が減少傾向にあります。 

  全国においては、1世帯当たりの人員は高齢世帯や単身世帯の増加などにより平成12年の2.42

人から、令和2年には2.06人へと減っています。このほか、世帯構造別構成割合では、令和元年

の国民生活基礎調査において全国では「単独世帯」が28.8%と最も多く、次いで「夫婦と未婚の

子のみの世帯」が28.4%となっており、平成27年度の国勢調査の名古屋市での結果においても

「単独世帯」が42.2%と最も多く、次いで「夫婦と子ども世帯」が25.0%となっています。 

また、国の労働力調査によると、全国の共働き世帯数は令和元年に1,245万世帯に対して、男

性雇用者と無業の妻からなる世帯数は582万世帯であり、平成11年以来、この差は拡大傾向にあ

ります。 

こうした状況に加え、最近では頻発する大規模災害や新型コロナウイルス感染症の流行によ

り、今後の大規模災害発生時における対応がより懸念されることや、IoT1・AI2・ロボットなど

の先端技術の進展が社会生活や産業に普及しつつあるなどの変化が見られます。 

このような社会情勢においては、性別にかかわりなく働きたい誰もが働き、働き続けられる

職場環境があり、育児、介護その他の家庭生活や地域生活などあらゆる分野において活躍でき

るようになることはますます重要になってきています。 

 

 
1 IoT：Internet of Thingsの略。モノのインターネット。コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存

在するさまざまな物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信したりすることによ

り、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 
2 AI：Artificial Intelligenceの略。人工知能。言語の理解や推論、問題解決などの知的行動を人間に代わってコンピュ

ータに行わせる技術。 
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６ 名古屋市の現状と課題 

（１）性別にかかわる人権侵害の状況 

 

 

男女平等参画推進センターにおいて、「女性のための総合相談」を実施し、女性の人権を守る

立場から、女性がさまざまな場面で直面する問題の解決に向けた取組をすすめています。 

また、配偶者からの暴力3（Domestic Violence。以下「ＤＶ」という。）被害者への支援の取

組として、配偶者暴力相談支援センターと各区の社会福祉事務所において女性福祉相談を実施

しています。 

平成22年度から開始した「名古屋市男性相談」においては、一定の相談ニーズがあり、男性

も夫婦や家族等に悩み、生きづらさを感じている実態が見えてきたことから、男性に対する支

援の拡充についても課題となっています。 

 

 

【図表１】女性のための総合相談件数 

           
スポーツ市民局調べ（名古屋市）        

 

  

 
3 配偶者からの暴力：配偶者（女性・男性を問わない。事実婚も元配偶者、生活の本拠をともにする交際相手を含む。）

からの暴力。身体的暴力だけでなく、精神的暴力、性的暴力も含まれる。 
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3,800件前後で推
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※相談件数は個別相談（電
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－５－

相談事業の状況

6　名古屋市の現状と課題
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女性福祉相談件数

は平成 27年を頂

点として減少しま

したが、近年再び

増加傾向にありま

す。 

【図表２】女性福祉相談件数（配偶者暴力相談支援センター及び社会福祉事務所等） 

 

子ども青少年局調べ（名古屋市） 

 

【図表３】名古屋市男性相談件数 

 

スポーツ市民局調べ（名古屋市）  
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令和元年度の基礎調査では、配偶者や交際相手から、殴られたり、けられたりしたという身

体的暴力について、女性は13.2%、男性は5.3%の被害経験があると回答しました。また、バカな

どと傷つく呼び方をされたという精神的暴力については、女性は約4人に1人（27.1%）、男性で

は約7人に1人（15.0%）が被害にあったと回答しています。加えて、セクシュアル・ハラスメン

トについて、性的な言葉や態度などによって、不快な思いをしたと答えた女性が約3人に１人

（38.3%）、男性は約6人に1人（16.4%）いるなど、性別にかかわる人権問題は依然多く発生し

ています。 

 

【図表４】人権にかかわる被害経験（名古屋市） 

●配偶者や交際相手から殴られたり、けられたりしたこと（身体的暴力） 

 
●配偶者や交際相手からバカなどと、傷つく呼び方をされたこと（精神的暴力） 

 

●職場や学校などで性的な内容の言葉をかけられるなど不快な思いをしたこと（セクシュアル・ハラ

スメント） 

 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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配偶者からの暴力やセクシュアル・ハラスメント等の被害経験 

女性の 27.1%、 

男性の 15.0%が 

被害にあったと回

答しています。 

女性の 38.3%が 

被害にあったと回

答しています。 

女性の 13.2%、 

男性の 5.3%が 

被害にあったと回

答しています。 

－７－

配偶者からの暴力やセクシュアル・ハラスメント等の被害経験
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性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）4の方の悩みごとや困りごととして、周囲の偏見

や差別が多く挙げられています。 

 

【図表５】性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の方の悩みや困りごと（名古屋市） 

（%） 

家族の理解がなく、偏見や差別があると感じる 28.9 

テレビや新聞、雑誌、コミック、インターネットなどで、偏見や差別があると感じる 27.6 

友人や職場、学校の理解がなく、偏見や差別があると感じる 26.3 

周りに相談できる人がいない 22.4 

悩みや困りごとはない 21.1 

いじめやハラスメントなどを受けている（受けたことがある） 17.1 

更衣室やトイレ、制服など男女で区別されているものに対する抵抗がある 17.1 

医療的措置に要する費用負担が大きい 10.5 

適切な医療的措置を受けられる機関が地域に少ない 9.2 

パートナーやその子どもが法的な親族ではないことを理由に、各種給付やサービス、

住宅入居、病院での面会、相続などを拒否されたことがある 

6.6 

就職や転職等で不利に扱われたことがある 6.6 

わからない 7.9 

その他 7.9 

無回答 18.4 

平成30年度 性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）など性別にかかわる市民意識調査 

（名古屋市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）：性的マイノリティ、性的少数派。性同一性障害者、同性愛者、両性愛者

などが含まれる。 

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の状況 

の方の悩みごとや困りごととして、周囲の偏見

－８－

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）4の状況
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女性の方が優遇されている 無回答

（２）男女平等参画推進に関する市民の意識の状況 

 

 

令和2年度の名古屋市調査では、男女の地位の平等感について、社会全体として「平等」と感

じる人の割合は19.2%で、平成27年度の16.1%からほぼ変化はありませんでした。この割合は、

令和元年度に内閣府が実施した世論調査の21.2%と比べて2ポイント低くなっています。 

 

【図表６】社会全体における男女の地位の平等感（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

 

 

 

 

  

 

 
平成27年度 名古屋市総合計画２０１８成果指標に関するアンケート調査（名古屋市） 

 

令和2年度 

 

令和2年度 名古屋市総合計画２０２３成果指標に関するアンケート調査（名古屋市） 

 

●全国 

 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）  
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社会全体における男女の地位の平等感 

令和 2年度 

「平等」と考える

人の割合は 19.2% 

平成 27年度 

「平等」と感じる

人の割合は 16.1% 

全国では、 

「平等」と感じる

人の割合は 21.2% 

平成 27年度 

－９－

社会全体における男女の地位の平等感
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「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった固定的な性別役割分担意識に賛成の人の割

合は、平成26年度の基礎調査では賛成46.0%と反対42.0%でしたが、令和元年度の基礎調査では

反対(51.1%)が賛成(34.4%)を上回り、意識の変化が見られます。ただし、内閣府が実施した世

論調査の全国平均では賛成35.0%と反対59.8%であり、名古屋市は全国に比べると反対の人の割

合が低く、性別役割分担意識がまだ残っていると考えられます。また、若年層になるほど固定

的な性別役割分担意識が低い傾向があります。 

 

【図表７】「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に対する意見（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

  

 

  

  

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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賛成 どちらかと言えば賛成 どちらかと言えば反対 反対 わからない 無回答

固定的な性別役割分担意識 

平成 26年度 

令和元年度 
賛成 46.0% 

反対 42.0% 

差引  4.0% 

賛成 34.4% 

反対 51.1% 

差引 16.7% 

女 
性 

男 

性 
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固定的な性別役割分担意識
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●全国 

 

令和元年度 女性の活躍推進に関する世論調査（内閣府） 

 

 

 

平成26年度の基礎調査では、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業を持つ

方がよい」（再就職型）と答えた人の割合が、全体で38.8%と最も多くなっていましたが、令和

元年度は男女ともに「子どもができてもずっと職業を続ける方がよい」（継続型）が最も多く、

全体で48.2%となりました。 

 

【図表８】女性が職業を持つことについての考え（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

 

令和元年度 

男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

●全国 

 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）           
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女性が職業を持つことについて
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（３）方針決定過程での女性の参画状況   
名古屋市審議会の女性委員の登用は、平成24年度の36.5%をピークに横ばい傾向が続いていま

す。  
【図表９】審議会等への女性の登用状況の推移（名古屋市と国） 

  
スポーツ市民局調べ（名古屋市）    

地域活動における男女の参画の現状をみると、民生委員・児童委員、保健環境委員では役職

者の女性比率が4割から6割程度となっている一方で、区政協力委員学区委員長は令和2年度時点

で4.9%と依然として女性の割合は低い状況です。  
【図表10】地域活動の委員における役職者の女性比率（名古屋市） 

 

スポーツ市民局調べ（名古屋市）  
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審議会等への女性の登用 

名古屋市が掲げて

いる「40%以上 60%

以下」という目標

とは隔たりがあり

ます。 

地域活動における方針決定への女性の参画 

区政協力委員 

学区委員長（女

性比率 4.9%）

は、女性の参画

がほとんど進ん

でいません。

元 
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審議会等への女性の登用

地域活動における方針決定への女性の参画
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名古屋市の女性管理職員数（全職種）については、基本計画2020策定時の12.0%から、令和2

年4月時点において14.2%と増加しました。 

また、令和元年度の状況を政令指定都市の平均と比較すると低くなっており、さらなる取組

が必要です。  
【図表11】市職員における管理職女性比率（名古屋市と政令指定都市）   

 

スポーツ市民局調べ（名古屋市） 

女性の政策・方針決定参画状況調べ（内閣府） 
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市職員における女性管理職 

行政職において、 

政令指定都市平均

との差が大きくな

っています。 

※教員･消防職を除く全職種 

 （消防長は含む） 
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市職員における女性管理職
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（４）仕事に関する男女の状況   
女性の労働力率は、出産、子育て期に低下するいわゆる「Ｍ字カーブ」となっていますが、

Ｍ字の谷は徐々に小さくなっています。全国に比べるとやや谷が深い状況になっています。 

【図表 12】男女別、年齢 5歳階級別労働力率（名古屋市）  
国勢調査（総務省）    

令和元年の国の賃金構造基本統計調査では、男女の賃金格差は大きく、男性一般労働者の給

与水準を 100とした場合、女性一般労働者は 74.3に留まっている状況です。 

また、平成 29 年の名古屋市の就業構造基本調査では、不安定な非正規労働についている割合

が、男性の 20.4%に対して、女性は 55.8%と高くなっています。 

【図表 13】男女間所定内給与格差の推移（男性の所定内給与＝100）（全国）  

  
※「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

※「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時間が 

一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。 

※所定内給与額の男女間格差は、男性の所定内給与額を 100とした場合の女性の所定内給与額を算出している。 

賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 
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男性の給与水準を 100

とした場合、女性は

74.3に留まっていま

す。 

性別・年代別にみた労働力率 

男性の労働力率は

「台形型」である

のに対して、女性

は「Ｍ字型」とな

っています。 
また、女性の「Ｍ

字型」の谷は全国

より深くなってい

ます。 

（%） 

元 
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【図表 14】男女別非正規就業者割合の推移（名古屋市） 

 

※非正規就業者割合は、「会社などの役員を除く雇用者のうち非正規の職員・従業員」／「会社などの役員を除く雇用者」×100。 

就業構造基本調査 名古屋の就業構造（名古屋市）   
令和元年度の基礎調査では、１日当たりの労働時間について、子育て期と思われる 30～40 代

の男性で、1 日 11 時間以上働いている割合は約 25%となっています。平成 26 年度に実施した同

調査では約 30%でしたので、少し改善していますが、男性の長時間労働の実態は解消されていま

せん。 

 

【図表 15】１日のうちで仕事に要する時間（名古屋市） 

 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

23.9
25.1

32.6
35.1 39.0 

36.8

10.9 11.3

17.3 19.1 21.6 20.4

44.3 46.0 

54.8 55.0 
60.2 

55.8

0

10

20

30

40

50

60

70

H4 9 14 19 24 29

（%） 全体 男性 女性

17.9 

18.0 

17.8 

18.1 

20.3 

11.9 

12.0 

22.9 

24.9 

21.0 

9.9 

5.1 

8.9 

21.5 

37.3 

10.5 

6.9 

15.5 

2.1 

2.1 

3.0 

3.8 

5.9 

20.6 

4.9 

9.9 

15.3 

12.3 

17.7 

24.8 

9.9 

13.6 

4.8 

7.4 

9.1 

9.7 

13.5 

20.2 

18.2 

2.5 

1.1 

1.3 

2.7 

7.0 

11.2 

9.7 

13.6 

4.3 

4.3 

8.4 

13.6 

18.8 

18.1 

12.4 

3.7 

3.3 

0.6 

2.1 

7.6 

7.5 

19.0 

20.2 

17.1 

36.2 

25.2 

23.3 

22.6 

17.6 

6.2 

22.2 

13.2 

13.4 

21.2 

23.4 

10.6 

18.3 

15.4 

22.3 

21.3 

21.0 

25.0 

15.9 

9.0 

3.3 

28.4 

33.0 

36.9 

29.5 

11.4 

3.1 

12.7 

9.8 

16.6 

9.6 

14.0 

12.7 

13.0 

5.3 

4.8 

17.3 

28.6 

25.5 

22.6 

9.5 

2.5 

2.1 

2.4 

1.6 

1.1 

0.0 

0.8 

0.5 

1.1 

9.6 

0.0 

1.1 

1.9 

0.7 

1.9 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

女性

男性

18～29歳

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

18～29歳

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

なし ３時間未満 ３時間～５時間未満 ５時間～７時間未満

７時間～９時間未満 ９時間～11時間未満 11時間以上 回答なし

男

性

女

性

１日の労働時間 

不安定な非正規労働

についている割合

は、女性の方が高く
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る 30～40歳代の男

性で、1日 11時間
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は 25%を超えてい
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令和元年度の基礎調査では、「仕事と生活の理想と現実」について、男女とも約半数の人が

「仕事と生活ほぼ半々」を理想としているにも関わらず、現実には男性の 73.8%が仕事に偏って

います。  
【図表 16】仕事と生活の理想と現実（名古屋市） 

 

 

 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）     
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（５）家庭や地域における男女の状況  
 

令和元年度の基礎調査では、平日の家事に要する時間について、女性は有職では「1 時間以上

2 時間未満」が最も多く、次いで「5 時間以上」が多くなっており、無職では「5 時間以上」が

最も多いのに対し、男性は有職では「30 分未満」が、無職では「なし」が最も多くなっていま

す。共働き世帯数が男性雇用者と無業の妻からなる世帯数を上回りその差は広がっていますが、

世帯構造変化と家事の分担との相関関係は見られず、家事等への男性の参画は進んでいません。 

 

【図表 17】平日家事に要する時間（名古屋市） 

 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

 

【図表 18】共働き世帯数の推移（全国） 

 

令和 2年版 男女共同参画白書(内閣府) 

１.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは，夫が非農林業雇用者で，妻が非就業者 

（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。 

２.「雇用者の共働き世帯」とは，夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 

３.平成 22年及び 23年の［ ］内の数値は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果。 
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令和元年度の基礎調査では、地域活動への参加経験について、すべての年代において女性が

男性を上回っています。 

 

【図表 19】性別･年代別にみた地域活動への参加経験（名古屋市） 

 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

 

 

 

令和元年度の基礎調査では、地域活動の 1つである防災活動において、災害時の避難所運営に

必要なこととして、運営方針の決定などに男女がともに参加することや、性別によるニーズの

違いに配慮することについて、7 割前後の人が必要と考えています。一方で、女性は炊き出し、

男性は力仕事といった固定的な性別役割分担意識解消の必要性については、全体として 3割弱の

人しか必要と考えていないことが明らかになっています。 

 

【図表 20】災害時の避難所運営で必要なこと 
 

令和元年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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Ⅱ 基本計画の概要                            

 

１ 基本計画の目標 

  基礎調査の結果では、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という性別役割分担に反対する

人が賛成する人を上回り、市民の意識の変革が進みつつありますが、全国平均と比べると反対

の人の割合が低く、性別役割分担意識がまだ残っていると考えられます。意識変革の遅れがＤ

Ｖ被害や労働における男女格差、女性ゆえ男性ゆえの生きづらさを生み出していると思われま

す。また、さまざまな場面での方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできているものの、

対等な関係性の構築には至っていません。そのため、基本計画 2025 においても基本的な方向性

として、基本計画 2020の体系をおおむね継続していくものと考え、基本計画 2025では次の 5つ

の目標とします。 

 

【5つの目標】 

目標１ 性別にかかわる人権の尊重 
性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現をめざします 

 

目標２ 男女平等参画推進のための意識変革 
男女平等参画について理解される社会の実現をめざします 

 

  目標３ 方針決定過程への女性の参画拡大 
      さまざまな場面での方針決定過程において女性が参画し、活躍できる 

社会の実現をめざします 

 

  目標４ 雇用等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 
     企業等において女性が活躍でき、同時に、男女がともに希望する「仕事

と生活」のバランスで働き続けることができる社会の実現をめざします 
 

  目標５ 家庭・地域における男女平等参画の促進 
     家庭・地域生活においても、男女がともに参画し、その個性と能力が 

活
い

かされている社会の実現をめざします 
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Ⅱ　基本計画の概要

1　基本計画の目標

Ⅱ　基本計画の概要



 
２ 基本計画の推進体制 
（１）推進体制の強化 
男女平等参画施策の推進機関である副市長をトップとした「男女平等参画推進協議会」にお

いて、施策の推進に向けた全庁的な取組を図ります。 

また、さまざまな分野の市民や団体から構成される「男女平等参画推進会議（イコールなご

や）」において、平成 29年度に行政・企業・大学等が課題を共有し、目標を定め、それぞれが主

体的に解決策に取り組み、さらに推進会議でその効果検証を行うことで取組の改善につなげる

仕組みである「名古屋モデル」を構築し、連携を図りながら男女平等参画を推進しています。   

今後も計画の実効性の確保に向けて、市民、事業者、団体等それぞれの主体的かつ積極的な

推進とともに、これまで以上に互いの連携体制を強化した取組を重ねていきます。 

 

（２）拠点施設としての機能充実 
  男女平等参画施策の推進拠点として、平成 15 年に男女平等参画推進センターを開設し、情報

提供・交流事業・講座や相談事業等を総合的に実施しています。平成 26 年度には男女平等参画

と女性教育にかかる事業及び運営を一体的に行うために女性会館へ移転し、「イーブルなごや」

という共通愛称のもとさまざまな連携した取組を効果的に実施しています。 

  今後も定期講座や市民交流事業の開催などを通じて若年層も含めた幅広い市民や、市民団体

等の利用・交流につなげていくことが、男女共同参画社会の実現に大きく寄与していくものと

考えます。男女平等参画推進センターにおける事業展開にあたっては、女性会館等と連携した

実効性ある充実した事業実施に努め、拠点機能の充実を図ります。 
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2　基本計画の推進体制

Ⅱ　基本計画の概要



 
３ 基本計画の進行管理・評価 
（１）成果指標の設定 

計画の推進状況を把握するため、目標ごとに成果指標とその目標値を設け、できる限り毎年

度成果指標の達成状況を把握します。 

また、掲載事業についても、毎年度実施状況を把握します。 

（２）年次報告の公表と進捗状況の評価 
  条例第9条に基づき、毎年度、男女平等参画の推進状況、推進施策の実施状況等を明らかにし

た報告書を作成し、公表します。 

  あわせて、公表後、市民及び事業者の意見を反映させた評価を行い、その結果を推進施策に

反映するよう努めます。 

（３）男女平等参画審議会による調査審議 
  条例第22条に基づく市長の附属機関として、市長の諮問に応じて、基本計画及び平等参画の

推進に関する重要事項について調査審議します。 

  また、推進施策の実施状況、成果指標の達成状況等について、計画の推進状況を評価し、必

要に応じて、市長に対して意見を述べます。  
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3　基本計画の進行管理・評価

Ⅱ　基本計画の概要



 
 ４ 基本計画の全体像                                        

男女共同参画社会の実現 
男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かちあい、性別にかかわり

なく、その個性と能力を十分に発揮することができる社会 
男女平等参画基本計画２０２５  

目標１ 性別にかかわる人権の尊重 
目標２ 男女平等参画推進のための意識変革 
目標３ 方針決定過程への女性の参画拡大 
目標４ 雇用等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 
目標５ 家庭・地域における男女平等参画の促進   

５目標 
２２方針 
８１事業 

男女平等参画推進協議会によ

る全庁的な取組の推進 男女平等参画推進会議の  
体制強化 拠点施設としての機能充実 

（男女平等参画推進センター） 
男女平等参画推進なごや条例  

（１）女性と男性の人権を尊重すること 
（２）企業や自治会等すべての団体の方針の立案、決定に女性

と男性が平等に参画すること 
（３）固定的な性別役割分担意識や制度・慣習等で、社会活動

の多様な選択が妨げられないこと 
（４）女性と男性が、相互の協力と社会の支援のもとに、家庭

生活での活動と職場や学校、地域等での活動が両立でき

ること 
（５）女性と男性が、お互いの性を理解し、妊娠・出産等に関

して当事者の意見が尊重され、生涯にわたって健康に生

活できること 
（６）国際的な取組を理解し、協調を図ること 

他関連計画と整合を

図る 
〇名古屋市総合計画２０２３ 
〇配偶者からの暴力防止 
及び被害者支援基本計画

（第 4次） 
〇なごや人権施策基本方針 
〇なごや子ども・子育て 
わくわくプラン 2024            等 
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4　基本計画の全体像

Ⅱ　基本計画の概要



 
  ＜計画の推進体制＞ 

報
告
・
意
見 

助言等 苦
情
の
申
出 

情
報
提
供
等 

庁内推進組織 

参
画
・
連
携 

諮問 
答申･提言 

情報提供 
意見交換  ・協議 

是正要望 

調
査
・
処
理 

国・県・地方公共団体 
関係機関・国際機関等 

市民・事業者・各種団体 

苦
情
処
理
委
員 

 
庁内推進組織 

（男女平等参画推進協議会） 
会 長：スポーツ市民局所管副市長 
副会長：他の副市長 
委 員：関係局室区長  
幹 事：関係局室区      企画調整担当課長等 

男 女 平 等 参 画 の 推 進 男女平等参画推進なごや条例

スポーツ市民局 
男女平等参画推進室 

男女平等参画 
推進センター 

男女平等参画 
審 議 会 

女性のた

めの総合 
相談窓口 

名古屋市 

男女平等参画 
推 進 会 議 
（イコールなごや） 

関係者等 

拠点施設 
連携 

参
加
・
参
画 
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Ⅱ　基本計画の概要



 

Ⅲ 目標ごとの方針と事業                         

＜基本計画の体系＞  目標 方針 施策の展開 

29事業 

重点的な取組 

▶女性のための総合相談 

▶性犯罪・性暴力の防止対策 

▶ＤＶ根絶のための意識啓発事業 

▶デートＤＶ防止のための意識啓発事業 

▶ＤＶ被害者等への相談・支援 

▶生涯にわたる健康教育・健康支援 

▶経済的自立に向けた支援 

▶多様な生き方の理解促進に向けた意識

啓発・専門相談等  
目標１ 

性別にかかわる 

人権の尊重 

①性別にかかわる人権侵害の解消に向け
た啓発 

②配偶者や交際相手からの暴力の予防啓
発 

③配偶者や交際相手等からの暴力の被害
者支援 

④性と生殖に関する健康と権利（リプロ
ダクティブ・ヘルス／ライツ）の尊重
と生涯を通じた女性の健康支援 

⑤メディア社会における性別にかかわる
人権侵害の解消に向けた啓発 

⑥様々な困難を抱える人々（貧困、ひと
り親、障害、同和問題（部落差別）、外
国人等）への支援 

⑦多様な生き方（ひとり親、事実婚、単
身世帯、性的少数者（セクシュアル・
マイノリティ）等）への理解促進 

目標２ 

男女平等参画 

推進のための 

意識変革 

⑧性別による固定的な役割分担意識の解
消に向けた啓発 

⑨学校等における男女平等参画に向けた
教育・学習の推進 

⑩地域・家庭における男女平等参画に向
けた学習の推進 

⑪男女平等参画推進のための調査研究及
び情報収集・提供 

14事業 

重点的な取組 

▶男女平等参画に向けた意識啓発事業 

▶男女平等教材を活用した教育・学習の

推進 

▶男女平等参画の視点に立ったキャリア

教育等の推進 

▶男女平等参画についての教員等への研

修 

目標３ 

方針決定過程へ

の女性の参画 

拡大 

⑫市政等における女性の方針決定過程へ
の登用推進 

⑬地域社会における女性の方針決定過程
への参画拡大 

⑭企業における女性の方針決定過程への
参画拡大 

目標４ 

雇用等における 

女性の活躍と 

ワーク・ライ

フ・バランスの

推進 

⑮雇用主及び労働者（管理職、従業員
等）への男女平等に向けた啓発 

⑯働く場における女性の活躍推進 

⑰ワーク・ライフ・バランス（仕事と生
活の調和）の実現に向けた家庭生活へ
の支援 

⑱仕事と子育て・介護との両立支援に向
けた事業者への支援 

18事業 

重点的な取組 

▶女性の活躍推進企業認定・表彰制度 

▶女性の活躍に向けた中小企業への啓発 

▶女性の職業能力開発支援 

▶企業への両立支援に向けた啓発 

▶子育て支援企業認定・表彰制度 

▶ワーク・ライフ・バランス推進企業 

認証制度 

目標５ 

家庭・地域にお

ける男女平等 

参画の促進 

⑲男性の家事・育児・介護等への参画促
進 

⑳地域活動における男女平等参画の促進 

㉑高齢期における男女の就業・社会参画
支援 

㉒防災における男女平等参画の促進 

12事業 

重点的な取組 

▶男性の家事・育児への参画支援 

▶男性の介護への参画支援 

▶地域活動における男女平等参画の啓発 

▶防災対策についての広報啓発 

8事業 

重点的な取組 

▶審議会等への女性委員の登用促進 

▶市職員の管理職等への女性の登用促進 

▶女性の活躍推進企業認定・表彰制度 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 
目標１ 性別にかかわる人権の尊重 
 一人一人が性別にとらわれることなく、安心して豊かに暮らすためには、男女がともに抱えて

いる、その性別ゆえの生きづらさを解消する必要があります。 

なかでも性別にかかわる重大な人権侵害であるセクシュアル・ハラスメント、ＤＶ、性犯罪5・

性暴力6などのあらゆる暴力は、引き続き深刻な社会問題となっています。さらに、デートＤＶ7や

ＪＫビジネスなど、若年層に対する性暴力につながる問題も発生しています。これまで以上に性

別にかかわる人権の尊重への理解を深め、差別や暴力を許さない社会づくりをすすめるとともに、

幅広い年齢層の方に対する被害防止に向けた啓発や相談窓口の一層の周知、さらには、被害者の

自立に向けた切れ目のない支援に取り組んでいきます。 

 また、男女が相手に対する思いやりをもって男女共同参画社会を形成していくため、お互いの

性に対する正しい理解と生涯を通じた健康支援をすすめるとともに、メディア社会における性別

にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発に取り組んでいきます。 

貧困や障害、同和問題（部落差別）等の困難を抱えた人々にとっては、それぞれの困難が性別

ゆえの生きづらさと重なって、より困難な状況に置かれていることに配慮して一層の支援をすす

めます。また、ひとり親や性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）など、家族や性のかたち

は多様なものとなってきているため、理解促進に取り組んでいきます。 

こうした取組により、誰もが性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現をめざします。 

 

【方針】 
① 性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発 
② 配偶者や交際相手からの暴力の予防啓発 
③ 配偶者や交際相手等からの暴力の被害者支援 
④ 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）の尊重と生涯
を通じた女性の健康支援 

⑤ メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発 
⑥ 様々な困難を抱える人々（貧困、ひとり親、障害、同和問題（部落差別）、外国人
等）への支援 

⑦ 多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、性的少数者（セクシュアル・マイノ
リティ）等）への理解促進 

 

 

 

 

 

 

5 性犯罪：犯罪のうち「強制性交等、強制わいせつ」等の性的な犯罪をいう。 

6 性暴力：「性犯罪よりも意味が広く、意に反するすべての性的な言動」（性犯罪、性的虐待、配偶者からの性的暴力、

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、痴漢、盗撮等）と言われている。 

7 デートＤＶ：婚姻関係にない交際相手との間に起こるさまざまな暴力をいう。 
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目標1　性別にかかわる人権の尊重

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

 【方針】

①　性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

②　配偶者や交際相手からの暴力の予防啓発

③　配偶者や交際相手等からの暴力の被害者支援

④　性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）の尊重と生涯

　　を通じた女性の健康支援

⑤　メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

⑥　様々な困難を抱える人々（貧困、ひとり親、障害、同和問題（部落差別）、外国人

　　等）への支援

⑦　多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、性的少数者（セクシュアル・マイノ

　　リティ）等）への理解促進



 
 

 

  

成果指標 現状値 目標値 
「デートＤＶ」という言葉の認知度 

43.9% 

（令和元年度） 

55% 

（令和 6年度） 

がん検診受診率（①子宮がん・②乳がん） 

①59.0% 

②49.0% 

（令和元年度） 

①65% 

②55% 

（令和 7年度） 

「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）」

という言葉の認知度 

65.5% 

（令和元年度） 

75% 

（令和 6年度） 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

１－① 性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発 

 セクシュアル・ハラスメントや性犯罪・性暴力等の性別にかかわる人権侵害の解消に向け、性

別にかかわる人権が尊重されるための啓発を男女平等参画推進センター等においてすすめます。

また、職場・家庭・地域等で直面するさまざまな男女の悩みを受けとめる相談事業の充実に取り

組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

1 

男女の人権を 

尊重するための 

啓発事業 

男女平等参画推進センターや女性会

館、各区生涯学習センター、なごや人

権啓発センターにおいて、男女の人権

が尊重され、男女共同参画社会の実現

のための教育・学習機会の充実をすす

めます。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

          13回 

女性会館       3回 

生涯学習センター 

8回 

 

人権啓発センターにおける

講座や展示等の啓発の実施 

スポーツ

市民局 

 

教育委員

会 

2 

重点 

女性のための 

総合相談 

（電話・面接・専

門相談等） 

男女平等参画推進センターにおける女

性のための総合相談において、相談者

の女性の人権についての意識を高めつ

つ直面する問題の解決に取り組むとと

もに、女性の人権についての課題の把

握に努めます。また、困難な立場にあ

る女性の背景を熟知した相談員を育成

するための研修を行います。 

相談の実施 

個別相談件数 

3,801件 

スポーツ

市民局 

3 
男性のための 

相談事業 

家族や仕事、人間関係等について悩み

や生きづらさを解消するため、相談や

セミナーを実施するとともに、男性の

抱える課題の把握に努めます。 

相談の実施 

相談件数     152件 

スポーツ

市民局 

4  

セクシュアル・ 

ハラスメント等 

の防止対策 

企業・大学等においてセクシュアル・

ハラスメントなどの防止に向けた研修

をすすめます。また、職員等に対する

セクシュアル・ハラスメントなどの防

止に向けた研修等の意識啓発を実施し

ていきます。 

研修等の実施 

企業           2回 

 

職員向け意識啓発の実施 

スポーツ

市民局 

 

総務局 

5 

重点 

性犯罪・性暴力

の防止対策 

男女平等参画推進センターなど様々な

窓口において性犯罪・性暴力を防止す

るための啓発資料の配布等を実施しま

す。また、地域の防犯活動を支援し、

地域の防犯力の向上と市民の防犯意識

の高揚を図ります。 

パープルリボンキャンペーンの実施 

 

街頭犯罪抑止環境整備事業の実施 

 LED防犯灯    2,120灯 

防犯カメラ     347台 

 

防犯灯電灯料の補助 

 防犯灯      40,465灯 

スポーツ

市民局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

 

１－② 配偶者や交際相手からの暴力の予防啓発 

 ＤＶやデートＤＶが人権侵害であるという認識を効果的に高め、暴力根絶のための基盤をつく

るとともに被害に遭った時に早期に支援につながることができるよう、ＳＮＳ（ソーシャル・ネ

ットワーキング・サービス）8等の市民にとって身近で利用しやすい様々な媒体を活用し、若年層

をはじめとする幅広い年齢層を対象とした広報・啓発や相談窓口の周知に取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

6 

重点 

ＤＶ根絶のため

の意識啓発事業 

ＤＶ防止啓発カードの配布等により、相

談窓口の周知を図ります。また、ＤＶ、

性犯罪、セクシュアル・ハラスメント等

の女性の人権を侵害する暴力の根絶を訴

える「女性に対する暴力をなくす運動」

期間（11月 12日～25日）を中心に、Ｄ

Ｖ根絶に関する講座・セミナー、パープ

ルリボンキャンペーンや児童虐待対策と

連携した広報・啓発を行います。  

さらに様々な媒体を活用して、若年層を

はじめとするすべての年齢層に相談窓口

等の情報が届くように努めます。 

啓発カードの配布 

 

講座等の実施     9回 

 

パープルリボンキャンペ

ーンの実施 

スポーツ

市民局 

子ども 

青少年局 

7 

重点 

デートＤＶ防止

のための 

意識啓発事業 

デートＤＶ防止啓発カードやハンドブッ

クを配布するとともに、デートＤＶ防止

に関する講座・セミナー等を行います。 

また、デートＤＶ防止の出張講座などを

学校において実施し、大学・高校などと

連携して、若年層を対象にしたデートＤ

Ｖ防止教育を進めます。 

あわせて、様々な機会・媒体を通じてよ

り幅広い年齢層を対象とした意識啓発を

実施します。 

若年層向けデートＤＶハ

ンドブック等の配布・活

用 

 

講演会・セミナーの実施 

3回 

  

若年層向け講座   15回 

 

スポーツ

市民局 

 

子ども 

青少年局 

教育委員

会 

 

  

 

8 ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）：友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供

することを目的とするコミュニティ型のサービスのこと。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

 

１－③ 配偶者や交際相手等からの暴力の被害者支援 

 ＤＶ被害者の相談・支援にあたっては、安全・安心に配慮し、切れ目のない支援を実施すると

ともに、被害者が相談窓口につながりやすくする取組や民間団体・関係機関との連携の強化、被

害者が同伴する子どもの支援の充実などを図ります。また、ＤＶ以外にも暴力の被害に遭った性

犯罪被害者等の支援をすすめます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

8 

重点 

ＤＶ被害者等へ

の相談・支援 

配偶者暴力相談支援センターや社会福祉

事務所において、相談への対応・保護・

自立支援・同伴する子どもへの支援等

の、被害者を孤立させない・切れ目のな

い相談及び支援を実施します。 

また、暴力被害を受けていても相談窓口

につながっていない被害者が相談しやす

いよう、ＳＮＳを活用した相談を実施し

ます。 

相談の実施 

ＤＶ相談延件数 

9,742件 

（配偶者暴力相談支援セ

ンター及び社会福祉事

務所） 

子ども 

青少年局 

9  

子どもを虐待 

から守るための 

支援 

子どもの面前でのＤＶ等の虐待から子ど

もを守るため、児童相談所、社会福祉事

務所をはじめとする行政機関や医療機

関、学校など関係機関との連携強化を図

ります。 

また、相談体制を充実させるなど、児童

虐待の発生予防から、虐待を受けた子ど

もの保護・自立支援まで切れ目ない支援

体制を充実させます。 

さらに、「名古屋市児童を虐待から守る

条例」に基づく広報・啓発等をすすめま

す。 

なごやこどもサポート連

絡協議会・区連絡会議の

開催 

 

児童虐待相談対応件数 

        3,892件 

 

なごやっ子SOS 

相談件数     4,748件 

 

社会福祉事務所支所に児

童相談所との兼務児童福

祉司を増員、児童虐待対

応支援員を配置 

 

児童虐待防止推進月間の 5

月、11 月にイベント等を

実施 

子ども 

青少年局 

10 

重点 

女性のための 

総合相談 

（女性の自立のため

のグループプログラ

ム等） 

男女平等参画推進センターの女性のため

の総合相談の相談において、ＤＶや家族

関係での暴力、セクシュアル・ハラスメ

ント、性犯罪・性暴力などの被害者が精

神的な回復や自立に向けて踏み出せるよ

う、関係機関との連携や、女性のための

サポートグループ事業等を実施します。 

サポートグループ事業 

            5回 

 

講座の開催        7回 

 

カウンセリング事業の実

施 

スポーツ

市民局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

事業 事業内容 

現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

11 
犯罪被害者等支

援事業 

総合支援窓口の設置、経済的・精神的

支援、広報啓発・人材育成を柱とした

性犯罪をはじめとする犯罪被害者等に

対する支援を実施します。 

総合支援窓口の設置 

 

経済的・精神的支援の実

施 

 

広報啓発・人材育成の実

施 

 

犯罪被害者等早期援助団

体への助成 

スポーツ

市民局 

12 支援者の育成 

相談支援業務に従事する職員に対する

体系化した研修や公的機関・民間団体

の支援者も対象とした研修を実施し、

支援者のスキルアップ・組織対応能力

の強化を図ります。 

また、被害者と直接関わる職員等の言

動が被害者を更に追い詰め、傷つける

こと（二次的被害）の防止のため、広

く職務関係者に向けた研修を実施しま

す。 

研修の実施 

関係職員       2回 

職務関係者     1回 

 

スポーツ

市民局 

子ども 

青少年局 

13 

庁内及び関係機

関・民間団体と

の連携 

 

「名古屋市ドメスティック・バイオレ

ンス被害者支援庁内連絡会議」及び

「名古屋市ドメスティック・バイオレ

ンス対策関係機関連絡会議」を活用し

て、庁内や関係機関・民間団体の取組

が効果的に機能するよう、連携をすす

めます。 

会議開催         2回 スポーツ

市民局 

子ども 

青少年局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

１－④ 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ9）の尊重と

生涯を通じた女性の健康支援 

 男女がお互いの性を理解し、また、それぞれの健康を適切かつ主体的に自己管理するための情

報提供や健康教育をすすめます。特に女性の心身の状態は、思春期、妊娠・出産期、更年期、高

齢期等のライフステージごとに大きく変化するという特性があることに留意し、そのライフステ

ージに対応した適切な健康の保持増進ができるような取組を推進します。また、男性に比べて女

性の運動習慣者の割合が低いことに留意し、生涯を通じた健康づくりのために身近な地域での女

性の運動・スポーツ参加を促進します。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

14 

性と生殖に関す

る健康と権利に

ついての学習・

啓発 

男女平等参画推進センターや女性会館

などにおいて、「性と生殖に関する健

康と権利（リプロダクティブ・ヘルス

／ライツ）」に関する学習、啓発をす

すめます。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

        1回 

女性会館       1回 

スポーツ

市民局 

教育委員

会 

 

15 

思春期における

性の尊重につい

ての啓発 

「健康なごやプラン 21(第 2次)」の分

野 11「思春期の保健対策の強化と心身

両面の健康づくり」における取組とし

て、思春期の子どもたちの心身両面の

健康づくりに関する総合的な知識の普

及や相談等を行う思春期セミナー等を

実施するとともに、市内小中学校・高

校・特別支援学校において保健学習等

を通じた性教育を行います。 

思春期セミナー等 302回 

 

性教育の実施 

子ども 

青少年局 

教育委員

会 

16 
性感染症等への

対策 

ＨＩＶ／エイズ対策啓発ポスターの掲

示、リーフレットを作成・配布すると

ともに、ＨＩＶ／エイズ講習会・研修

会を実施します。 

パンフレットによる啓発  

 

講習会・研修会の実施 

健康福祉

局 

 

  

 

9 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：リプロダクティブ・ヘルスとは、平成 6年の国際人口／開発会議の「行動計

画」及び平成 7年の第 4回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において、「人間の生殖システム、その機能と

（活動）過程のすべての側面において、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完全

に良好な状態にあることを指す」とされている。 

また、リプロダクティブ・ライツは、「すべてのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産

する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに最高水

準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利」とされている。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

17 
妊娠・出産等に 

関する健康支援 

安心して妊娠・出産・育児ができるよ

う、妊娠・出産・育児に関する健康教

育・制度の普及啓発、相談、支援を実

施します。 

母子健康手帳の交付 

20,365件 

 

両親学級(パパママ教室) 

             463回 

 

妊婦健康診査延べ受診者

数      220,219人 

 

なごや妊娠SOS相談件数 

      275件 

 

不妊治療への助成  

特定不妊治療費助成事

業      3,428件 

 一般不妊治療費助成事

業        808件 

 

産前・産後ヘルプ事業 

 派遣時間数 19,623時間 

子ども 

青少年局 

18 

重点 

生涯にわたる 

健康教育・健康

支援 

性差に応じたがんの早期発見・早期治

療を促進するため、がん検診を実施す

るとともに、保健センター、地域のコ

ミュニティセンター、公民館等におい

て生涯にわたる女性の健康づくりを支

援する目的で乳がんの自己触診法等、

各種健康教育を実施します。 

また、スポーツを通じて健康を支援す

るため、女性を対象としたレクリエー

ションスポーツ事業の実施やスポーツ

に関する講座等の情報提供を実施しま

す。 

がん検診の実施 

子宮がん 91,524人 

乳がん 51,556人 

 

乳がん自己触診法普及事業 

                 210回 

  

女性を対象としたレクリ

エーションスポーツ事業 

          10回 

スポーツ

市民局 

 

健康福祉

局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

 

１－⑤ メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発 

 メディアを通じた情報は、多くの人々へ影響を与えることからも、男女平等参画の視点につい

て、常に留意されなければなりません。特に、スマートフォンの急速な普及により、インターネ

ットやＳＮＳがますます身近な存在となったことで、女性や子どもの人権を侵害する表現や情報

が流通し、性暴力や性犯罪につながるケースがあることや若年層に深刻な影響を及ぼしているこ

とに留意し、利用にあたっての注意喚起や情報に対する理解や知識を深め、情報を主体的に読み

解くことができるよう、一層の啓発や教育に取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

19 

青少年を取り巻

く有害環境等へ

の対応 

出会い系サイトやＳＮＳ等で青少年が

危険にさらされないよう広く周知を図

るとともに、インターネット上におけ

るいじめ対策を実施します。 

懇談会等の実施 

 

リーフレット等の配布 

 

「わくわくキッズナビ」

での情報モラル学習コン

テンツの掲載 

 

学校からの相談に対応す

る窓口の設置 

子ども 

青少年局 

教育委員

会 

 

20 

メディア・リテ

ラシー10向上のた

めの啓発 

メディアを通じた情報を主体的に収

集・判断し、適切に発信する能力の育

成のための講座を開催するとともに、

人権侵害の予防啓発を行います。 
講座等の実施 

女性会館       4回 

生涯学習センター  4回 

 

人権啓発センターにおけ

る講座や展示等の啓発の

実施 

スポーツ

市民局 

教育委員

会 

21 

公的広報物 

ガイドライン 

の活用 

男女平等参画の視点からのイラスト集

を作成し、庁内向け市公式ウェブサイ

トを通じて提供するとともに、市広報

担当者に向けて公的広報物ガイドライ

ン研修を実施します。 
研修の実施 

職員           1回 

スポーツ

市民局 

22 
広報事業者への

啓発 

女性に対する暴力防止に向けた自主的

な取組を行うよう働きかけます。 

メディア関係者への働き

かけ、情報提供の実施 

スポーツ

市民局 

 

  

 
10
 メディア・リテラシー：メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディア

を通じコミュニケーションする能力の 3つを構成要素とする複合的な能力のこと。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

１－⑥ 様々な困難を抱える人々（貧困、ひとり親、障害、同和問題（部落差別）、外国人

等）への支援 

 貧困や差別・偏見等生活上の困難に直面している人々は、それぞれの困難に加え、性別ゆえの

生きづらさと重なって、更に複合的に困難な状況に置かれています。これらの様々な困難を抱え

た人々が、安心して暮らすことができるよう、男女平等参画と人権尊重の視点に立って貧困、ひ

とり親、障害、同和問題（部落差別）、外国人等への理解促進や支援をすすめます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

23 

重点 

経済的自立に 

向けた支援 

男女平等参画推進センター等において

就労支援セミナー等を実施します。ま

た、生活保護受給者の早期の就労や自

立及び生活困窮者が困窮状態から早期

に脱却できるよう支援します。 

セミナー等の実施 

男女平等参画推進センター 

          5回 

なごやジョブサポート

センター    10回 

 

就労自立に関する自立支援

プログラム推進事業の実施 

 

生活困窮者の自立支援 

新規相談受付件数 

3,837件 

スポーツ

市民局 

経済局 

健康福祉

局 

24 
ひとり親家庭の 

精神的な支援 

ひとり親家庭が抱えている精神的負担

の軽減や自立を促すため相談やセミナ

ーなどの支援を行います。 

シングルマザーのための就

職フェアでの個別相談の実

施 

 

区役所・支所におけるひと

り親家庭等に対する総合的

な相談 

相談件数  

母子・父子自立支援員 

17,656件 

ひとり親家庭応援専門

員      9,724件 

 

ジョイナス.ナゴヤでの心

理カウンセリング 137件 

 

ひとり親家庭のセミナー等 

18回 

 

スポーツ

市民局 

子ども 

青少年局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

25 

ひとり親家庭の 

経済的な自立 

への支援 

ひとり親家庭の自立に向け、安定した

経済基盤の確保のための就業支援や、

生活上の負担の軽減をはじめ、貧困の

連鎖、経済的格差の拡大・固定化を生

じさせないため総合的な支援を推進し

ます。 

相談事業の実施 

 

自立支援給付金事業 

自立支援教育訓練給付金 

53件 

高等職業訓練促進給付金 

        105件 

 

母子父子寡婦福祉資金貸

付金       1,545件 

 

児童扶養手当の支給 

 

ひとり親家庭手当の支給 

 

ひとり親家庭等医療費助

成 

 

中学生の学習支援事業の

実施 

健康福祉

局 

 

子ども 

青少年局 

26 障害者への支援 

必要な障害福祉サービスなどを適切に

利用できるよう相談支援事業の充実な

ど、障害のある方が地域で安心して暮

らすための支援体制を整えます。 

相談支援事業等の実施 

 

リーフレットの作成 

 

講座等の開催 

 

ユニバーサルデザインの

教育・研究 

総務局 

健康福祉

局 

子ども青

少年局 

教育委員

会 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

27 

同和問題（部落

差別）の解決 

に向けた支援 

文化センター等において、地域住民の

生活や文化の向上をはかり、同和問題

（部落差別）をはじめとする人権問題

の解決に役立てることを目的として、

生活相談をはじめ高齢者相談、健康相

談など各種相談事業を行うとともに、

愛知県弁護士会や名古屋法務局など関

係機関と連携して、法律相談、人権相

談、経営相談を実施します。 

また、教育集会所において、生活相談

や健康相談を実施します。 

さらに、人権問題の重要な課題として

の同和問題（部落差別）の解決に向け

た市民の自主的活動や取組への支援や

意見交換を行います。 

相談事業等の実施 スポーツ

市民局 

 

教育委員

会 

28 外国人への支援 

名古屋国際センターにおいて、無料法

律相談や市政についての相談等に応じ

ます。 

また、外国人ＤＶ被害者への支援や外

国人の子どもの相談・保護等に必要な

説明に対しての通訳派遣を行います。 

外国人のための相談事業

の実施 

 

通訳派遣       40回 

観光文化

交流局 

子ども 

青少年局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

１－⑦ 多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、性的少数者（セクシュアル・マイ

ノリティ）等）への理解促進 

 少子高齢化の進行やグローバリゼーション等により、家族や性のかたちが多様なものとなって

きています。一人一人の生き方の選択が社会への参画や活躍の障壁にならないために、多様な生

き方が尊重されるよう偏見を取り除くための理解促進に取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

29 

重点 

多様な生き方の

理解促進に向け

た意識啓発・専

門相談等 

男女平等参画推進センターやなごや人

権啓発センター等において、多様な生

き方に対する差別や偏見を解消すると

ともに、正しい理解を深めるための意

識啓発や専門相談を行います。また、

職員等に対する研修を実施します。さ

らに、パートナーシップ宣誓制度11の

導入に向けて検討をすすめます。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

         8回 

人権啓発センターにおける

講座や展示等の啓発の実施 

 

研修等の実施    6回 

 

性的少数者（セクシュア

ル・マイノリティ）に関す

る専門相談の実施 

スポーツ

市民局 

 

教育委員

会 

 

 

  

 

11 パートナーシップ宣誓制度：主に同性カップルに対し、日常生活においてお互いに人生のパートナーとして協力し合

うことを宣誓した場合に、自治体が独自に宣誓書の受領書等を交付するもの。受領書等は要綱等に基づく書類であ

り、法的な効力はない。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 
目標２ 男女平等参画推進のための意識変革 
 男女が性別にかかわりなく社会のあらゆる分野において主体的に参画していくため、固定的な

性別役割分担意識の解消は継続して取り組んでいくことが必要です。また、基礎調査の結果では

性別役割分担意識は解消しつつありますが、一方で男女の社会全体での平等感は依然として男性

が優遇されていると感じている割合が多い状況です。 

固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見、固定観念、無意識の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス）は、女性にも男性にもあります。女性も男性も、一人一人が男女平等参画を自分

のこととして認識し、男女共同参画社会の実現に向けて協力し合って取り組めるよう、引き続き、

学校や地域、家庭や企業等、あらゆる場面において、幼児から高齢者に至る幅広い年齢層を対象

とした啓発活動をすすめます。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大により性別に起因するさまざまな課題が顕在化した

ことや、様々な困難を抱えている方が更に複合的に困難を抱えることになるなど、より深刻な影

響を受けることとなったことから、こうした課題を分析していきます。 

 

【方針】 
⑧ 性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発 

⑨ 学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進 

⑩ 地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進 

⑪ 男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供 

 

 

成果指標 現状値 目標値 
男女の地位が平等と感じる市民の割合 

(社会全体) 

19.2% 
（令和元年度） 

23% 
（令和 7年度） 
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目標2　男女平等参画推進のための意識変革

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

 【方針】

⑧　性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発

⑨　学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進

⑩　地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進

⑪　男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供



 

 

２－⑧ 性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発 

 固定的な性別役割分担意識の解消に向け、市民全体に男女平等参画について関心をもってもら

えるよう、男女平等参画推進センターや地域における効果的な意識啓発事業や情報提供を積極的

にすすめるとともに、男女平等参画を推進する関係団体との連携・協働した取組や、交流及び情

報発信に取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

30 

重点 

男女平等参画に

向けた意識啓発

事業 

男女平等参画推進センターや女性会

館、区役所、生涯学習センターで開催

する講演会、シンポジウム、セミナ

ー、講座等を通じ、広く市民に男女平

等参画を働きかけます。 

また、男女平等参画について理解を深

めるため、男女共同参画週間（6 月 23

日～29日）を活用し、啓発イベント等

を開催します。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

            33回 

女性会館         29回 

生涯学習センター 16回 

 

区における男女平等参画推

進事業            16区 

スポーツ

市民局 

教育委員

会 

各区 

31 

男女平等参画に

ついての情報 

提供 

市公式ウェブサイトはじめ、男女平等

参画推進センターや女性会館、名古屋

国際センターなどで情報提供を行いま

す。また、男女平等参画に関するメー

ルマガジンを配信します。 

メールマガジンの配信   

12回 

 

ホームページでの情報提供 

イーブルなごやホームペ

ージ 

女性活躍応援企業見える

化サイト 

 

名古屋国際センターでの情

報提供 

 

イーブルなごや図書資料室

図書の貸出数 2,320冊 

スポーツ

市民局 

 

経済局 

 

観光文化

交流局 

 

教育委員

会 

32 

男女平等参画に

ついての職員 

研修 

新規採用者など各階層において男女平

等参画をテーマとした研修を実施しま

す。 

研修の実施 

新規採用者研修  626人 

新任係長研修    243人 

新任課長研修    135人 

人権指導者養成研修 

            39人 

総務局 

 

 

33 

国際理解促進に

ついての 

情報提供・啓発 

国際的な男女平等参画の状況について

理解を深めるための講座・セミナー等

の開催により啓発を行います。 

講座の実施 

男女平等参画推進センター 

        1回 

スポーツ

市民局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

 

２－⑨ 学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進 

性別にかかわりなく個性と能力を発揮できるようにするため、幼児期からの学習や学校におけ

る教育活動全体を通じて、性別にとらわれない生き方や働き方を示すなど、学ぶ機会の提供に努

めます。また、日常的に子ども達と多くの時間を過ごす教員等へも男女平等参画についての研修

をすすめます。  
事業 事業内容 

現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

34 

男女平等参画の 

視点に立った 

人権教育の推進 

教材等を活用して、男女の人権を尊重

する教育を推進します。 教材等の活用 教育委員

会 
35 

重点 

男女平等教材を 

活用した教育・ 

学習の推進 

男女の平等な生き方を考えるための資

料として、幼児から若年層までの成長

発達段階に応じた男女平等参画に関す

るハンドブックを配布・活用します。 小・中学生向け男女平等

ハンドブックの配布  
保護者・保育者向け幼児

期の男女平等参画啓発資

料の市公式ウェブサイト

等での周知  
デートＤＶリーフレット

の配布・活用 スポーツ

市民局 
教育委員

会 
36 

重点 

男女平等参画の

視点に立った 

キャリア教育等 

の推進 

就職・進学などにおいて、性別にかか

わらず一人一人の能力と個性が発揮で

きる進路選択ができるよう、中学生や

高校生に対し体験学習活動等を実施

し、職業意識の形成と進路指導を行う

とともに、教科「家庭」の中で指導を

行います。 
また、小学生から高校生までの子ども

が夢や目標に向かって自ら踏み出せる

力を身につけることができるよう、キ

ャリアの専門家を学校に配置し、キャ

リア支援を実施します。 
市立大学においては多角的な視点で、

社会的性差（ジェンダー）と平等につ

いて講義を行います。 
さらに、若年層を対象とする起業家の

育成や、理工系分野で活躍する女性の

育成に取り組みます。 中学生に対する職場体験

学習活動の実施  
高校生に対する就業体験

学習活動の実施  
子どもライフキャリアサ

ポートモデル事業の実施  
市立大学での講義の実施   総務局  

スポーツ

市民局  
経済局  
子ども 
青少年局 
教育委員

会   
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

事業 事業内容 

現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

37 

重点 

男女平等参画に

ついての教員等

への研修 

教員に対する基本研修・経営研修にお

いて、「男女平等意識の醸成のための内

容」に触れた講演等を実施します。ま

た、保育士や放課後児童支援員等に対

し、男女平等参画に関する研修を実施

します。 

研修の実施 

教員        13回 

保育士       6回 

放課後児童支援員等 

6回 

子ども 

青少年局 

教育委員

会 

38 
学校等における

健康教育 

学校等への男女平等参画出張講座の実

施や、保健の学習や学級活動などを通

じた性教育を行います。 

講座等の実施    15回 

 

性教育の実施 

スポーツ

市民局 

教育委員

会 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

 

２－⑩ 地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進 

おとな自身が固定的な性別役割分担意識や慣習にとらわれず主体的にあらゆる分野に参画する

ことは、子どもの価値観へも大きな影響をもたらします。男女平等参画推進センターや、女性会

館、生涯学習センター等の社会教育施設を拠点として、おとなが主体的に学びあう場と機会の確

保と普及を一層すすめます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

39 

男女の生き方を

考える学習機会

の提供 

男女平等参画推進センターや女性会

館、生涯学習センター等において男女

の生き方や女性のエンパワーメント12の

ための講座等を実施します。 

また、ＰＴＡを対象に家庭教育につい

て考える機会を提供したり、女性会館

において学習者の求めに応じて、必要

な情報を提供したりします。 

講座等の実施 

男女平等参画推進 

センター     25回 

女性会館     16回 

生涯学習センター 

16回 

 

家庭教育セミナーの実施 

 

学習相談       411件 

スポーツ

市民局 

教育委員

会 

40 
女性の学習グル

ープ等の支援 

女性の学習グループ等が、主体的に学

び、さまざまな交流ができ、かつ学習

の成果を地域社会に還元することがで

きるよう支援します。 

女性学習活動研究委託 

委託団体数   30団体 

 

なごや女性カレッジ 

3講座 

 

グループ活動支援事業の

実施 

 

イーブルなごや・フェス

ティバルの開催 

 

研修会・交流会   10回 

教育委員

会 

 

 

  

 
12 エンパワーメント：力をつけること。また、自ら主体的に行動することによって状況を変えていこうとする考え方の

こと。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

２－⑪ 男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供 

男女平等参画を継続的に推進していくため、社会情勢や市民意識の変化を継続的かつ定期的に

調査研究・情報収集し、課題の把握に努めます。また、名古屋市で行う各種の調査においても、

プライバシー保護に配慮しながら、できる限り性別データを表示し、男女平等参画を考える上で

有益となる情報の収集と提供に取り組みます。特に、新型コロナウイルス感染症の拡大は女性の

非正規雇用労働者などの社会的に弱い立場にある方により深刻な影響をもたらしたことから、課

題を分析します。  
事業 事業内容 

現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

41 
男女別の統計 

資料の作成 

統計資料の一部として、男女別に集計

し、市公式ウェブサイトなどで広く提

供します。 実施 総務局 
42 調査・研究 

男女平等参画意識等に関する調査を定

期的に実施するほか、市が実施する各

種調査では男女別のデータにより男女

格差などの実態把握に努めます。 
また、新型コロナウイルス感染症の拡

大がもたらした影響について調査しま

す。 男女平等参画に関する基

礎調査の実施 スポーツ

市民局 
各局 

43 
男女平等参画 

白書の公表 

さまざまな分野における男女平等参画

の現状を把握し、市公式ウェブサイト

などで広く提供します。 作成・公表 スポーツ

市民局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 
目標３ 方針決定過程への女性の参画拡大 
男女共同参画社会の実現のためには、社会におけるさまざまな場面で男女が対等に参画し、男

女双方の声が反映される必要があります。また、男女を問わず、多様な人材の能力を活用し、多

様な視点、新たな発想を取り入れることは、持続可能な社会を生み出すとともに、すべての人が

暮らしやすい社会の実現にもつながります。 

しかしながら、各方面における方針決定過程への女性の参画が徐々に進んできてはいるものの、

男女の対等な関係性の構築には至っていない状況です。地域や企業等、あらゆる分野における女

性の活躍推進に向けて、社会の構成員の半分を占めている女性の意見が十分に反映されるよう、

社会的に影響力の大きい市役所自らが率先して、女性の登用や意思決定過程への女性の参画によ

り一層取り組みます。 

 さらに、地域や企業等において方針決定過程の参画に向けた情報提供や学習機会を確保すると

ともに、女性が自らの意思で、積極的に参画することが可能となるよう支援していきます。 

 このような取組により、さまざまな場面での方針決定過程において女性が参画し、活躍できる

社会の実現をめざします。 

 

【方針】 
⑫ 市政等における女性の方針決定過程への登用推進 

⑬ 地域社会における女性の方針決定過程への参画拡大 

⑭ 企業における女性の方針決定過程への参画拡大 

 

 

成果指標 現状値 目標値 
市の審議会等への女性委員の登用率 

35.1% 

（令和 2年 4月） 

40%以上 

60%以下 

（令和 7年度） 

市職員の女性管理職員の割合（全職種） 
14.2% 

（令和 2年 4月） 

15% 

（令和 7年 4月） 

市立小中特別支援学校の校長・教頭に占める 

女性の割合 

16.4% 

（令和 2年 4月） 

19% 

（令和 7年 4月） 
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目標3　方針決定過程への女性の参画拡大

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

 【方針】

⑫　市政等における女性の方針決定過程への登用推進

⑬　地域社会における女性の方針決定過程への参画拡大

⑭　企業における女性の方針決定過程への参画拡大



 

 

３－⑫ 市政等における女性の方針決定過程への登用推進 

 名古屋市域におけるさまざまな場面での方針決定過程に女性の参画をすすめていくためには、

名古屋市自らが率先して参画拡大に向けたさまざまな取組をすすめ、情報発信していくことが必

要であり、この点から、市審議会等の女性委員の登用率を高めるための支援や働きかけを行いま

す。また、女性職員の職域拡大やキャリア形成に関する研修・情報提供を図るなどにより、市職

員や教員等の女性管理職への登用を推進します。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

44 

重点 

審議会等への 

女性委員の 

登用促進 

審議会の新設及び委員改選の際に事前

協議を行うことや女性委員の登用がす

すまない審議会等に対して、個別に働

きかけるなど、審議会等委員への女性

の参画を促進し、市政における方針決

定過程への女性の参画を拡大します。

また、登用状況について、市公式ウェ

ブサイト等にて公表します。 

登用推進 

登用率         35.1% 

（令和 2年 4月） 

スポーツ

市民局 

各局 

45 

重点 

市職員の 

管理職等への 

女性の登用促進 

女性職員の職域拡大などにより女性職

員の管理職等への積極的な登用をすす

めることで、市政における方針の決定

過程へ女性の参画を拡大します。ま

た、登用に向けた取組等について、市

公式ウェブサイト等にて公表します。 

市役所での登用促進 

市職員の女性管理職員の

割合（全職種） 

  14.2%（令和2年4月） 

 

市立小中特別支援学校の

校長・教頭に占める女性

の割合 

  16.4%（令和2年4月） 

 

係長昇任選考受験率 

（全職種） 

女性          6.6% 

男性        11.9% 

総務局 

人事委員

会 

教育委員

会 

46 

市立大学に 

おける女性の 

活躍促進 

市立大学における女性教員比率向上の

ためのポジティブ・アクション13を促

進します。 

市立大学の女性教員比率 

22.6%（令和2年4月） 

総務局 

 

 

 

 

 

 

 
13 ポジティブ・アクション：さまざまな分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため、必要な範

囲内において、男女のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供すること。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

47 

市女性職員の 

能力開発・活用

推進 

キャリアアップに関して気軽に相談で

きる体制の検討をすすめるとともに、

キャリアアップ推進研修や、積極的な

職務分担等を実施します。 

キャリアアップ推進研修         

1回 

 

女性職員の活躍推進研修          

1回 

メンター制度の試行実施 

メンター養成研修   1回 

総務局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

３－⑬ 地域社会における女性の方針決定過程への参画拡大 

地域での住民同士のつながりの希薄化が進行している一方で、一人一人が抱える課題は多様

化・複雑化していることから、地域活動の担い手を増やすとともに、幅広い分野に男女平等参画

の視点を取り入れることの必要性について理解促進を図ります。また、学習機会を広く提供する

ことにより、地域活動の方針決定過程への女性の参画促進をすすめます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

48 

地域活動の委員

における方針 

決定過程への 

女性の参画促進 

地域で活動する区政協力委員、民生委

員・児童委員、保健環境委員の各協議

会等において「男女平等参画」に関す

る啓発資料を配布するなど、女性委員

の方針決定過程への参画についての理

解と周知を図ります。 

学区委員長女性比率 3.4% 

（平成 30年 4月 1日） 

 

単位民生委員協議会会長 

女性比率      57.5% 

 

保健環境委員学区会長の

女性率      41.4% 

スポーツ

市民局 

 

健康福祉

局 

49 

地域活動におけ

る女性リーダー

育成のための学

習機会の提供 

地域活動の担い手を養成するため、団

体・グループの女性のリーダーや指導

者、指導者候補を対象に研修等を実施

します。 

女性学習団体リーダー研

修           2回 

 

女性団体指導者研修  5回 

 

女性学習活動研究委託 

 委託団体数   30団体 

 

女性団体への支援 

教育委員

会 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

３－⑭ 企業における女性の方針決定過程への参画拡大 

 女性の方針決定過程への参画を自ら積極的にすすめる企業が中小企業にまで広げられるよう、

啓発や支援に努めます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

50 

重点 

女性の活躍推進

企業認定・表彰

制度（ロールモデ

ルの発信） 

女性がいきいきと活躍できるような取

組をしている企業において、ロールモ

デル14や職域拡大の先駆者となっている

女性を表彰します。また、表彰された

ロールモデル等を発信することで、他

の企業の取組がすすむよう支援しま

す。 

認定企業      130社 

個人表彰     24人 

中小企業部門   25社 

 

スポーツ

市民局 

51 
女 性 管 理 職 養

成・交流の支援 

女性が方針決定過程で積極的に活躍で

きるよう、女性管理職の養成や、交流

を支援します。 

講座等の実施      4回 スポーツ

市民局 

 

 

  

 

14 ロールモデル：将来像を描いたり、自分のキャリア形成を考える際に参考にする役割モデルのこと。 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 
目標４ 雇用等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 
社会全体として推進している女性の活躍を更に加速化するためには、男女が働きやすい職場づ

くりや長時間労働の削減などの働き方の見直しが必要であり、雇用主及び労働者が一体となって

取り組むことができるよう啓発活動や情報提供を行います。 

また、今後の人口減少社会の到来や少子化の進行にあたり、女性の就労は社会の活力を維持す

るのに不可欠であるとされていることや、男女がともに働きやすい職場を実現するためには、女

性が新しい分野へチャレンジし、生涯にわたりキャリアを形成していけるよう取り組むとともに、

多様で柔軟な働き方等を通じたワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。 

あわせて、育児や介護などのライフイベントに対応した柔軟な働き方が無理なく選択できるよ

う、子育て支援施策、介護支援施策の充実に取り組むことにより、男女がともに希望するバラン

スで働き続けることができる社会の実現をめざします。 

 

【方針】 
⑮ 雇用主及び労働者（管理職、従業員等）への男女平等に向けた啓発 

⑯ 働く場における女性の活躍推進 

⑰ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた家庭生活への 

  支援 

⑱ 仕事と子育て・介護との両立支援に向けた事業者への支援 

 

 

成果指標 現状値 目標値 
仕事と生活のバランスが希望どおりであると 

思う市民の割合 

39.3% 

（令和元年度） 

41% 

（令和 7年度） 

女性の活躍推進企業認定・認証数 
155社 

（令和元年度） 

210社 

（令和 7年度） 

子育て支援企業認定数 
213社 

（令和元年度） 

230社 

（令和 7年度） 

ワーク・ライフ・バランス推進企業認証企業数 
178社 

（令和元年度） 

210社 

（令和 7年度） 

市男性職員の育児休業取得率 

※次の①～③により、週休日を除き 20 日以上取得した場合（連

続である必要はない）「① 育児休業、② 産前 8 週・産後 8 週

の間で職務専念義務免除等、③ ①及び②の組み合わせ」 

15.9% 

（令和元年度） 

50% 

（令和 6年度） 
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目標4　雇用等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

 【方針】

⑮　雇用主及び労働者（管理職、従業員等）への男女平等に向けた啓発

⑯　働く場における女性の活躍推進

⑰　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた家庭生活への

　　支援

⑱　仕事と子育て・介護との両立支援に向けた事業者への支援



 

 

４－⑮ 雇用主及び労働者（管理職・従業員等）への男女平等に向けた啓発 

女性が能力を発揮して活躍し、男女がともに働きやすい職場づくりに向けて、男女平等参画の

取組が中小企業を含め幅広く促進されるよう啓発活動や情報提供に努めるとともに、女性の活躍

推進企業の好事例を積極的に情報発信します。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

52 

重点 

女性の活躍推進

企業認定・表彰

制度（企業部門） 

女性がいきいきと活躍できるような取

組をしている企業を認定・表彰するこ

とにより、企業における女性の活躍を

支援します。 

認定企業       130社 

個人表彰       24人 

中小企業部門   25社 

スポーツ

市民局 

53 

重点 

女性の活躍に 

向けた中小企業 

への啓発 

女性の活躍推進企業の取組について広

く情報発信を行い、他の市内企業への

普及・啓発を図ります。また、女性も

男性もともに働きやすい職場環境・風

土の実現に向けた企業向けセミナー等

を実施します。 

企業向け研修    3回 

 

女性活躍応援企業見える

化サイトでの情報提供 

 

スポーツ

市民局 

 

54 
雇用等に関する

相談事業 

労働条件や労働福祉など、あらゆる労

働問題に関して、電話での相談のほ

か、面談やメール等による相談を実施

します。 

労働相談件数      383件 経済局 

55 

雇用等における

男女平等に 

関する情報提供 

労働に関する情報や男女が働きやすい

職場環境づくり、女性活躍推進のため

の情報について、窓口や市公式ウェブ

サイトなどを通じ市民へ提供します。 

女性活躍応援企業見える

化サイトでの情報提供 

 

女性活躍推進企業と女子

大学生の交流会  3大学 

 

企業展等でのＰＲの実施 

 

市公式ウェブサイト等に

おける広報啓発 

スポーツ

市民局 

経済局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点



 

 

４－⑯ 働く場における女性の活躍推進 

働きたいという希望を持つ女性が就業できるよう、職業能力開発の機会を設けることや就業に

向けた情報提供等を行います。また、起業等の多様な働き方を選択する女性や、自営業等に携わ

る女性に対する支援を行うとともに、そうした活躍する女性の情報発信にも取り組みます。特に、

テレワークの導入やオンラインの活用が進むことで広まった多様で柔軟な勤務形態が、女性の活

躍や男女間の格差是正につながるよう、「新たな日常」における働き方とスキルアップをセットで

情報提供等を行います。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

56 

重点 

女性の職業能力

開発支援 

男女平等参画推進センター等において

女性の職業能力開発のための講座等の

充実を図るとともに、企業の女性管理

職による交流会を実施し、異業種間で

の交流を図ります。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

            10回 

 

研修の実施     2回 

スポーツ

市民局 

57 
女性の再就職支

援 

女性の再就職の支援のために、資格取

得や就職活動を支援するセミナーや働

く動機付けとなるような研修を充実し

ます。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

              8回 

 なごやジョブサポートセ

ンター           10回 

スポーツ

市民局 

 

経済局 

58 女性の起業支援 

女性の起業を支援していくための講座

やセミナーを開催するとともに、創業

に関しての相談を実施します。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

            4回 

 

創業相談の実施 

相談等延べ件数 1,510件 

スポーツ

市民局 

 

経済局 

59 

関係機関等との

連携した就業支

援 

男女平等参画推進センターがなごやジ

ョブサポートセンター等と連携するな

ど、女性が着実に就業できるよう、さ

まざまな支援を行います。 

関係機関と連携した出張相

談の実施 

 

女性活躍応援企業見える化

サイトで関係機関の情報を

提供 

スポーツ

市民局 

 

60 

自営業等に従事

する女性への支

援 

農業に従事する女性の経済的地位の向

上や働きやすい環境づくりに向けた意

識啓発を実施します。 

愛知県農村生活アドバイザ

ー認定事業 

既認定者        11人 

家族経営協定 

 締結戸数        27戸 

緑政土木

局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

 

４－⑰ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた家庭生活への 

    支援 

 女性も男性も安心して働き続けることができるよう、子育て支援策や介護支援策等におけるサ

ービスの質と量の確保に努めます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

61 
保育所等利用 

待機児童対策 

民間保育所等の整備や小規模保育事業

所の設置など、さまざまな手法により

利用枠を拡大するとともに、個々のニ

ーズに即した、きめ細かな支援策を強

化していきます。 

保育所等の整備 

  35か所 

子ども 

青少年局 

62 
多様な子育て 

支援事業 

子育て支援を充実するため、保護者の

多様な就労形態などに対応できるよ

う、多様な子育て支援事業を実施しま

す。 

延長保育及び夜間保育  

        420か所 

 

休日保育     16か所 

 

一時保育     61か所 

 

預かり保育    23か所 

 

病児・病後児デイケア 

         22か所 

 

子ども・子育て支援センター

の運営 

 

のびのび子育てサポート事

業活動件数 

              21,987件 

 

産休あけ・育休あけ保育所

等入所予約    106か所 

 

エリア支援保育所事業 

         29か所 

 

幼稚園・心の教育推進プラ

ンの子育て支援事業の実施 

 

母子健康手帳の交付 

 20,365件 

 

子ども 

青少年局 

 

教育委員

会 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

63 
放課後児童健全

育成事業の推進 

留守家庭児童の健全育成を図るため、

地域の留守家庭児童育成会に対する運

営費助成等を実施します。また、全小

学校で実施している教育事業であるト

ワイライトスクールを基盤に、保護者

が就労などにより家庭にいない児童に

対して、より生活に配慮した事業であ

るトワイライトルームを、地域の子育

て家庭の状況などをふまえて実施しま

す。 

留守家庭児童健全育成事業

実施か所数     190か所 

 

トワイライトルーム実施か

所数        48か所 

子ども 

青少年局 

64 

介護を必要とす

る方とその家族

への支援 

介護を必要とする方やその家族が安心

して生活できるよう、在宅サービスの

充実や施設・居住系サービスの整備を

進めるとともに、事業者情報などの提

供に努めます。 

介護サービスの提供体制の

充実 

 小規模多機能型居宅介 

 護利用者数 

1,319人／月 

 

 看護小規模多機能型居 

宅介護利用者数 

     96人／月 

 

 定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護利用者数 

        653人／月 

 

特別養護老人ホーム 
100人分着工 

 

「NAGOYAかいごネット」に

よる情報提供 

 

介護サービスの情報公表制

度の実施 

健康福祉

局 

65 
育児・介護休業

者への支援 

男女平等参画推進センター等におい

て、職場復帰準備セミナー等を実施

し、育児・介護休業者を支援します。 

セミナー等の実施 

男女平等参画推進センター 

            5回 

スポーツ

市民局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 

 

４－⑱ 仕事と子育て・介護との両立支援に向けた事業者への支援 

 女性も男性も、子育てや介護などの際にキャリアを中断させることなく働き続けることができ

るよう、就業と子育てや介護との両立に関する情報提供を行うとともに、長時間労働の削減に向

けた啓発等、企業等における両立支援の取組を促進します。さらに、企業等の模範となるべく、

市役所職員の両立支援に向けた取組をすすめます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

66 

重点 

企業への両立支

援に向けた啓発

事業 

企業においてワーク・ライフ・バランス

が推進されるよう啓発を行います。事業

主や管理職等が、労働時間管理の手法等

に関する研修会等を実施する場合に、社

会保険労務士等を派遣したり、男女平等

参画に関する講演会や研修等を実施する

場合に、講師を派遣します。 

労働法令研修講師派遣  

4回 

 

働き方改革の推進 

 セミナー     5回 

専門家派遣    40社 

認証企業社      178社 

 

市公式ウェブサイト等に

おける広報啓発 

スポーツ

市民局 

経済局 

67 

重点 

子育て支援企業

認定・表彰制度 

社会全体で子育てにやさしいまちづくり

をすすめるため、子育てにやさしい活動

を積極的に行っている企業を認定し、そ

のうち特に優れた活動を行う企業を表彰

します。 

子育て支援企業認定数 

213社 

 

子ども 

青少年局 

68 

重点 

ワ ー ク ・ ラ イ

フ・バランス推

進企業認証制度 

ワーク・ライフ・バランスに取り組む企

業等について、「ワーク・ライフ・バラ

ンス推進企業」として認証します。 

ワーク・ライフ・バラン

ス推進企業認証企業数 

    178社 

経済局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点

重点

重点



 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

69 
市役所における

両立支援の推進 

仕事と子育てを両立しやすい職場づくり

に向けて、「職員子育て支援ハンドブッ

ク」の配布や、育児休業復帰者支援研修

など両立支援のための事業をすすめま

す。 

「職員子育て支援ハンド

ブック」を更新・配布 

 

研修の実施 

タイムマネジメント研 

修        3回 

 ワーク・ライフ・バラ 

ンス推進研修   1回 

 育児休業者職場復帰支

援研修      4回 

 

介護休暇 

 

仕事と子育て両立支援相

談員の配置 

 

男性職員の育児休業等取

得率       15.9% 

 

旧姓使用の実施 

 

総務局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業



 
 

目標５ 家庭・地域における男女平等参画の促進 
女性も男性も若いうちから人生 100 年時代を意識し、経済的自立や自己実現のための仕事と家

事・育児・介護といったケアワークに主体的にかかわることが、生涯にわたって自立した生活を

維持することに役立ちます。そのため、男女平等参画に対する理念や意識は、雇用等の場のみな

らず、家庭や地域の場においても、生涯を通じて必要とされます。 

 女性の就労面での活躍推進が徐々にすすめられている一方で、家事・育児・介護等について依

然としてその多くを女性が担う状況が続いています。また、ライフコースやライフスタイルが多

様化したことに伴い、女性も男性もひとり親や未婚・単身世帯などの生き方を選択する等、世帯

構造が変化しています。こうした状況の中で、男性が家庭において家事・育児・介護等に積極的

に関わっていくことが重要となっています。男女平等参画の視点を踏まえた働き方や生き方等の

推進について意識啓発をすすめるとともに、市民生活の身近な場面である地域においても男女が

ともに支えあい、活躍できるよう働きかけをしていきます。 

また、年齢に関わりなく就業機会の確保が求められていることや、高齢の男性の地域活動や家

事への参画が進んでいないこと、高齢の女性の貧困率が高い傾向にあることなどを踏まえ、高齢

期において自立した生活を維持し、生きがいをもって活躍できるよう支援します。 

 さらに、地域活動の一つである防災活動においても東日本大震災の教訓や南海トラフ巨大地震

の発生が懸念されていることに加え、新型コロナウイルス感染症の拡大が重なるなどの複合的な

災害も懸念されることからも、男女平等参画の視点を踏まえて災害に備えることが必要です。 

このような取組により、家庭・地域生活においても、男女がともに自立し、その個性と能力が

活
い

かされている社会の実現をめざします。 

 

【方針】 
⑲ 男性の家事・育児・介護等への参画促進 

⑳ 地域活動における男女平等参画の促進 

㉑ 高齢期における男女の就業・社会参画支援 

㉒ 防災における男女平等参画の促進 

 

 

成果指標 現状値 目標値 
平日 1時間以上家事を行う有職男性の割合 

24.9% 

（令和元年度） 

40% 

（令和 6年度） 

地域活動の委員（区政協力委員・災害対策委

員）の女性比率 

18.1% 

（令和 2年度） 

21.5% 

（令和 7年度） 

名古屋が子育てしやすいまちだと思う人の割合 
82.9% 

（令和元年度） 

84% 

（令和 7年度） 
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目標5　家庭・地域における男女平等参画の促進

Ⅲ　目標ごとの方針と事業

 【方針】

⑲　男性の家事・育児・介護等への参画促進

⑳　地域活動における男女平等参画の促進

㉑　高齢期における男女の就業・社会参画支援

㉒　防災における男女平等参画の促進



 

 

５－⑲ 男性の家事・育児・介護等への参画促進 

共働き世帯が増加する中で、家事等の負担の多くを女性が担っている状況は女性が働く場で活

躍することを困難にする場合があります。また、成人の未婚者とその親からなる世帯や高齢者の

単身世帯の増加等、世帯構造が変化しているため、男性が生涯を通じて家事・育児・介護等に参

画することの重要性が高まっています。男性の家庭生活における参画を促進するため、意識啓発

や情報提供を行います。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

70 

重点 

男性の家事・育

児への参画支援 

男女平等参画推進センターや女性会

館、子ども・子育て支援センター、保

健センター等において、男性の家事・

育児への参画を促進するための講座・

セミナー等を実施します。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター  

             2回 

生涯学習センター  2回 

 子ども・子育て支援 

センター等       66回 

 

両親学級（パパママ教室） 

463回 

 

親学企業への講師派遣 

 1件 

 

メールマガジン配信  4回 

 

リーフレット等配布 

スポーツ

市民局 

子ども 

青少年局 

教育委員

会 

71 

重点 

男性の介護への

参画支援 

男女平等参画推進センターや介護実

習・普及センター等において、介護に

ついての知識や技術を習得する講座・

研修等を実施し、男性の介護への参画

を支援します。 

家族介護者教室     37回 

 

認知症の方を介護する家族

への支援 

家族教室    285回 

家族サロン      332回 

医師の専門相談  329回 

認知症サポーターの 

養成講座     718回 

 

認知症の方を介護する家族

ピアサポート 

  家族支援プログラム 

 6回 

 家族交流会     9回 

スポーツ

市民局 

健康福祉

局 
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重点

重点



 

 

５－⑳ 地域活動における男女平等参画の促進 

多様化する地域課題・ニーズに対応するとともに活力ある持続可能な地域づくりのため、男女

がその性別役割に固定されることなく、それぞれの能力を発揮してさまざまな地域活動に参画す

ることができるように働きかけます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

72 

重点 

地域活動におけ

る男女平等参画

の啓発  

地域で開催する講座、セミナーなどさ

まざまな場面において、「男女平等参

画」に関する啓発資料を配布するとと

もに、地域で活動する区政協力委員、

民生委員・児童委員、保健環境委員に

おいて、男女がともに参加することへ

の意義についての理解と周知を図りま

す。 

啓発資料の配布 

 

地域コミュニティ活性化

の推進 

大学と連携し、学生に地

域活動に参加する場所を

提供 

コミュニティ講習会 5回 

 

スポーツ

市民局 

健康福祉

局 

73 

地域活動におけ

る子育て支援事

業への参画 

子育て家庭が安心して子どもを養育す

ることができるよう、地域の中で子育

ての相互援助活動の実施や、子育て親

子の交流や育児相談を実施する場の設

置など、地域で男女がともに子育てを

支援する取組をすすめます。 

のびのび子育てサポート

事業活動件数  21,987件 

 

地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援拠点・ 

地域子育て支援センター・

児童館等）   117か所 

 

名古屋市すくすくサポー

ターの子育て支援活動へ

の派遣      524回 

 

子ども 

青少年局 

74 
ＮＰＯ等との 

連携 

市民活動推進センターを運営するとと

もに、男女平等参画の視点を踏まえ、

ＮＰＯなど地域活動を行っている団体

とのネットワークの構築、連携を促進

します。 

市民活動推進センターの

運営（設立、運営支援） 

 

男女平等参画推進センタ

ーでのＮＰＯ・ＮＧＯ、

市民団体への事業委託    

1回 

       

イーブルなごやフェステ

ィバルの実施 

スポーツ

市民局 
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重点



 

 

５－㉑ 高齢期における男女の就業・社会参画支援 

 人生 100 年時代を見据え、生涯にわたって自立した生活を維持し、高齢者が他の世代とともに

社会の重要な一員として生きがいをもって活躍できるよう、高齢期の女性・男性の豊かな経験を

活
い

かした就業を支援するとともに、地域での活躍など社会参画の支援・相談に取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

75 
高齢者の就業支

援 

高齢者が豊かな知識や経験を生かして

就業できるよう、シルバー人材センタ

ーにおいて臨時的・短期的な仕事の紹

介を行うとともに、高齢者就業支援セ

ンターにおいて就業に関する情報提供

や技能講習を開催します。 

高齢者就業支援センターの

運営 

 

シルバー人材センター会員

数              8,445人 

スポーツ

市民局 

健康福祉

局 

76 
高齢者の社会参

画支援 

高齢期の男女の地域活動への参加を支

援するために、老人クラブ活動を促進

するほか、福祉会館や鯱城学園の運営

をすすめます。 

老人クラブ会員数 56,026人 

 

鯱城学園定員     1,520人 

 

福祉会館利用者数 

729,603人 

 

地域支えあい事業の実施 

健康福祉

局 

77 
高齢者に対する

相談事業 

高齢者が安心して暮らせるように、い

きいき支援センターや高齢者虐待相談

センター等において、さまざまな相談

事業を実施します。 

高齢者虐待相談支援事業の

実施 

 

いきいき支援センターの運

営 

健康福祉

局 
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５－㉒ 防災における男女平等参画の促進 

 東日本大震災の教訓等から、防災分野においても男女平等参画の視点に立った対応が課題とな

っています。また、南海トラフ巨大地震等の大規模災害が感染症の流行時に発生する場合も想定

して、災害発生時の避難所運営等における女性や子育て家庭へのニーズに対する配慮や、意思決

定の場に女性が参画できるよう、平常時から防災対策についての広報啓発や地域防災力の向上な

どに取り組みます。 

 

事業 事業内容 
現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

78 

重点 

防災対策につい

ての広報啓発 

男女平等参画推進センター等で開催す

る講座、セミナーを通じ、広範な市民

に男女平等参画の視点を持った防災対

策を働きかけます。 

講座等の実施 

男女平等参画推進センター 

          1講座 

 

区における男女平等参画推

進事業              4区 

スポーツ

市民局 

各区 

79 
地域防災力の 

向上 

児童生徒や教員に対し、男女平等参画

の視点に立った防災教育を実施すると

ともに、地域における助け合いの仕組

みづくり等を推進し、地域防災力を高

めます。 

助け合いの仕組みづくり実

施 

 

消防団員募集キャンペーン

等の実施 

 

自主防災組織の結成促進及

び活動支援 

 

防災安心まちづくり事業の

実施 

 

学校における防災教育の実

施 

防災危機

管理局 

教育委員

会 

消防局 

80 
性別に配慮した

避難所運営 

性別に配慮した避難所の運営について

掲載している避難所運営マニュアルに

基づき、市民参加型の訓練を実施する

とともに、性別に配慮した災害救助物

資を備蓄します。また、女性の視点を

取り入れた防災啓発冊子を活用した啓

発を実施します。 

指定避難所開設・運営訓練

の実施      265学区 

 

生理用品の備蓄 

149,644枚 

 

女性の視点を取り入れた防

災啓発冊子の作成 

防災危機

管理局 
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Ⅲ　目標ごとの方針と事業

重点



 

 
事業 事業内容 

現況 

(R元時点の状況) 
所管局 

81 
災害時における 

相談支援 

災害時の性別にかかわる悩みや暴力を想

定し、平常時から内閣府が策定した「災

害対応力を強化する女性の視点～男女共

同参画の視点からの防災・復興ガイドラ

イン～」を活用した研修等により相談体

制を強化します。また、広報の実施や、

庁内関係部署との連携等をすすめます。 災害時対応相談マニュアルの整備 スポーツ

市民局  
－61－

Ⅲ　目標ごとの方針と事業



  

資料編 

 

・成果指標一覧 ················································ 63 

・参考データ ·················································· 64 

・基本計画 2025の策定経過 ····································· 66 

・第 9期名古屋市男女平等参画審議会委員 ························ 67 

・第 9期名古屋市男女平等参画審議会審議経過 ···················· 68 

・男女平等参画推進なごや条例 ·································· 69 

・男女平等参画推進なごや条例施行規則 ·························· 73 

・名古屋市男女平等参画推進センター条例 ························ 76 

・名古屋市男女平等参画推進センター条例施行細則 ················ 78 

・名古屋市男女平等参画推進協議会規程 ·························· 81 

・男女共同参画社会基本法 ······································ 82 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 ················ 86 

・女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄） ······ 94 

・男女平等参画に関する年表 ···································· 99 

 

 

－62－

資料編

・

資料編



成果指標一覧 

 

成果指標 現状値 目標値 

目
標
１ 

「デートＤＶ」という言葉の認知度 
43.9% 

（令和元年度） 

55% 

（令和 6年度） 

がん検診受診率（①子宮がん・②乳がん） 

① 59.0％ 

② 49.0％ 

（令和元年度） 

① 65％ 

② 55％ 

（令和 7年度） 

「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）」 

という言葉の認知度 

65.5％ 

（令和元年度） 

75％ 

（令和 6年度） 

目
標
２ 

男女の地位が平等と感じる市民の割合 

（社会全体） 

19.2％ 

（令和元年度） 

23％ 

（令和 7年度） 

目
標
３ 

市の審議会等への女性委員の登用率 
35.1% 

（令和 2年 4月） 

40%以上 60%以下 

（令和 7年度） 

市職員の女性管理職員の割合（全職種） 
14.2% 

（令和 2年 4月） 

15% 

（令和 7年 4月） 

市立小中特別支援学校の校長・教頭に占める 

女性の割合 

16.4% 

（令和 2年 4月） 

19% 

（令和 7年 4月） 

目
標
４ 

仕事と生活のバランスが希望どおりであると 

思う市民の割合 

39.3% 

（令和元年度） 

 41% 

（令和 7年度） 

女性の活躍推進企業認定・認証数 
155社 

（令和元年度） 

210社 

（令和 7年度） 

子育て支援企業認定数 
213社 

（令和元年度） 

230社 

（令和 7年度） 

ワーク・ライフ・バランス推進企業認証企業数 
178社 

（令和元年度） 

210社 

（令和 7年度） 

市男性職員の育児休業取得率 
15.9% 

（令和元年度） 

50% 

（令和 6年度） 

目
標
５ 

平日 1時間以上家事を行う有職男性の割合 
24.9% 

（令和元年度） 

40% 

（令和 6年度） 

地域活動の委員（区政協力委員・災害対策委員）

の女性比率 

18.1% 

（令和 2年度） 

21.5% 

（令和 7年度） 

名古屋が子育てしやすいまちだと思う人の割合 
82.9% 

（令和元年度） 

84% 

（令和 7年度） 
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参考データ 

参考データ 現状値 

目
標
１ 

女性のための総合相談件数（電話・面接・専門相談等） 
3,801件 

（令和元年度） 

男性のための相談件数 
152件 

（令和元年度） 

基本的人権が尊重されている社会だと思う市民の割合 
 67.5％ 

（令和元年度） 

なごや人権啓発センターの年間来館者数 
33,281人 

（令和元年度） 

DVを人権侵害と認識する人の割合 
93.8％ 

（令和元年度） 

「DV（ドメスティック・バイオレンス）」という言葉の認知度 
94.5％ 

（令和元年度） 

女性福祉相談延件数（配偶者暴力相談支援センター及び社会福祉事務所

等） 

12,624件 

（令和元年度） 

名古屋市における母子世帯の年間総収入の平均額 
319.3万円 

（平成 30年度） 

名古屋市における父子世帯の年間総収入の平均額 
570.4万円 

（平成 30年度） 

成人の週 1回以上の頻度で運動・スポーツを実施する者の割合 
 55.8％ 

（令和元年度） 

目
標
２ 

「男女共同参画社会」という言葉の認知度 
58.0％ 

 （令和元年度） 

男女の地位が平等と感じる市民の割合（職場） 
20.6％ 

（令和元年度） 

男女の地位が平等と感じる市民の割合（政治の場） 
8.1％ 

（令和元年度） 

男女の地位が平等と感じる市民の割合（学校教育の場） 
51.3％ 

（令和元年度） 

男女の地位が平等と感じる市民の割合（地域活動の場） 
35.2％ 

（令和元年度） 

イーブルなごや（男女平等参画推進センター・女性会館）の年間来館者

数年間来館者数 

238,172人 

（令和元年度） 

イーブルなごや（男女平等参画推進センター・女性会館）ウェブサイト

の年間閲覧件数 

63,175件 

（令和元年度） 

目
標
３ 

市職員の女性の係長昇任選考受験率（全職種） 
6.6% 

(令和元年度) 

名古屋市会における女性議員割合 
26.5% 

(令和元年) 

区政協力委員における学区代表の女性割合 
4.9% 

(令和 2年 4月) 

民生委員・児童委員における学区代表の女性割合 
57.9% 

(令和 2年 12月) 

保健環境委員における学区代表の女性割合 
40.6% 

(令和 2年 4月) 
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参考データ 現状値 

目
標
４ 

働く意欲があるが、現在働く場がなくて困っている市民の割合 
4.1% 

(令和元年度) 

名古屋市における 25歳から 44歳までの女性の労働力率 

※平成 27年国勢調査（総務省）より作成。 

※労働力率は、「労働力人口（就業者＋完全失業者）」／「25歳～44歳人口」×100。 

64.4% 

（平成 27年度） 

名古屋市における非正規労働者の割合（女性） 
55.8% 

(平成 29年度) 

名古屋市における非正規労働者の割合（男性） 
20.4% 

(平成 29年度) 

保育所等利用待機児童数 

※国の調査要領に基づく除外児童数を除く。 

0人 

(令和 2年 4月) 

放課後児童健全育成事業の①実施箇所数・②児童数 
① 238か所、②18,711人 

（令和元年度） 

職場に育児休業制度があると回答した割合 
60.3％ 

（令和元年度） 

職場に介護休業制度があると回答した割合 
48.0％ 

（令和元年度） 

市職員の 1人あたりの年間超過勤務時間数 
130時間 

（令和元年度） 

市職員の 1人あたりの年次休暇取得日数 
14.8日 

（令和元年度） 

目
標
５ 

生きがいや楽しみを持って生活していると感じている高齢者の割合 
80.2％ 

（令和元年度） 

就労や地域活動・ボランティア・NPO 活動等に参加している高齢者

の割合 

51.5％ 

（令和元年度） 

困ったときに相談できる人が隣近所や地域にいる高齢者の割合 
68.5％ 

（令和元年度） 

消防団員の女性割合 
8.2％ 

（令和 2年度） 

避難所開設・運営訓練等の学区実施率 
99％ 

（令和元年度） 
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基本計画 2025の策定経過 

 

年月日 事   項 

令和元年 9月 2日 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（～9月 20日） 

令和 2年 2月 18日 

第 9期名古屋市男女平等参画審議会に次期「男女平等参画基本計

画」の策定に向けた基本的な方向性及び取り組むべき施策につい

て諮問 

8月 7日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議 

11月 9日 
第 9期名古屋市男女平等参画審議会から次期「男女平等参画基本

計画」の策定に向けて答申 

11月 12日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議 

12月 7日 名古屋市男女平等参画推進協議会にて審議 

12月 18日 名古屋市会 総務環境委員会にて所管事務調査 

12月 25日 
名古屋市男女平等参画基本計画案パブリックコメント 

（～1月 25日） 

令和 3年 2月 3日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議 

2月 17日 名古屋市男女平等参画推進協議会にて審議 

3月     「名古屋市男女平等参画基本計画 2025」策定・公表 
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第９期 名古屋市男女平等参画審議会委員  
（任期：2019年４月１日～2021年３月 31日）     （50音順、敬称略） 

委員氏名 役 職 等 部会所属 

 秋吉 麻里 連合愛知名古屋地域協議会 女性代表   

 安藤 究 名古屋市立大学 教授 答申案作成部会 

 石川 泰三 愛知県中小企業団体中央会 専務理事  

 伊藤 麻美 ＮＰＯ法人ビタショコ 理事長  

 犬飼 千絵子 弁護士（愛知県弁護士会） 答申案作成部会 

 小倉 祥子 椙山女学園大学 教授 答申案作成部会 

桑田 啓子 公募委員  

榊原 輝重 
ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン 

（税理士） 
答申案作成部会 

 末盛 慶 
日本福祉大学 准教授 答申案作成部会 

 鈴木 啓介 公募委員 答申案作成部会 

 玉田 弘 愛知教育大学 特任教員   

 田村 哲樹 名古屋大学 教授  

 橋本 りゑ子 
名古屋市地域女性団体連絡協議会 書記 

※2019年 4月 1日～2020年 6月 30日 
答申案作成部会 

 宮坂 靖子 
金城学院大学 教授 

答申案作成部会 

（部会長） 

 柳本 祐加子 
中京大学 法務総合教育研究機構 

専任教授 
  

 横地 道代 
名古屋市地域女性団体連絡協議会 書記 

※2020年 7月 1日～2021年 3月 31日 
答申案作成部会 

１５名（女性８名、男性７名）      副会長 

会 長 
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第９期名古屋市男女平等参画審議会 審議経過 

 

 

年 月 日 会 議 名 主な内容 

2020年 2月 18日 

（令和 2年） 

全 体 会 

（第 3回） 

・次期基本計画の策定について 

・部会設置の承認及び部会長の選出等 

・諮問文を交付 

6月 15日 
答申案作成部会 

（第 1回） 

・次期基本計画の目標・方針・取り組むべき施策に 
ついて 

7月 20日 
全 体 会 

（第 4回） 

・次期基本計画の目標・方針・取り組むべき施策に 

ついて（答申案作成部会での審議内容など） 

9月 28日 
答申案作成部会 

（第 2回） 

・成果指標について 

・次期基本計画答申文案について 

10月 30日 
全 体 会 

（第 5回） 

・次期基本計画答申案について 

 （答申案作成部会での審議内容等について説明

後、意見交換、決定） 

11月 9日 ― ・答申 

 ※上記のほか、新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、書面による意見交換を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－68－

資料編

第９期　名古屋市男女平等参画審議会　審議経過



男女平等参画推進なごや条例 
平成 14 年 3 月 29 日  

条例第 43 号  

 

目次  

前文  

第 1 章  総則 (第 1 条―第 5 条 ) 

第 2 章  性別による権利侵害の禁止 (第
6 条・第 7 条 ) 

第 3 章  基本的施策等 (第 8 条―第 19

条 ) 

第 4 章  苦情の処理 (第 20 条 ) 

第 5 章  拠点施設 (第 21 条 ) 

第 6 章  名古屋市男女平等参画審議会
(第 22 条 ) 

第 7 章  雑則 (第 23 条 ) 

附則  

 

わたくしたちのまち、名古屋市は、
まちづくりの基本理念に人間性の尊重
を掲げ、人間性豊かなまちを目指し
て、積極的に男女共同参画社会の実現
に取り組んできた。  

これは、個人の尊厳と法の下の平等を
高らかにうたう日本国憲法の理念を推
進する基本的な取組であるとともに、
国が男女共同参画社会の実現を 21 世紀
の最重要課題と位置付け、男女共同参
画社会基本法を制定するに至った流れ
や、国際婦人年以降連帯して性差別の
解消と女性の地位向上に取り組んでき
た国内外の動向と協調した行動でもあ
った。  

しかしながら、今なお性別による固
定的な役割分担等を反映した社会制度
や慣行があり、女性と男性の社会への
参画の状況においても偏りが見られる
など、女性と男性が平等に参画するに
は、なお一層の努力が求められてい
る。  

これらを踏まえ、女性も男性も互い
に人権を尊重しつつ、性別にかかわり
なく個性と能力を十分に発揮し、職
場、学校、地域、家庭その他の社会の
あらゆる分野において、対等に参画
し、共に責任を担い利益を受けること
ができる男女共同参画社会を実現させ
ることが今後も重要である。  

わたくしたちは、男女共同参画社会
の実現のために、女性と男性の平等と
あらゆる分野への参画を推進すること
によって、安心して暮らせる活気のあ
るまち、なごやをつくることを決意
し、この条例を制定する。  

 

第 1 章  総則  

 

(目的 ) 

第 1 条  この条例は、男女平等及び参
画 (以下「平等参画」という。 )の推

進に関し、基本理念を定め、市、市
民及び事業者の責務を明らかにする
とともに、市の施策の基本となる事
項を定めることにより、平等参画を
総合的かつ計画的に推進し、もって
性別にかかわりなく、市民一人一人
の個性が輝き、安心して希望を持っ
て暮らせる社会をつくることを目的
とする。  

 

(基本理念 ) 

第 2 条  平等参画は、男女共同参画社
会基本法 (平成 11 年法律第 78 号 )の
趣旨を踏まえた次の各号に掲げる基
本理念 (以下「基本理念」という。 )

にのっとり、推進されなければなら
ない。  

(1) 女性及び男性は、直接的であるか
間接的であるかを問わず性別による
差別的取扱いを受けないこと、自立
した個人として能力を発揮する機会
が均等に確保されることその他の人
権が尊重されること。  

(2) 女性及び男性は、社会の対等な構
成員として、職場、学校、地域、家
庭その他の社会のあらゆる分野にお
ける方針の立案及び決定に平等に参
画する機会を確保されること。  

(3) 女性及び男性は、性別による固定
的な役割分担等を反映した社会制度
又は慣行によってその活動が制限さ
れることなく、職場、学校、地域、
家庭その他の社会のあらゆる分野に
おいて自らの意思と責任において、
多様な活動が選択できるよう配慮さ
れること。  

(4) 女性及び男性は、相互の協力と社
会の支援の下、育児、介護その他の
家庭生活における活動とそれ以外の
活動に対等に参画し、両立できるよ
うに配慮されること。  

(5) 女性及び男性は、互いの性を理解
し、尊重するとともに、妊娠、出産
その他の性と生殖に関する事項にお
いて、健康と自らの決定 (以下「性
と生殖に関する健康と権利」とい
う。 )が尊重されること。  

(6) 平等参画は、国際的な理解及び協
調の下に推進されること。  

 

(市の責務 ) 

第 3 条  市は、平等参画の推進を主要
な政策として位置付け、基本理念に
のっとり、平等参画の推進に関する
施策 (以下「推進施策」という。 )を
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総合的かつ計画的に策定し、実施し
なければならない。  

2 市は、推進施策を実施するため、
必要な体制を整備するとともに、財
政上の措置その他の必要な措置を講
ずるものとする。  

3 市は、市民及び事業者と協力し、
連携して推進施策を実施しなければ
ならない。  

4 市は、率先して平等参画の実現に
努めなければならない。  

 

(市民の責務 ) 

第 4 条  市民は、平等参画に関する理
解を深め、基本理念にのっとり、職
場、学校、地域、家庭その他の社会
のあらゆる分野において、積極的に
平等参画を推進するとともに、市が
実施する推進施策に協力するよう努
めなければならない。  

 

(事業者の責務 ) 

第 5 条  事業者は、平等参画に関する
理解を深め、基本理念にのっとり、
事業活動に関し、積極的に平等参画
を推進するとともに、市が実施する
推進施策に協力するよう努めなけれ
ばならない。  

 

第 2 章  性別による権利侵害の禁止  

 

(性別による権利侵害の禁止 ) 

第 6 条  何人も、職場、学校、地域、
家庭その他の社会のあらゆる分野に
おいて、性別による差別的取扱いを
行ってはならない。  

2 何人も、職場、学校、地域、家庭
その他の社会のあらゆる分野におい
て、セクシュアル・ハラスメント (相
手の望まない性的な言動又は性別に
よる固定的な役割分担意識に基づく
言動により、相手に不快感若しくは
不利益を与え、又は生活環境を害す
ることをいう。 )を行ってはならな
い。  

3 何人も、ドメスティック・バイオ
レンス (配偶者等に対する身体又は精
神に著しく苦痛を与える暴力その他
の行為をいう。 )を行ってはならな
い。  

 

第 7 条  何人も、広く市民を対象とし
た広報、報道、広告等において、性
別による固定的な役割分担又は異性
に対する暴力を連想させ、又は助長
する表現その他不必要な性的表現を
行わないよう努めなければならな
い。  

 

第 3 章  基本的施策等  

 

(基本計画 ) 

第 8 条  市長は、推進施策を総合的か
つ計画的に実施するため、平等参画
の推進に関する基本的な計画 (以下
「基本計画」という。 )を定めなけれ
ばならない。  

2 市長は、基本計画を定めるに当た
っては、あらかじめ名古屋市男女平
等参画審議会の意見を聴かなければ
ならない。  

3 市長は、基本計画を定めるに当た
っては、市民及び事業者の意見を反
映することができるように適切な措
置を講ずるものとする。  

4 市長は、基本計画を定めたとき
は、速やかに、これを公表しなけれ
ばならない。  

5 前 3 項の規定は、基本計画の変更
について準用する。  

 

(年次報告 ) 

第 9 条  市は、毎年度、平等参画の推
進状況、推進施策の実施状況等を明
らかにした報告書を作成し、公表す
るものとする。  

2 市は、公表後、市民及び事業者の
意見を反映させた評価を行い、その
結果を推進施策に反映させるよう努
めなければならない。  

 

(性別による権利侵害の防止及び支援 ) 

第 10 条  市は、性別による権利侵害の
防止に努めるとともに、これらの被
害を受けた者に対し、必要な支援を
行うよう努めなければならない。  

 

(性と生殖に関する健康と権利の支援 ) 

第 11 条  市は、性と生殖に関する健康
と権利が十分に尊重されるように、
情報の提供その他の必要な支援を行
うよう努めなければならない。  

 

(参画機会の拡大及び是正措置 ) 

第 12 条  市は、職場、学校、地域、家
庭その他の社会のあらゆる分野にお
ける活動において、女性と男性の間
に参画する機会の格差が生じている
場合、市民及び事業者と協力し、積
極的に格差を是正するための措置を
講ずるよう努めなければならない。  

2 市は、審議会等の委員を委嘱し、
任命する場合には、女性及び男性の
委員の数の均衡を図るよう努めなけ
ればならない。  

3 市は、平等参画を推進するため、
女性職員の管理職等への登用及び能
力開発に努めなければならない。  
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(雇用等の分野における平等参画の推
進 ) 

第 13 条  市は、事業者に対し、雇用の
分野において平等参画が推進される
ように、情報の提供その他の必要な
支援を行うよう努めなければならな
い。  

2 市は、必要があると認めるとき
は、事業者に対し、平等参画に関す
る広報及び調査について、協力を求
めることができる。  

3 市は、必要があると認めるとき
は、市と取引関係がある事業者及び
補助金の交付を受ける者に対し、平
等参画の推進に関し報告を求め、適
切な措置を講ずるよう協力を求める
ことができる。  

 

(家庭生活における活動とそれ以外の活
動との両立支援 ) 

第 14 条  市は、女性及び男性が共に、
育児、介護その他の家庭生活におけ
る活動と職業生活、地域生活等にお
ける活動を両立することができるよ
うに、必要な支援を行うよう努めな
ければならない。  

 

(市民等に対する支援 ) 

第 15 条  市は、平等参画を推進する活
動を行う市民及び事業者 (当該活動を
主として行うものに限る。 )に対し、
それらの主体性に留意して情報の提
供その他の必要な支援を行うよう努
めるものとする。  

 

(学習及び教育に対する支援等 ) 

第 16 条  市は、平等参画について理解
が深まるように、市民の幼児期から
の学習を支援するとともに、学校教
育、家庭教育その他の教育におい
て、必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。  

 

(国及び他の地方公共団体との協力 ) 

第 17 条  市は、国及び他の地方公共団
体と協力し、連携して推進施策を実
施するものとする。  

 

(国際的協調 ) 

第 18 条  市は、国際的な理解及び協調
の下に平等参画を推進するため、市
民と外国人との交流の促進、国際機
関等との情報交換等必要な措置を講
ずるものとする。  

 

(調査研究及び情報の提供 ) 

第 19 条  市は、平等参画の推進に関
し、必要な調査研究を定期的に行う
とともに、情報及び資料を収集し、
市民へ提供しなければならない。  

 

第 4 章  苦情の処理  

 

(苦情の処理 ) 

第 20 条  市長の附属機関として、名古
屋市男女平等参画苦情処理委員 (以下
「苦情処理委員」という。 )を置く。  

2 市民及び事業者は、市が実施する
推進施策若しくは平等参画の推進に
影響を及ぼすと認められる施策又は
平等参画の推進を阻害する要因によ
る人権侵害に対する苦情がある場
合、市長に申し出ることができる。  

3 市長は、前項の申出があった場
合、規則の定めるところにより、苦
情処理委員に事案の調査及び処理を
命ずるものとする。  

4 苦情処理委員は、市長に調査結果
を報告し、必要があると認めるとき
は、助言、是正の要望等必要な措置
を講ずるよう市長に意見を述べるこ
とができる。  

5 市長は、前項の意見を尊重して、
必要な措置を講ずるよう努めるとと
もに、調査結果及び意見並びに講じ
た措置の内容を申出人に通知しなけ
ればならない。  

6 前各項に定めるもののほか、苦情
の処理に関し必要な事項は、規則で
定める。  

 

第 5 章  拠点施設  

 

(拠点施設 ) 

第 21 条  市は、推進施策を実施すると
ともに、市民及び事業者による平等
参画の推進に関する取組を支援する
ため、別に条例で定めるところによ
り、総合的な拠点施設を設置するも
のとする。  

 

第 6 章  名古屋市男女平等参画審議会  

 

(名古屋市男女平等参画審議会 ) 

第 22 条  市長の附属機関として、名古
屋市男女平等参画審議会 (以下「審議
会」という。 )を置く。  

2 審議会は、市長の諮問に応じ、基
本計画及び平等参画の推進に関する
重要事項について調査審議し、その
結果を市長に答申する。  

3 審議会は、平等参画の推進に関し
必要と認める事項について調査審議
し、市長に対し、意見を述べること
ができる。  

4 審議会は、市長が委嘱する委員 20

人以内をもって組織し、委員の一部
は公募する。  
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5 女性又は男性のいずれか一方の委
員の数は、委員の総数の 10 分の 4 未
満であってはならない。  

6 委員の任期は、 2 年とする。ただ
し、補欠の委員の任期は、前任者の
残任期間とする。  

7 委員は、再任されることができ
る。  

8 前各項に定めるもののほか、審議
会の組織及び運営に関し必要な事項
は、規則で定める。  

 

第 7 章  雑則  

 

(委任 ) 

第 23 条  この条例に定めるもののほ
か、この条例の施行に関し必要な事
項は、規則で定める。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

1 この条例は、平成 14 年 4 月 1 日か
ら施行する。ただし、第 20 条から第
22 条までの規定は、規則で定める日
から施行する。  

(平成 14 年規則第 118 号で第 22 条の
規定は平成 14 年 8 月 1 日から施行 ) 

(平成 14 年規則第 152 号で第 20 条の
規定は平成 14 年 11 月 1 日から施行 ) 

(平成 15 年規則第 77 号で第 21 条の
規定は平成 15 年 6 月 18 日から施行 ) 

 

(経過措置 ) 

2 この条例の施行の際現に定められ
ている平等参画の推進に関する市の
基本計画であって、推進施策を総合
的かつ計画的に実施するためのもの
は、第 8 条第 1 項の規定により定め
られた基本計画とみなす。  
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男女平等参画推進なごや条例施行規則 
平成 14 年 11 月 1 日  

規則第 151 号  

 

名古屋市男女平等参画審議会規則（平
成 14 年名古屋市規則第 117 号）の全部
を改正する。  

 

目次  

第１章  総則（第１条）  

第２章  男女平等参画苦情処理委員
（第２条―第 13 条）  

第３章  男女平等参画審議会（第 14 条
―第 20 条）  

附則  

第１章 総則 
 

（趣旨）  

第１条  この規則は、男女平等参画推
進なごや条例（平成 14 年名古屋市条
例第 43 号。以下「条例」という。）
の施行に関し必要な事項を定めるも
のとする。  

 

第２章 男女平等参画苦情処理委員 
 

（苦情処理委員）  

第２条  条例第 20 条第１項に規定する
名古屋市男女平等参画苦情処理委員
（以下「苦情処理委員」という。）
は、３人以内とし、人格が高潔で、
男女平等及び参画の推進並びに行政
に関し優れた識見を有する者のうち
から、市長が委嘱する。  

２  苦情処理委員のうち、１人以上は
法律に関し学識経験を有する者と
し、女性及び男性の苦情処理委員
は、それぞれ１人以上としなければ
ならない。  

３  苦情処理委員の任期は、２年とす
る。ただし、補欠の委員の任期は、
前任者の残任期間とする。  

４  苦情処理委員は、再任されること
ができる。ただし、連続して４回委
嘱されることはできない。  

５  市長は、苦情処理委員が心身の故
障のため職務の遂行に堪えないと認
めるとき、又は苦情処理委員に職務
上の義務違反その他苦情処理委員と
してふさわしくない非行があると認
めるときは、これを解嘱することが
できる。  

 

（服務）  

第３条  苦情処理委員は、職務上知る
ことのできた秘密を漏らしてはなら
ない。その職を退いた後も、同様と
する。  

２  苦情処理委員は、政党その他の政
治的団体の役員となることができな
い。  

３  苦情処理委員は、地方公共団体の
議会の議員又は長と兼ねることがで
きない。  

 

（市長への申出の方式）  

第４条  条例第 20 条第２項の規定によ
る申出をしようとする者は、次の各
号に掲げる事項を記載した申出書を
提出しなければならない。ただし、
市長が当該申出書の提出ができない
特別の理由があると認めるときは、
口頭ですることができる。  

(1) 申出をする者の氏名及び住所
（法人その他の団体にあって
は、名称及び代表者の氏名並び
に事務所の所在地）並びに電話
番号  

(2) 申出の趣旨及び理由  

(3) 他の機関への相談等の状況  

(4) 申出に係る人権の侵害があった
日（平等参画の推進を阻害する
要因による人権侵害に対する苦
情の申出（以下「人権侵害に対
する苦情の申出」という。）の
場合に限る。）  

(5) 申出の年月日  

２  前項ただし書の規定により口頭で
申出をしようとするときは、前項第
１号から第４号までに規定する事項
を陳述しなければならない。この場
合において、市長は、その内容を録
取するものとする。  

３  申出をした者は、当該申出に対す
る処理が終了するまでの間、いつで
も書面により申出の取下げをするこ
とができる。  

 

（調査及び処理）  

第５条  市長は、前条の申出があった
ときは、担当の苦情処理委員を指定
して、事案の調査及び処理を命ずる
ものとする。  

２  市長は、前項の規定にかかわら
ず、必要と認めたときは、委員全員
をもって構成する合議体に調査及び
処理を命ずることができる。  

３  市長は、前２項の規定にかかわら
ず、次の各号のいずれかに該当する
事項に係る申出については、苦情処
理委員に事案の調査及び処理を命じ
ないものとする。  

(1) 判決、裁決等により確定した事
項  
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(2) 裁判所において係争中の事案及
び行政庁において不服申立ての
審理中の事案に関する事項  

(3) 雇用の分野における男女の均等
な機会及び待遇の確保等に関す
る法律（昭和 47 年法律第 113

号）第 13 条の紛争の解決の援
助の対象となる事項  

(4) 議会に請願又は陳情を行ってい
る事案に関する事項  

(5) 条例又はこの規則の規定に基づ
く苦情処理委員の行為に関する
事項  

(6) 申出をした者から当該申出の取
下げがあった事項  

(7) 前各号に掲げるもののほか、苦
情処理委員に調査及び処理を命
ずることが適当でないと認める
事項  

４  市長は、調査及び処理を命じた事
案が、前項第２号、第４号又は第６
号に該当するに至ったときは、苦情
処理委員に調査及び処理の中止を命
ずるものとする。  

５  市長は、人権侵害に対する苦情の
申出が当該申出に係る人権の侵害が
あった日から１年を経過した日以後
にされたときは、苦情処理委員に当
該申出について調査及び処理を命じ
ないものとする。ただし、正当な理
由があるときは、この限りでない。  

６  市長は、苦情処理委員に調査及び
処理を命じたときは、その旨を当該
申出をした者に対し、書面により通
知するものとする。  

７  市長は、当該申出に対する処理を
行う間、必要があると認めるとき
は、当該申出をした者に対し、処理
の経過を通知するものとする。  

８  市長は、調査及び処理をしないと
き並びに調査及び処理の中止を命じ
たときは、その旨及びその理由を当
該申出をした者に対し、書面により
通知するものとする。  

 

（調査開始の通知等）  

第６条  苦情処理委員は、調査を開始
するときは、その旨を申出に係る市
の機関又は関係者に対し、書面によ
り通知するものとする。ただし、人
権侵害に対する苦情の申出の場合に
おいて、相当な理由があると認める
ときは、この限りでない。  

２  苦情処理委員は、当該市の機関に
対し、説明を求め、その保有する関
係書類その他の記録を閲覧し、若し
くはその写しの提出を求め、又は関
係者に対し、資料の提出及び説明を
求めることができる。  

３  苦情処理委員は、市長から調査及
び処理の中止を命じられたときは、
その旨及びその理由を調査の開始を
通知した市の機関又は関係者に対
し、書面により通知するものとす
る。  

 

（助言、是正の要望等）  

第７条  市長は、条例第 20 条第４項の
意見を受けた場合において、必要が
あると認めるときは、書面により、
次の各号に掲げる者の区分に従い、
当該各号に定める措置を講ずるもの
とする。  

(1) 当該申出に係る市の機関  是正
の指示  

(2) 当該申出に係る関係者  助言又
は是正の要望  

 

（調査結果等の通知）  

第８条  市長は、助言、是正の指示又
は是正の要望を行わないときは、そ
の旨を、速やかに、第６条第１項の
規定により調査開始の通知をした市
の機関又は関係者に対し、書面によ
り通知するものとする。  

 

（是正の指示に対する措置の報告）  

第９条  第７条に規定する是正の指示
を受けた市の機関は、当該是正の指
示に基づいて措置を講じたときは、
その旨を書面により原則として 50 日
以内に市長に報告しなければならな
い。  

２  市長は、前項の規定による報告を
受けた後も、必要があると認めると
きは、当該措置に係るその後の経過
について、当該市の機関に対し報告
を求めることができる。  

 

（事案の処理の状況の報告等）  

第 10 条  苦情処理委員は、毎年度１
回、事案の処理の状況及びこれに関
する所見等についての報告書を作成
し、市長に提出しなければならな
い。  

２  市長は前項の報告書及び次に掲げ
る事項を公表するものとする。ただ
し、公表に当たって個人情報を取り
扱うときは、当該個人情報の適正な
取扱いのために必要な配慮をしなけ
ればならない。  

(1) 市長が申出に係る市の機関に対
して行った是正の指示  

(2) 前号の是正の指示に対して、市
の機関が講じた措置  

 

（身分証明書）  

第 11 条  苦情処理委員は、職務を行う
場合には、その身分を示す証明書
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（別記様式）を携帯し、関係者の請
求があったときは、これを提示しな
ければならない。  

 

（庶務）  

第 12 条  苦情処理委員の庶務は、スポ
ーツ市民局において処理する。  

 

（委任）  

第 13 条  この規則に定めるもののほ
か、苦情処理委員に関して必要な事
項は、市長が定める。  

第３章 男女平等参画審議会 
 

（男女平等参画審議会委員）  

第 14 条  条例第 22 条第１項に規定す
る名古屋市男女平等参画審議会（以
下「審議会」という。）の委員は、
市民、学識経験のある者その他市長
が必要と認める者のうちから、市長
が委嘱する。  

２  市民のうちから委嘱する委員は、
条例第 22 条第４項の規定により市長
が公募により委嘱する委員とする。  

３  前項に定めるもののほか、委員の
公募に関して必要な事項は、市長が
別に定める。  

 

（会長及び副会長）  

第 15 条  審議会に会長及び副会長各１
人を置く。  

２  会長及び副会長は、委員の互選に
よって定める。  

３  会長は、審議会を代表し、会務を
総理する。  

４  副会長は、会長を補佐し、会長に
事故があるとき又は会長が欠けたと
きは、その職務を代理する。  

 

（会議）  

第 16 条  審議会の会議は、会長が招集
し、会長が議長となる。  

２  審議会は、委員の半数以上の者の
出席がなければ会議を開くことがで
きない。  

３  審議会の議事は、出席した委員の
過半数で決し、可否同数のときは、
議長の決するところによる。  

 

（部会）  

第 17 条  審議会には、必要に応じ、部
会を置くことができる。  

２  部会は、審議会の議決により付議
された事項について調査審議し、そ
の経過及び結果を審議会に報告す
る。  

３  部会に属すべき委員は、会長が指
名する。  

４  部会に部会長を置き、会長が指名
する。  

５  部会長は、会務を総理し、部会の
会議の議長となる。  

６  部会長に事故があるときは、あら
かじめ部会長の指名する委員がその
職務を代理する。  

７  前条の規定は、部会の会議の招
集、定足数及び表決について準用す
る。  

 

（関係者の出席）  

第 18 条  審議会及び部会は、必要があ
ると認めるときは、関係者の出席を
求めてその意見若しくは説明を聴
き、又は必要な資料の提出を求める
ことができる。  

 

（庶務）  

第 19 条  審議会の庶務は、スポーツ市
民局において処理する。  

 

（委任）  

第 20 条  この規則に定めるもののほ
か、審議会の運営に関し必要な事項
は、会長が定める。  

 

附  則  

１  この規則は、公布の日から施行す
る。  

２  最初に委嘱される苦情処理委員の
任期は、第２条第３項の規定にかか
わらず、平成 16 年３月 31 日までと
する。  

 

附  則（令和２年規則第 49 号）抄  

１  この規則は、令和２年４月１日か
ら施行する。  
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名古屋市男女平等参画推進センター条例 

平成 15 年 3 月 31 日  

条例第 38 号  

 

（設置）  

第１条  男女平等参画推進なごや条例（平
成 14 年名古屋市条例第 43 号）第 21 条
の規定に基づき、次のように男女平等参
画推進センターを設置する。  

名称  名古屋市男女平等参画推進センタ
ー  

位置  名古屋市中区大井町７番 25 号  

 

（目的及び事業）  

第２条  名古屋市男女平等参画推進センタ
ー（以下「センター」という。）は、男
女平等及び参画（以下「平等参画」とい
う。）の推進に関する施策を実施すると
ともに、市民及び事業者による平等参画
の推進に関する取組を支援することを目
的とする。  

２  センターは、前項の目的を達成するた
め、次の事業を行う。  

(1) 平等参画の推進のための調査及び
研究  

(2) 平等参画の推進に関する情報の収
集、提供及び発信  

(3) 平等参画の推進のための講座及び
研修の実施  

(4) 平等参画の推進に取り組む団体及
び個人の相互交流の促進  

(5) 女性の自立支援のための相談及び
助言の実施  

(6) その他平等参画の推進のため市長
が必要と認める事業  

 

（損害賠償等）  

第３条  建物、設備その他器具を損傷し、
又は滅失させた者は、市長の指示に従
い、これらを原状に回復し、又はその損
害を賠償しなければならない。  

 

（指定管理者）  

第４条  センターの管理は、地方自治法
（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２
第３項に規定する指定管理者に行わせ
る。  

 

（指定管理者の指定の手続）  

第５条  市長は、センターの指定管理者の
指定をしようとするときは、規則で定め
るところにより、選定に参加する者に必
要な資格、管理の基準その他の選定につ
いて必要な事項を明示し、公募するもの
とする。  

２  センターの指定管理者の指定を受けよ
うとする者は、規則で定めるところによ

り、事業計画書その他必要な書類を市長
に提出しなければならない。  

３  市長は、次に定める基準に従い、指定
管理者を選定するものとする。  

(1) 市民の平等利用が確保されるこ
と。  

(2) 事業計画書の内容が、第２条第１
項に規定するセンターの設置目的
を最も効果的に達成するとともに
管理経費の縮減が図られるもので
あること。  

(3) 指定管理者の指定を受けようとす
る者が、事業計画書に沿った管理
を安定して行う物的及び人的能力
を有していること。  

(4) 次の表の左欄に掲げる施設の指定
管理者の指定を受けようとする者
にあっては、同表右欄に掲げる施
設を一体的に管理することができ
ること。  

 

センター  

名古屋市女性会館条例（昭
和 53 年名古屋市条例第 22

号）第 1 条の規定に基づき
設置する名古屋市女性会館  

 

４  市長は、指定管理者を指定したとき及
びその指定を取り消したときは、その旨
を告示するものとする。  

 

（指定管理者が行う管理の基準）  

第６条  指定管理者は、センターの開館時
間及び休館日の定めに従い、当該施設を
適正に市民の利用に供しなければならな
い。  

２  前項のセンターの開館時間及び休館日
は、規則で定める。  

３  前２項の規定にかかわらず、指定管理
者は、市長との協議により、休館日に開
館することができる。  

４  指定管理者の管理の業務を行うに当た
っては、名古屋市個人情報保護条例（平
成 17 年名古屋市条例第 26 号）の定める
ところにより、個人情報を適正に取り扱
わなければならない。  

 

（指定管理者が行う業務の範囲）  

第７条  指定管理者が行う業務の範囲は、
次に掲げるとおりとする。  

(1) 第２条第２項第２号及び第４号に
規定する事業並びに同項第３号に
規定する事業のうち市長が定める
ものの実施に関すること。  
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(2) センターの維持管理及び修繕（原

形を変ずる修繕及び模様替を除
く。）に関すること。  

(3) その他市長が定める業務  

 

（委任）  

第８条  この条例の施行に関し必要な事項
は、規則で定める。  

 

附  則  

この条例の施行期日は、規則で定める。  

（平成 15 年規則第 78 号で平成 15 年６
月 18 日から施行。ただし、第３条から
第８条まで、第 11 条及び第 12 条の規定
は平成 15 年５月６日から施行）  

 

附  則（平成 17 年条例第 25 号）  

１  この条例は、平成 18 年 4 月 1 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  この条例による改正後の名古屋市男女
平等参画推進センター条例第 11 条の２
の規定による指定管理者の指定の手続そ
の他の行為は、この条例の施行前におい
ても行うことができる。  

 

附  則（平成 21 年条例第 25 号）  

１  この条例は、平成 22 年 4 月 1 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  この条例による改正後の名古屋市男女
平等参画推進センター条例の規定に基づ
く利用料金の承認その他指定管理者が利
用料金を定めるために必要な手続は、こ
の条例の施行前においても行うことがで
きる。  

３  この条例の施行の際現に使用の許可を
受けている者及び使用の許可を申請し、
受理されている者の使用料の額について
は、なお従前の例による。  

 

附  則（平成 21 年条例第 66 号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、平成 22 年 4 月 1 日から
施行する。  

 

附  則（平成 25 年条例第 40 号）  

１  この条例は、平成 26 年 4 月 1 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  この条例による改正後の名古屋市男女
平等参画推進センター条例第５条の規定
による指定管理者の指定の手続その他の
行為は、この条例の施行前においても行
うことができる。  
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名古屋市男女平等参画推進センター条例施行細則 

平成 15年 5月 6日 

規則第 79号 

 

（趣旨）  

第 1 条  この規則は、名古屋市男女平等参
画推進センター条例（平成 15 年名古屋
市条例第 38 号。以下「条例」とい
う。）の施行に関し必要な事項を定める
ものとする。  

 

（開館時間）  

第２条  名古屋市男女平等参画推進センタ
ー（以下「センター」という。）の開館
時間は、午前９時から午後９時までとす
る。ただし、日曜日及び国民の祝日に関
する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に
規定する休日にあっては、午前９時から
午後５時までとする。  

２  市長は、特に必要があると認めたとき
は、前項の規定にかかわらず、臨時に、
開館時間を変更することができる。  

  

（休館日）  

第３条  センターの休館日は、次のとおり
とする。  

(1) 毎月第３木曜日  

(2) １月１日から同月３日まで及び 12

月 29 日から同月 31 日まで  

２  市長は、特に必要と認めたときは、前
項の規定にかかわらず、臨時に、休館日
に開館し、又は休館日以外の日に休館す
ることができる。  

 

（行為の禁止等）  

第４条  センターにおいては、次に掲げる
行為をしてはならない。  

(1) みだりに火気を使用し、又は危険
を引き起こすおそれのある行為を
すること。  

(2) 他人に迷惑を及ぼす行為をするこ
と。  

(3) 承認を受けないで広告類を掲出
し、又は頒布すること。  

(4) 建物その他の工作物を汚損し、又
はき損するおそれのある行為をす
ること。  

(5) その他センターの管理上支障があ
ると認められる行為をすること。  

  

（退館）  

第５条  市長は、この規則に違反し、又は
係員若しくは指定管理者若しくはその管
理するセンターの管理の業務に従事して
いる者の指示に従わない者に対し退館を
命ずることができる。  

 

（指定管理者の公募）  

第６条  条例第５条第１項に規定する選定
について必要な事項は、次に掲げるとお
りとする。  

(1) 施設の概要  

(2) 指定管理者に行わせる管理の業務
（以下「管理業務」という。）の
範囲  

(3) 指定管理者の指定の予定期間  

(4) 選定に参加する者に必要な資格  

(5) 管理の基準  

(6) 管理業務に従事する者に必要な知
識及び技能並びに人数の基準  

(7) 管理業務に従事する者の配置の基
準  

(8) 管理業務に関し、指定管理者が費
用及び危険を負担する範囲  

(9) その他市長が必要と認める事項  

２  条例第５条第１項の規定による公募
は、告示、インターネットの利用その他
の適切な方法により行うものとする。  

 

（指定管理者の指定の申請）  

第７条  条例第５条第２項の規定によるセ
ンターの指定管理者の指定の申請は、名
古屋市男女平等参画推進センター指定管
理者指定申請書（別記様式）によって行
わなければならない。  

２  条例第５条第２項に規定する事業計画
書には、次に掲げる事項を記載しなけれ
ばならない。  

(1) 管理業務を行うに当たっての基本
的な考え方とその方法  

(2) 管理業務に従事させる者の職種、
人数及び職務の内容  

(3) 管理業務を通じて取得した個人情
報の適正な取扱いのために講じる
措置の内容  

(4) 管理業務により得られる収入の見
込額  

(5) 管理業務に要する費用の見込額  

(6) その他市長が必要と認める事項  

３  センターの指定管理者の指定の申請を
しようとする者は、次に掲げる書類を提
出しなければならない。  

(1) 定款又は寄附行為及び登記事項証
明書（法人以外の団体にあって
は、これらに相当する書類）  

(2) 指定管理者の指定を受けようとす
る者の従業員の数、資本の額その
他の経営の規模及び状況がわかる
もの  

(3) その他市長が必要と認める書類  

 

（指定管理者の選定）  
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第８条  市長は、指定管理者の選定をしよ
うとするときは、あらかじめ、名古屋市
指定管理者選定委員会条例（平成 28 年
名古屋市条例第 16 号）第１条に基づく
名古屋市スポーツ市民局指定管理者選定
委員会の意見を聴くものとする。  

 

（指定等の告示）  

第９条  条例第５条第４項の規定による指
定の告示は、次に掲げる事項について行
うものとする。  

(1) 指定管理者の名称及び所在地  

(2) 指定管理者の指定の期間  

２  条例第５条第４項の規定による指定の
取消しの告示は、次に掲げる事項につい
て行うものとする。  

(1) 指定管理者の名称及び所在地  

(2) 指定管理者の指定を取り消した日  

 

（協定の締結）  

第 10 条  市長は、指定管理者の指定をす
るに当たっては、当該指定管理者の指定
をしようとする者と、センターの管理に
関する協定を締結するものとする。  

２  前項の協定には、次に掲げる事項を定
めるものとする。  

(1) 管理業務の具体的内容  

(2) センターの管理費用として、本市
が支払う金額  

(3) 管理業務に従事させる者の職種、
人数及び職務の内容  

(4) 管理業務を通じて取得した個人情
報の適正な取扱いのために講じる
措置の内容  

(5) 管理業務に関し、指定管理者が費
用及び危険を負担する範囲  

(6) 緊急時等における対応方法  

(7) その他市長が必要と認める事項  

 

（事業報告書の提出）  

第 11 条  指定管理者は、毎年度５月 31 日
までに、地方自治法（昭和 22 年法律第
67 号）第 244 条の２第７項に規定する事
業報告書を、市長に提出しなければなら
ない。  

２  前項の事業報告書には、次に掲げる事
項を記載しなければならない。  

(1) 管理業務の実施状況  

(2) センターの使用状況  

(3) センターの管理経費等の収支状況  

(4) 前３号に定めるもののほか、指定
管理者による管理の状況を把握す
るため市長が必要と認める事項  

 

（委任）  

第 12 条  この規則に定めるもののほか、
この規則の施行に関し必要な事項は、市
長が定める。  

 

附  則  

１  この規則は、平成 15 年６月 18 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  許可の申請その他センターの施設を使
用するために必要な手続は、この規則の
施行前においても行うことができる。  

 

附  則（平成 15 年規則第 82 号）  

１  この規則は、平成 15 年６月 18 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  センターを管理委託等するために必要
な手続は、この規則の施行前においても
行うことができる。  

 

附  則 (平成 17 年規則第 109 号 ) 

この規則は、公布の日から施行する。
ただし、第 4 条第 1 項、第 5 条、第 8

条、第 9 条第 3 項、第 9 条の 2 及び第 12

条の改正規定は、平成 18 年 4 月 1 日から
施行する。  

 

附  則 (平成 18 年規則第 90 号 ) 

この規則は、平成 18 年 4 月 1 日から施
行する。  

 

附  則 (平成 21 年規則第 19 号 ) 

１  この規則は、平成 22 年 4 月 1 日から
施行する。ただし、次項の規定は、公布
の日から施行する。  

２  この規則による改正後の名古屋市男女
平等参画推進センター条例施行細則 (以
下「新規則」という。 )の規定に基づく
指定管理者の指定の申請に必要な手続
は、この規則の施行前においても行うこ
とができる。  

３  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の名古屋市男女平等参画推進セ
ンター条例施行細則の規定に基づいて提
出されている使用料減免申請書は、新規
則の規定に基づいて提出されたものとみ
なす。  

 

附  則 (平成 21 年規則第 74 号 ) 

１  この規則は、公布の日から施行する。
ただし、第 3 号様式の改正規定は、平成
22 年 4 月 1 日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の名古屋市男女平等参画推進セ
ンター条例施行細則の規定に基づいて提
出されている使用料減免申請書は、この
規則による改正後の名古屋市男女平等参
画推進センター条例施行細則の規定に基
づいて提出されたものとみなす。  

 

附  則 (平成 22 年規則第 79 号 ) 

この規則は、平成 22 年 4 月 1 日から施
行する。  

 

附  則 (平成 24 年規則第 59 号 ) 
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１  この規則は、平成 24 年 4 月 1 日から
施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の各規則の規定に基づいて提出
されている申込書及び申請書は、この規
則による改正後の各規則の規定に基づい
て提出されたものとみなす。  

３  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の各規則の規定に基づいて作成
されている用紙は、この規則による改正
後の各規則の規定にかかわらず、当分の
間、修正して使用することができる。  

 

附  則 (平成 25 年規則第 68 号 ) 

１  この規則は、平成 26 年 4 月 1 日から
施行する。ただし、第 22 条及び第 4 号
様式の改正規定並びに次項の規定は、公
布の日から施行する。  

２  この規則による改正後の名古屋市男女
平等参画推進センター条例施行細則の規
定に基づく指定管理者の指定の申請に必
要な手続は、この規則の施行前において
も行うことができる。  

 

附  則 (平成 29 年規則第 20 号 ) 

この規則は、平成 29 年 4 月 1 日から施
行する。  

 

附  則 (令和元年規則第 11 号 ) 

この規則は、令和元年 7 月 1 日から施行
する。  

 

附  則 (令和 2 年規則第 49 号 )抄  

１  この規則は、令和 2 年 4 月 1 日から施
行する。  

 

附  則 (令和 2 年規則第 123 号 ) 

１  この規則は、令和 2 年 12 月 1 日から
施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の各規則の規定に基づいて提出
されている申請書等は、この規則による
改正後の各規則の規定に基づいて提出さ
れたものとみなす。  

３  この規則の施行の際現にこの規則によ
る改正前の各規則の規定に基づいて作成
されている用紙は、この規則による改正
後の各規則の規定にかかわらず、当分の
間、修正して使用することができる。  

 

別記様式  略  
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  名古屋市男女平等参画推進協議会規程 

昭和 52 年 12 月 10 日  

達第 39 号  

 

（設置）  

第１条  本市に名古屋市男女平等参画推
進協議会（以下「協議会」という。）
を置く。  

 

（所掌事務）  

第２条  協議会は、次の各号に掲げる事
項について調査審議する。  

(1) 男女共同参画社会の実現に向け
た、男女平等参画の推進に係る施策
の総合的な企画に関すること。  

(2) 男女共同参画社会の実現に向け
た、男女平等参画の推進に係る施策
の連絡調整に関すること。  

 

（構成）  

第３条  協議会に会長、副会長、委員及
び幹事を置く。  

２  会長はスポーツ市民局主管副市長と
し、副会長は他の副市長とする。  

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事
故があるときは、あらかじめその定め
る順序により、その職務を代理する。  

４  委員及び幹事は、次の各号に掲げる
者をもって充てる。  

(1) 別表に掲げる職にある者  

(2) 会長が指定する区の長及び企画経
理室長の職にある者  

(3) その他会長が指定する職にある者  

 

（会議）  

第４条  協議会の会議は、会長、副会長
及び委員をもって構成し、会長は、会
議の議長となる。  

２  協議会の会議は、必要のつど会長が
これを招集する。  

３  幹事は、会長の命を受けて、協議会
及び次条に規定する分科会の事務につ
いて、委員を補佐する。  

 

（分科会）  

第５条  協議会には、必要に応じ、分科
会を置くことができる。  

２  分科会は、協議会により付議された
事項について調査審議し、その経過及
び結果を協議会に報告する。  

３  分科会は、会長が指名する委員及び
幹事をもって構成する。  

４  分科会に分科会長を置き、会長が指
名する。  

５  分科会長に事故があるときは、あら
かじめ分科会長の指名する委員がその
職務を代理する。  

６  分科会の会議は、分科会長がこれを
招集し、分科会長は、会議の議長とな
る。  

 

（関係職員の出席）  

第６条  会長又は分科会長は、必要があ
ると認めるときは、協議会又は分科会
の会議に、関係職員の出席を求め、説
明又は意見を聞くことができる。  

 

（庶務）  

第７条  協議会の庶務は、スポーツ市民
局市民生活部男女平等参画推進室にお
いて処理する。  

 

（委任）  

第８条  この規程に定めるもののほか、
協議会の運営その他必要な事項は、会
長が定める。  

 

附  則  

この達は、発布の日から施行する。  

 

以下省略 
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男女共同参画社会基本法 

（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）  
最終改正：平成一一年一二月二二日法律第一六〇号    前文  第一章 総則（第一条―第十二条）  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関     
する基本的施策（第十三条―第二十
条）   第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第
二十八条）  附則    我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に
向けた様々な取組が、国際社会における取組と
も連動しつつ、着実に進められてきたが、なお
一層の努力が必要とされている。  一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成
熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対
応していく上で、男女が、互いにその人権を尊
重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな
く、その個性と能力を十分に発揮することがで
きる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と
なっている。  このような状況にかんがみ、男女共同参画社
会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する
最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野に
おいて、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策の推進を図っていくことが重要である。  ここに、男女共同参画社会の形成についての
基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来
に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共
同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計
画的に推進するため、この法律を制定する。     第一章 総則   
（目的）  
第一条  この法律は、男女の人権が尊重され、
かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か
で活力ある社会を実現することの緊要性にか
んがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基
本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び
国民の責務を明らかにするとともに、男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策の基本
となる事項を定めることにより、男女共同参
画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する
ことを目的とする。   
（定義）  
第二条  この法律において、次の各号に掲げる
用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。  
一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の
対等な構成員として、自らの意思によって社
会のあらゆる分野における活動に参画する機
会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ
とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を
形成することをいう。  

二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係
る男女間の格差を改善するため必要な範囲内
において、男女のいずれか一方に対し、当該
機会を積極的に提供することをいう。   
（男女の人権の尊重）  
第三条  男女共同参画社会の形成は、男女の個
人としての尊厳が重んぜられること、男女が
性別による差別的取扱いを受けないこと、男
女が個人として能力を発揮する機会が確保さ
れることその他の男女の人権が尊重されるこ
とを旨として、行われなければならない。   
（社会における制度又は慣行についての配慮）  
第四条  男女共同参画社会の形成に当たって
は、社会における制度又は慣行が、性別によ
る固定的な役割分担等を反映して、男女の社
会における活動の選択に対して中立でない影
響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の
形成を阻害する要因となるおそれがあること
にかんがみ、社会における制度又は慣行が男
女の社会における活動の選択に対して及ぼす
影響をできる限り中立なものとするように配
慮されなければならない。   
（政策等の立案及び決定への共同参画）  
第五条  男女共同参画社会の形成は、男女が、
社会の対等な構成員として、国若しくは地方
公共団体における政策又は民間の団体におけ
る方針の立案及び決定に共同して参画する機
会が確保されることを旨として、行われなけ
ればならない。   

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  
第六条  男女共同参画社会の形成は、家族を構
成する男女が、相互の協力と社会の支援の下
に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活
における活動について家族の一員としての役
割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活
動を行うことができるようにすることを旨と
して、行われなければならない。   
（国際的協調）  
第七条  男女共同参画社会の形成の促進が国際
社会における取組と密接な関係を有している
ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成
は、国際的協調の下に行われなければならな
い。   

（国の責務）  
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第八条  国は、第三条から前条までに定める男
女共同参画社会の形成についての基本理念
（以下「基本理念」という。）にのっとり、
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策
（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総
合的に策定し、及び実施する責務を有する。   

（地方公共団体の責務）  
第九条  地方公共団体は、基本理念にのっと
り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、
国の施策に準じた施策及びその他のその地方
公共団体の区域の特性に応じた施策を策定
し、及び実施する責務を有する。   
（国民の責務）  
第十条  国民は、職域、学校、地域、家庭その
他の社会のあらゆる分野において、基本理念
にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与
するように努めなければならない。   
（法制上の措置等）  
第十一条  政府は、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策を実施するため必要な法制
上又は財政上の措置その他の措置を講じなけ
ればならない。   
（年次報告等）  
第十二条  政府は、毎年、国会に、男女共同参
画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策につい
ての報告を提出しなければならない。  
２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同
参画社会の形成の状況を考慮して講じようと
する男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策を明らかにした文書を作成し、これを国
会に提出しなければならない。      第二章 男女共同参画社会の形成の

促進に関する基本的施策   
（男女共同参画基本計画）  
第十三条  政府は、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため、男女共同参画社会の形成の促進
に関する基本的な計画（以下「男女共同参画
基本計画」という。）を定めなければならな
い。  

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項
について定めるものとする。  
一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策を総合的
かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見
を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成
し、閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の
決定があったときは、遅滞なく、男女共同参
画基本計画を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の
変更について準用する。   

（都道府県男女共同参画計画等）  
第十四条  都道府県は、男女共同参画基本計画
を勘案して、当該都道府県の区域における男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策に
ついての基本的な計画（以下「都道府県男女
共同参画計画」という。）を定めなければな
らない。  
２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる
事項について定めるものとする。  
一  都道府県の区域において総合的かつ長期
的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の大綱  
二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区
域における男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策を総合的かつ計画的に推進す
るために必要な事項  

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道
府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町
村の区域における男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策についての基本的な計画
（以下「市町村男女共同参画計画」とい
う。）を定めるように努めなければならな
い。  

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同
参画計画又は市町村男女共同参画計画を定
め、又は変更したときは、遅滞なく、これを
公表しなければならない。   
（施策の策定等に当たっての配慮）  
第十五条  国及び地方公共団体は、男女共同参
画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施
策を策定し、及び実施するに当たっては、男
女共同参画社会の形成に配慮しなければなら
ない。   
（国民の理解を深めるための措置）  
第十六条  国及び地方公共団体は、広報活動等
を通じて、基本理念に関する国民の理解を深
めるよう適切な措置を講じなければならな
い。   
（苦情の処理等）  
第十七条  国は、政府が実施する男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策又は男女共同
参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる
施策についての苦情の処理のために必要な措
置及び性別による差別的取扱いその他の男女
共同参画社会の形成を阻害する要因によって
人権が侵害された場合における被害者の救済
を図るために必要な措置を講じなければなら
ない。   

（調査研究）  
第十八条  国は、社会における制度又は慣行が
男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す
る調査研究その他の男女共同参画社会の形成
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の促進に関する施策の策定に必要な調査研究
を推進するように努めるものとする。   

（国際的協調のための措置）  
第十九条  国は、男女共同参画社会の形成を国
際的協調の下に促進するため、外国政府又は
国際機関との情報の交換その他男女共同参画
社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑
な推進を図るために必要な措置を講ずるよう
に努めるものとする。   

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  
第二十条  国は、地方公共団体が実施する男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策及び
民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進
に関して行う活動を支援するため、情報の提
供その他の必要な措置を講ずるように努める
ものとする。      第三章 男女共同参画会議   

（設置）  
第二十一条  内閣府に、男女共同参画会議（以
下「会議」という。）を置く。   
（所掌事務）  
第二十二条  会議は、次に掲げる事務をつかさ
どる。  
一  男女共同参画基本計画に関し、第十三条

第三項に規定する事項を処理すること。  
二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣

又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同
参画社会の形成の促進に関する基本的な
方針、基本的な政策及び重要事項を調査
審議すること。  

三  前二号に規定する事項に関し、調査審議
し、必要があると認めるときは、内閣総
理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述
べること。  

四  政府が実施する男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の実施状況を監視
し、及び政府の施策が男女共同参画社会
の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ
ると認めるときは、内閣総理大臣及び関
係各大臣に対し、意見を述べること。   

（組織）  
第二十三条  会議は、議長及び議員二十四人以
内をもって組織する。   
（議長）  
第二十四条  議長は、内閣官房長官をもって充
てる。  

２  議長は、会務を総理する。   
（議員）  
第二十五条  議員は、次に掲げる者をもって充
てる。  
一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者  
二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識

見を有する者のうちから、内閣総理大臣
が任命する者  

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する
議員の総数の十分の五未満であってはならな
い。  

３  第一項第二号の議員のうち、男女のいずれ
か一方の議員の数は、同号に規定する議員の
総数の十分の四未満であってはならない。  
４  第一項第二号の議員は、非常勤とする。   
（議員の任期）  
第二十六条  前条第一項第二号の議員の任期
は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期
は、前任者の残任期間とする。  
２  前条第一項第二号の議員は、再任されるこ
とができる。   

（資料提出の要求等）  
第二十七条  会議は、その所掌事務を遂行する
ために必要があると認めるときは、関係行政
機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料
その他の資料の提出、意見の開陳、説明その
他必要な協力を求めることができる。  
２  会議は、その所掌事務を遂行するために特
に必要があると認めるときは、前項に規定す
る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼
することができる。   
（政令への委任）  
第二十八条  この章に定めるもののほか、会議
の組織及び議員その他の職員その他会議に関
し必要な事項は、政令で定める。      附 則 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から施行する。   
（男女共同参画審議会設置法の廃止） 
第二条  男女共同参画審議会設置法（平成九年
法律第七号）は、廃止する。   
（経過措置） 
第三条  前条の規定による廃止前の男女共同参
画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」と
いう。）第一条の規定により置かれた男女共
同参画審議会は、第二十一条第一項の規定に
より置かれた審議会となり、同一性をもって
存続するものとする。  
２  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第
四条第一項の規定により任命された男女共同
参画審議会の委員である者は、この法律の施
行の日に、第二十三条第一項の規定により、
審議会の委員として任命されたものとみな
す。この場合において、その任命されたもの
とみなされる者の任期は、同条第二項の規定
にかかわらず、同日における旧審議会設置法
第四条第二項の規定により任命された男女共
同参画審議会の委員としての任期の残任期間
と同一の期間とする。  
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３  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第
五条第一項の規定により定められた男女共同
参画審議会の会長である者又は同条第三項の
規定により指名された委員である者は、それ
ぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第
一項の規定により審議会の会長として定めら
れ、又は同条第三項の規定により審議会の会
長の職務を代理する委員として指名されたも
のとみなす。      附 則 （平成一一年七月一六日法律第   

一〇二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、内閣法の一部を改正する
法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の
日から施行する。ただし、次の各号に掲げる
規定は、当該各号に定める日から施行する。  
二  附則第十条第一項及び第五項、第十四条
第三項、第二十三条、第二十八条並びに第
三十条の規定 公布の日   

（職員の身分引継ぎ） 
第三条  この法律の施行の際現に従前の総理
府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生
省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政
省、労働省、建設省又は自治省（以下この条
において「従前の府省」という。）の職員
（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二
十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及
び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準
調査会の会長及び委員並びに これらに類す
る者として政令で定めるものを除く。）であ
る者は、別に辞令を発せられない限り、同一
の勤務条件をもって、この法律の施行後の内
閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文
部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産
業省、国土交通省若しくは環境省（以下この
条において「新府省」という。）又はこれに
置かれる部局若しくは機関のうち、この法律
の施行の際現に当該職員が属する従前の府省
又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当
の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機
関として政令で定めるものの相当の職員とな
るものとする。   
（別に定める経過措置） 
第三十条  第二条から前条までに規定するもの
のほか、この法律の施行に伴い必要となる経
過措置は、別に法律で定める。      附 則 （平成一一年一二月二二日法律

第一六〇号） 抄  
（施行期日） 
第一条 この法律（第二条及び第三条を除

く。）は、平成十三年一月六日から施
行する。    
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日） 
（法律第六十四号）  

目次 
第一章 総則（第一条―第四条） 
第二章 基本方針等（第五条・第六条） 
第三章 事業主行動計画等 
第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 
第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十

八条） 
第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 
第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

（第二十条・第二十一条） 
第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置（第二十二条―第二十
九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 
第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 
附則  
第一章 総則  
（目的） 
第一条 この法律は、近年、自らの意思によって
職業生活を営み、又は営もうとする女性がその
個性と能力を十分に発揮して職業生活におい
て活躍すること（以下「女性の職業生活におけ
る活躍」という。）が一層重要となっているこ
とに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一
年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女
性の職業生活における活躍の推進について、そ
の基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及
び事業主の責務を明らかにするとともに、基本
方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業
生活における活躍を推進するための支援措置
等について定めることにより、女性の職業生活
における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もっ
て男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高
齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会
経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある
社会を実現することを目的とする。  
（基本原則） 
第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、
職業生活における活躍に係る男女間の格差の
実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を
営み、又は営もうとする女性に対する採用、教
育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他
の職業生活に関する機会の積極的な提供及び
その活用を通じ、かつ、性別による固定的な役
割分担等を反映した職場における慣行が女性
の職業生活における活躍に対して及ぼす影響
に配慮して、その個性と能力が十分に発揮でき
るようにすることを旨として、行われなければ
ならない。 
２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業

生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介
護その他の家庭生活に関する事由によりやむ
を得ず退職することが多いことその他の家庭
生活に関する事由が職業生活に与える影響を
踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問
わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、
介護その他の家庭生活における活動について
家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ
職業生活における活動を行うために必要な環
境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活
との円滑かつ継続的な両立が可能となること
を旨として、行われなければならない。 
３ 女性の職業生活における活躍の推進に当た
っては、女性の職業生活と家庭生活との両立に
関し、本人の意思が尊重されるべきものである
ことに留意されなければならない。  
（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女
性の職業生活における活躍の推進についての
基本原則（次条及び第五条第一項において「基
本原則」という。）にのっとり、女性の職業生
活における活躍の推進に関して必要な施策を
策定し、及びこれを実施しなければならない。  
（事業主の責務） 
第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇
用し、又は雇用しようとする女性労働者に対す
る職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用
する労働者の職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備その他の女性の職業生
活における活躍の推進に関する取組を自ら実
施するよう努めるとともに、国又は地方公共団
体が実施する女性の職業生活における活躍の
推進に関する施策に協力しなければならない。  
第二章 基本方針等  
（基本方針） 
第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職
業生活における活躍の推進に関する施策を総
合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生
活における活躍の推進に関する基本方針（以下
「基本方針」という。）を定めなければならな
い。 
２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。 
一 女性の職業生活における活躍の推進に関
する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関する基
本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関
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する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進す
るための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るた
めに必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の
推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生
活における活躍を推進するために必要な
事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣
議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決
定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表
しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準
用する。  

（都道府県推進計画等） 
第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該
都道府県の区域内における女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する施策についての計
画（以下この条において「都道府県推進計画」
という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定
められているときは、基本方針及び都道府県推
進計画）を勘案して、当該市町村の区域内にお
ける女性の職業生活における活躍の推進に関
する施策についての計画（次項において「市町
村推進計画」という。）を定めるよう努めるも
のとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又
は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。  

第三章 事業主行動計画等  
第一節 事業主行動計画策定指針  
第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大
臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施
することができるよう、基本方針に即して、次
条第一項に規定する一般事業主行動計画及び
第十九条第一項に規定する特定事業主行動計
画（次項において「事業主行動計画」と総称す
る。）の策定に関する指針（以下「事業主行動
計画策定指針」という。）を定めなければなら
ない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲
げる事項につき、事業主行動計画の指針となる
べきものを定めるものとする。 
一 事業主行動計画の策定に関する基本的な
事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、
事業主行動計画策定指針を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければなら
ない。 
（令元法二四・一部改正）  
第二節 一般事業主行動計画等 
（令元法二四・改称）  
（一般事業主行動計画の策定等） 
第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下
「一般事業主」という。）であって、常時雇用
する労働者の数が三百人を超えるものは、事業
主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動
計画（一般事業主が実施する女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する取組に関する計画
をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で
定めるところにより、厚生労働大臣に届け出な
ければならない。これを変更したときも、同様
とする。 
２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる
事項を定めるものとする。 
一 計画期間 
二 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の実施により達成しようとする
目標 

三 実施しようとする女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の内容及びそ
の実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更しようとするときは、
厚生労働省令で定めるところにより、採用した
労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続
勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位
にある労働者に占める女性労働者の割合その
他のその事業における女性の職業生活におけ
る活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活
における活躍を推進するために改善すべき事
情について分析した上で、その結果を勘案して、
これを定めなければならない。この場合におい
て、前項第二号の目標については、採用する労
働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤
務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的
地位にある労働者に占める女性労働者の割合
その他の数値を用いて定量的に定めなければ
ならない。 
４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労
働省令で定めるところにより、これを労働者に
周知させるための措置を講じなければならな
い。 
５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労
働省令で定めるところにより、これを公表しな
ければならない。 
６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画に基づく取組を実施するとともに、一
般事業主行動計画に定められた目標を達成す
るよう努めなければならない。 
７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の
数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定
指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚
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生労働省令で定めるところにより、厚生労働大
臣に届け出るよう努めなければならない。これ
を変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主
が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよう
とする場合について、第四項から第六項までの
規定は前項に規定する一般事業主が一般事業
主行動計画を定め、又は変更した場合について、
それぞれ準用する。  
（基準に適合する一般事業主の認定） 
第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項
の規定による届出をした一般事業主からの申
請に基づき、厚生労働省令で定めるところによ
り、当該事業主について、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組
の実施の状況が優良なものであることその他
の厚生労働省令で定める基準に適合するもの
である旨の認定を行うことができる。  
（認定一般事業主の表示等） 
第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下
「認定一般事業主」という。）は、商品、役務
の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又
は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚
生労働省令で定めるもの（次項及び第十四条第
一項において「商品等」という。）に厚生労働
大臣の定める表示を付することができる。 
２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、
商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表
示を付してはならない。 
（令元法二四・一部改正）  
（認定の取消し） 
第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次
の各号のいずれかに該当するときは、第九条の
認定を取り消すことができる。 
一 第九条に規定する基準に適合しなくなっ
たと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違
反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けた
とき。  

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 
第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主から
の申請に基づき、厚生労働省令で定めるところ
により、当該事業主について、女性の職業生活
における活躍の推進に関する取組に関し、当該
事業主の策定した一般事業主行動計画に基づ
く取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定
められた目標を達成したこと、雇用の分野にお
ける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関
する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十
三条の二に規定する業務を担当する者及び育
児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十
六号）第二十九条に規定する業務を担当する者
を選任していること、当該女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組の実施の状況が

特に優良なものであることその他の厚生労働
省令で定める基準に適合するものである旨の
認定を行うことができる。 

（令元法二四・追加）  
（特例認定一般事業主の特例等） 
第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下
「特例認定一般事業主」という。）については、
第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定め
るところにより、毎年少なくとも一回、女性の
職業生活における活躍の推進に関する取組の
実施の状況を公表しなければならない。 

（令元法二四・追加）  
（特例認定一般事業主の表示等） 
第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生
労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について
準用する。 

（令元法二四・追加）  
（特例認定一般事業主の認定の取消し） 
第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主
が次の各号のいずれかに該当するときは、第十
二条の認定を取り消すことができる。 
一 第十一条の規定により第九条の認定を取
り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくな
ったと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、
又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこ
の法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受け
たとき。 

（令元法二四・追加）  
（委託募集の特例等） 
第十六条 承認中小事業主団体の構成員である
中小事業主（一般事業主であって、常時雇用す
る労働者の数が三百人以下のものをいう。以下
この項及び次項において同じ。）が、当該承認
中小事業主団体をして女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の実施に関し必要
な労働者の募集を行わせようとする場合にお
いて、当該承認中小事業主団体が当該募集に従
事しようとするときは、職業安定法（昭和二十
二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び
第三項の規定は、当該構成員である中小事業主
については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団
体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その
他の特別の法律により設立された組合若しく
はその連合会であって厚生労働省令で定める
もの又は一般社団法人で中小事業主を直接又
は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定
める要件に該当するものに限る。）のうち、そ
の構成員である中小事業主に対して女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組を実

－88－

資料編



 
施するための人材確保に関する相談及び援助
を行うものであって、その申請に基づいて、厚
生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行う
ための厚生労働省令で定める基準に適合する
旨の承認を行ったものをいう。 
３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項
に規定する基準に適合しなくなったと認める
ときは、同項の承認を取り消すことができる。 
４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募
集に従事しようとするときは、厚生労働省令で
定めるところにより、募集時期、募集人員、募
集地域その他の労働者の募集に関する事項で
厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に
届け出なければならない。 
５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項
の規定による届出があった場合について、同法
第五条の三第一項及び第四項、第五条の四、第
三十九条、第四十一条第二項、第四十二条第一
項、第四十二条の二、第四十八条の三第一項、
第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並
びに第五十一条の規定は前項の規定による届
出をして労働者の募集に従事する者について、
同法第四十条の規定は同項の規定による届出
をして労働者の募集に従事する者に対する報
酬の供与について、同法第五十条第三項及び第
四項の規定はこの項において準用する同条第
二項に規定する職権を行う場合について、それ
ぞれ準用する。この場合において、同法第三十
七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」
とあるのは「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律第十六条第四項の規定による
届出をして労働者の募集に従事しようとする
者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者
の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とある
のは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二
条の三の規定の適用については、同法第三十六
条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外
の者をして労働者の募集に従事させようとす
る者がその被用者以外の者に与えようとする」
と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定
する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活
における活躍の推進に関する法律（平成二十七
年法律第六十四号）第十六条第四項の規定によ
る届出をして労働者の募集に従事する者」とす
る。 
７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、
第二項の相談及び援助の実施状況について報
告を求めることができる。 
（平二九法一四・一部改正、令元法二四・旧第十
二条繰下・一部改正）  
第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定
による届出をして労働者の募集に従事する承
認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業
に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これ
らに基づき当該募集の内容又は方法について
指導することにより、当該募集の効果的かつ適
切な実施を図るものとする。 
（令元法二四・旧第十三条繰下） 

 
（一般事業主に対する国の援助） 
第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の
規定により一般事業主行動計画を策定しよう
とする一般事業主又はこれらの規定による届
出をした一般事業主に対して、一般事業主行動
計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は
一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実
施されるように相談その他の援助の実施に努
めるものとする。 

（令元法二四・旧第十四条繰下）  
第三節 特定事業主行動計画  
第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの
長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下
「特定事業主」という。）は、政令で定めると
ころにより、事業主行動計画策定指針に即して、
特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女
性の職業生活における活躍の推進に関する取
組に関する計画をいう。以下この条において同
じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる
事項を定めるものとする。 
一 計画期間 
二 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の実施により達成しようとする
目標 

三 実施しようとする女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の内容及びそ
の実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、
又は変更しようとするときは、内閣府令で定め
るところにより、採用した職員に占める女性職
員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時
間の状況、管理的地位にある職員に占める女性
職員の割合その他のその事務及び事業におけ
る女性の職業生活における活躍に関する状況
を把握し、女性の職業生活における活躍を推進
するために改善すべき事情について分析した
上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ
ばならない。この場合において、前項第二号の
目標については、採用する職員に占める女性職
員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の
割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占め
る女性職員の割合その他の数値を用いて定量
的に定めなければならない。 
４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、
又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に
周知させるための措置を講じなければならな
い。 
５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、
又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し
なければならない。 
６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事
業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公
表しなければならない。 
７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく
取組を実施するとともに、特定事業主行動計画
に定められた目標を達成するよう努めなけれ
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ばならない。 

（令元法二四・旧第十五条繰下）  
第四節 女性の職業選択に資する情報の公表  
（一般事業主による女性の職業選択に資する情
報の公表） 
第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主
は、厚生労働省令で定めるところにより、職業
生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択
に資するよう、その事業における女性の職業生
活における活躍に関する次に掲げる情報を定
期的に公表しなければならない。 
一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労
働者に対する職業生活に関する機会の提供
に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生
活との両立に資する雇用環境の整備に関
する実績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生
労働省令で定めるところにより、職業生活を営
み、又は営もうとする女性の職業選択に資する
よう、その事業における女性の職業生活におけ
る活躍に関する前項各号に掲げる情報の少な
くともいずれか一方を定期的に公表するよう
努めなければならない。 
（令元法二四・旧第十六条繰下・一部改正）  
（特定事業主による女性の職業選択に資する情
報の公表） 
第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めると
ころにより、職業生活を営み、又は営もうとす
る女性の職業選択に資するよう、その事務及び
事業における女性の職業生活における活躍に
関する次に掲げる情報を定期的に公表しなけ
ればならない。 
一 その任用し、又は任用しようとする女性に
対する職業生活に関する機会の提供に関
する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活
との両立に資する勤務環境の整備に関す
る実績 

（令元法二四・旧第十七条繰下・一部改正）  
第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置  
（職業指導等の措置等） 
第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍
を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓
練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよ
う努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活
躍を推進するため、前項の措置と相まって、職
業生活を営み、又は営もうとする女性及びその
家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機
関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必
要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る
事務の一部を、その事務を適切に実施すること

ができるものとして内閣府令で定める基準に
適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事す
る者又は当該事務に従事していた者は、正当な
理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏
らしてはならない。 

（令元法二四・旧第十八条繰下）  
（財政上の措置等） 
第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍
の推進に関する地方公共団体の施策を支援す
るために必要な財政上の措置その他の措置を
講ずるよう努めるものとする。 

（令元法二四・旧第十九条繰下）  
（国等からの受注機会の増大） 
第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍
の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興
開発金融公庫その他の特別の法律によって設
立された法人であって政令で定めるものをい
う。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適
正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例
認定一般事業主その他の女性の職業生活にお
ける活躍に関する状況又は女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する取組の実施の状況
が優良な一般事業主（次項において「認定一般
事業主等」という。）の受注の機会の増大その
他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一
般事業主等の受注の機会の増大その他の必要
な施策を実施するように努めるものとする。 

（令元法二四・旧第二十条繰下・一部改正）  
（啓発活動） 
第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業
生活における活躍の推進について、国民の関心
と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、
必要な啓発活動を行うものとする。 

（令元法二四・旧第二十一条繰下）  
（情報の収集、整理及び提供） 
第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組に資するよう、国内外にお
ける女性の職業生活における活躍の状況及び
当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を
行うものとする。 

（令元法二四・旧第二十二条繰下）  
（協議会） 
第二十七条 当該地方公共団体の区域において
女性の職業生活における活躍の推進に関する
事務及び事業を行う国及び地方公共団体の機
関（以下この条において「関係機関」という。）
は、第二十二条第一項の規定により国が講ずる
措置及び同条第二項の規定により地方公共団
体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職
業生活における活躍の推進に有用な情報を活
用することにより、当該区域において女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組が効
果的かつ円滑に実施されるようにするため、関
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係機関により構成される協議会（以下「協議会」
という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共
団体の区域内において第二十二条第三項の規
定による事務の委託がされている場合には、当
該委託を受けた者を協議会の構成員として加
えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると
認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員
として加えることができる。 
一 一般事業主の団体又はその連合団体 
二 学識経験者 
三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以
下この項において「関係機関等」という。）が
相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活
における活躍の推進に有用な情報を共有し、関
係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域
の実情に応じた女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組について協議を行うもの
とする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団
体は、内閣府令で定めるところにより、その旨
を公表しなければならない。 

（令元法二四・旧第二十三条繰下・一部改正）  
（秘密保持義務） 
第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協
議会の事務に従事していた者は、正当な理由な
く、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏ら
してはならない。 

（令元法二四・旧第二十四条繰下）  
（協議会の定める事項） 
第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会
の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が
定める。 

（令元法二四・旧第二十五条繰下）  
第五章 雑則  
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 
第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関
し必要があると認めるときは、第八条第一項に
規定する一般事業主又は認定一般事業主若し
くは特例認定一般事業主である同条第七項に
規定する一般事業主に対して、報告を求め、又
は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（令元法二四・旧第二十六条繰下・一部改正）  
（公表） 
第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の
規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表を
した第八条第一項に規定する一般事業主又は
第二十条第二項に規定する情報に関し虚偽の
公表をした認定一般事業主若しくは特例認定
一般事業主である第八条第七項に規定する一
般事業主に対し、前条の規定による勧告をした
場合において、当該勧告を受けた者がこれに従
わなかったときは、その旨を公表することがで

きる。 
（令元法二四・追加）  
（権限の委任） 
第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二
条、第十五条、第十六条、第三十条及び前条に
規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令
で定めるところにより、その一部を都道府県労
働局長に委任することができる。 
（令元法二四・旧第二十七条繰下・一部改正）  
（政令への委任） 
第三十三条 この法律に定めるもののほか、この
法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 
（令元法二四・旧第二十八条繰下）  
第六章 罰則  
第三十四条 第十六条第五項において準用する
職業安定法第四十一条第二項の規定による業
務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従
事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の
罰金に処する。 
（令元法二四・旧第二十九条繰下・一部改正）  
第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者
は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に
処する。 
一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密
を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏ら
した者 

（令元法二四・旧第三十条繰下・一部改正）  
第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者
は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に
処する。 
一 第十六条第四項の規定による届出をしな
いで、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安
定法第三十七条第二項の規定による指示
に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安
定法第三十九条又は第四十条の規定に違
反した者 

（令元法二四・旧第三十一条繰下・一部改正）  
第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者
は、三十万円以下の罰金に処する。 
一 第十条第二項（第十四条第二項において準
用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安
定法第五十条第一項の規定による報告を
せず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安
定法第五十条第二項の規定による立入り
若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避
し、又は質問に対して答弁をせず、若しく
は虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安
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定法第五十一条第一項の規定に違反して
秘密を漏らした者 

（平二九法一四・一部改正、令元法二四・旧第三
十二条繰下・一部改正）  
第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人
の代理人、使用人その他の従業者が、その法人
又は人の業務に関し、第三十四条、第三十六条
又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰
するほか、その法人又は人に対しても、各本条
の罰金刑を科する。 

（令元法二四・旧第三十三条繰下・一部改正）  
第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、
又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過
料に処する。 

（令元法二四・旧第三十四条繰下・一部改正）  
附 則 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。た
だし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第
二十八条を除く。）及び第六章（第三十条を除
く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成
二十八年四月一日から施行する。  

（この法律の失効） 
第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日
限り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る
事務に従事していた者の当該事務に関して知
り得た秘密については、同条第四項の規定（同
項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかか
わらず、同項に規定する日後も、なおその効力
を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務
に関して知り得た秘密については、第二十八条
の規定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項
の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、
なおその効力を有する。 
４ この法律の失効前にした行為に対する罰則
の適用については、この法律は、第一項の規定
にかかわらず、同項に規定する日後も、なおそ
の効力を有する。 

（令元法二四・一部改正）  
（政令への委任） 
第三条 前条第二項から第四項までに規定する
もののほか、この法律の施行に伴い必要な経過
措置は、政令で定める。  

（検討） 
第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過し
た場合において、この法律の施行の状況を勘案
し、必要があると認めるときは、この法律の規
定について検討を加え、その結果に基づいて必
要な措置を講ずるものとする。  

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 
抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から
施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
当該各号に定める日から施行する。 
一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一
条を加える改正規定及び附則第三十五条
の規定 公布の日 

二及び三 略 
四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第
五十八条第一項、第六十条の二第四項、第
七十六条第二項及び第七十九条の二並び
に附則第十一条の二第一項の改正規定並
びに同条第三項の改正規定（「百分の五十
を」を「百分の八十を」に改める部分に限
る。）、第四条の規定並びに第七条中育児・
介護休業法第五十三条第五項及び第六項
並びに第六十四条の改正規定並びに附則
第五条から第八条まで及び第十条の規定、
附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭
和二十八年法律第百八十二号）第十条第十
項第五号の改正規定、附則第十四条第二項
及び第十七条の規定、附則第十八条（次号
に掲げる規定を除く。）の規定、附則第十
九条中高年齢者等の雇用の安定等に関す
る法律（昭和四十六年法律第六十八号）第
三十八条第三項の改正規定（「第四条第八
項」を「第四条第九項」に改める部分に限
る。）、附則第二十条中建設労働者の雇用
の改善等に関する法律（昭和五十一年法律
第三十三号）第三十条第一項の表第四条第
八項の項、第三十二条の十一から第三十二
条の十五まで、第三十二条の十六第一項及
び第五十一条の項及び第四十八条の三及
び第四十八条の四第一項の項の改正規定、
附則第二十一条、第二十二条、第二十六条
から第二十八条まで及び第三十二条の規
定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規
定を除く。）の規定 平成三十年一月一日  

（罰則に関する経過措置） 
第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げ
る規定にあっては、当該規定）の施行前にした
行為に対する罰則の適用については、なお従前
の例による。  

（その他の経過措置の政令への委任） 
第三十五条 この附則に規定するもののほか、こ
の法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で
定める。  

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年
を超えない範囲内において政令で定める日か
ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
当該各号に定める日から施行する。 

（令和元年政令第一七四号で令和二年六月一日
から施行） 
一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労
働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関
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する法律第四条の改正規定並びに次条及び附
則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年
を超えない範囲内において政令で定める日 
（令和元年政令第一七四号で令和四年四月一日
から施行）  
（罰則に関する経過措置） 
第五条 この法律の施行前にした行為に対する
罰則の適用については、なお従前の例による。  

（政令への委任） 
第六条 この附則に定めるもののほか、この法律
の施行に関して必要な経過措置は、政令で定め
る。  

（検討） 
第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過し
た場合において、この法律による改正後の規定
の施行の状況について検討を加え、必要がある
と認めるときは、その結果に基づいて所要の措
置を講ずるものとする。                                       
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女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）  
この条約の締約国は、国際連合憲章が基本的人

権、人間の尊厳及び価値並びに男女の権利の平等
に関する信念を改めて確認していることに留意
し、世界人権宣言が、差別は容認することができ
ないものであるとの原則を確認していること、並
びにすべての人間は生まれながらにして自由で
あり、かつ、尊厳及び権利について平等であるこ
と並びにすべての人は性による差別その他のい
かなる差別もなしに同宣言に掲げるすべての権
利及び自由を享有することができることを宣明
していることに留意し、人権に関する国際規約の
締約国がすべての経済的、社会的、文化的、市民
的及び政治的権利の享有について男女に平等の
権利を確保する義務を負つていることに留意し、
国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結
した男女の権利の平等を促進するための国際条
約を考慮し、更に、国際連合及び専門機関が採択
した男女の権利の平等を促進するための決議、宣
言及び勧告に留意し、しかしながら、これらの
種々の文書にもかかわらず女子に対する差別が
依然として広範に存在していることを憂慮し、女
子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の
尊厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男
子と平等の条件で自国の政治的、社会的、経済的
及び文化的活動に参加する上で障害となるもの
であり、社会及び家族の繁栄の増進を阻害するも
のであり、また、女子の潜在能力を自国及び人類
に役立てるために完全に開発することを一層困
難にするものであることを想起し、窮乏の状況に
おいては、女子が食糧、健康、教育、雇用のため
の訓練及び機会並びに他の必要とするものを享
受する機会が最も少ないことを憂慮し、衡平及び
正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男女
の平等の促進に大きく貢献することを確信し、  
アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種
差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、外国に
よる占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女
の権利の完全な享有に不可欠であることを強調
し、国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩
和し、すべての国（社会体制及び経済体制のいか
んを問わない。）の間で相互に協力し、全面的かつ
完全な軍備縮小を達成し、特に厳重かつ効果的な
国際管理の下での核軍備の縮小を達成し、諸国間
の関係における正義、平等及び互恵の原則を確認
し、外国の支配の下、植民地支配の下又は外国の
占領の下にある人民の自決の権利及び人民の独
立の権利を実現し並びに国の主権及び領土保全
を尊重することが、社会の進歩及び発展を促進し、
ひいては、男女の完全な平等の達成に貢献するこ
とを確認し、国の完全な発展、世界の福祉及び理
想とする平和は、あらゆる分野において女子が男
子と平等の条件で最大限に参加することを必要
としていることを確信し、家族の福祉及び社会の
発展に対する従来完全には認められていなかつ
た女子の大きな貢献、母性の社会的重要性並びに
家庭及び子の養育における両親の役割に留意し、

また、出産における女子の役割が差別の根拠とな
るべきではなく、子の養育には男女及び社会全体
が共に責任を負うことが必要であることを認識
し、社会及び家庭における男子の伝統的役割を女
子の役割とともに変更することが男女の完全な
平等の達成に必要であることを認識し、女子に対
する差別の撤廃に関する宣言に掲げられている
諸原則を実施すること及びこのために女子に対
するあらゆる形態の差別を撤廃するための必要
な措置をとることを決意して、次のとおり協定し
た。   
第一部  
第一条   この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、
性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、
経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかな
る分野においても、女子（婚姻をしているかいな
いかを問わない。）が男女の平等を基礎として人
権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使す
ることを害し又は無効にする効果又は目的を有
するものをいう。  
第二条   締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別
を非難し、女子に対する差別を撤廃する政策を
すべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追求
することに合意し、及びこのため次のことを約
束する。   （ａ）男女の平等の原則が自国の憲法その他の

適当な法令に組み入れられていない場
合にはこれを定め、かつ、男女の平等の
原則の実際的な実現を法律その他の適
当な手段により確保すること。   （ｂ）女子に対するすべての差別を禁止する適
当な立法その他の措置（適当な場合には
制裁を含む。）をとること。   （ｃ）女子の権利の法的な保護を男子との平等
を基礎として確立し、かつ、権限のある
自国の裁判所その他の公の機関を通じ
て差別となるいかなる行為からも女子
を効果的に保護することを確保するこ
と。   （ｄ）女子に対する差別となるいかなる行為又
は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び
機関がこの義務に従つて行動すること
を確保すること。   （ｅ）個人、団体又は企業による女子に対する
差別を撤廃するためのすべての適当な
措置をとること。   （ｆ）女子に対する差別となる既存の法律、規
則、慣習及び慣行を修正し又は廃止する
ためのすべての適当な措置（立法を含
む。）をとること。   （ｇ）女子に対する差別となる自国のすべての
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刑罰規定を廃止すること。   
第三条   締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会
的、経済的及び文化的分野において、女子に対し
て男子との平等を基礎として人権及び基本的自
由を行使し及び享有することを保障することを
目的として、女子の完全な能力開発及び向上を
確保するためのすべての適当な措置（立法を含
む。）をとる。  
第四条   １  締約国が男女の事実上の平等を促進する

ことを目的とする暫定的な特別措置をと
ることは、この条約に定義する差別と解し
てはならない。ただし、その結果としてい
かなる意味においても不平等な又は別個
の基準を維持し続けることとなつてはな
らず、これらの措置は、機会及び待遇の平
等の目的が達成された時に廃止されなけ
ればならない。    ２  締約国が母性を保護することを目的と
する特別措置（この条約に規定する措置を
含む。）をとることは、差別と解してはなら
ない。   

第五条   締約国は、次の目的のためのすべての適当な
措置をとる。    （ａ）両性のいずれかの劣等性若しくは優越

性の観念又は男女の定型化された役割
に基づく偏見及び慣習その他あらゆる
慣行の撤廃を実現するため、男女の社
会的及び文化的な行動様式を修正する
こと。    （ｂ）家庭についての教育に、社会的機能と
しての母性についての適正な理解並び
に子の養育及び発育における男女の共
同責任についての認識を含めることを
確保すること。あらゆる場合におい
て、子の利益は最初に考慮するものと
する。   

第六条   締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女
子の売春からの搾取を禁止するためのすべての
適当な措置（立法を含む。）をとる。  
第二部  
第七条   締約国は、自国の政治的及び公的活動におけ
る女子に対する差別を撤廃するためのすべての
適当な措置をとるものとし、特に、女子に対して
男子と平等の条件で次の権利を確保する。    （ａ）あらゆる選挙及び国民投票において投票

する権利並びにすべての公選による機
関に選挙される資格を有する権利    （ｂ）政府の政策の策定及び実施に参加する権
利並びに政府のすべての段階において

公職に就き及びすべての公務を遂行す
る権利    （ｃ）自国の公的又は政治的活動に関係のある
非政府機関及び非政府団体に参加する
権利   

第八条   締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国
際機関の活動に参加する機会を、女子に対して
男子と平等の条件でかついかなる差別もなく
確保するためのすべての適当な措置をとる。  

第九条    １  締約国は、国籍の取得、変更及び保持に
関し、女子に対して男子と平等の権利を与
える。締約国は、特に、外国人との婚姻又
は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻
の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の
国籍を妻に強制することとならないこと
を確保する。    ２  締約国は、子の国籍に関し、女子に対し
て男子と平等の権利を与える。   

第三部  
第十条   締約国は、教育の分野において、女子に対して
男子と平等の権利を確保することを目的とし
て、特に、男女の平等を基礎として次のことを
確保することを目的として、女子に対する差別
を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。    （ａ）農村及び都市のあらゆる種類の教育施

設における職業指導、修学の機会及び
資格証書の取得のための同一の条件。
このような平等は、就学前教育、普通
教育、技術教育、専門教育及び高等技
術教育並びにあらゆる種類の職業訓練
において確保されなければならない。    （ｂ）同一の教育課程、同一の試験、同一の
水準の資格を有する教育職員並びに同
一の質の学校施設及び設備を享受する
機会    （ｃ）すべての段階及びあらゆる形態の教育
における男女の役割についての定型化
された概念の撤廃を、この目的の達成
を助長する男女共学その他の種類の教
育を奨励することにより、また、特
に、教材用図書及び指導計画を改訂す
ること並びに指導方法を調整すること
により行うこと。    （ｄ）奨学金その他の修学援助を享受する同
一の機会    （ｅ）継続教育計画（成人向けの及び実用的
な識字計画を含む。）、特に、男女間に
存在する教育上の格差をできる限り早
期に減少させることを目的とした継続
教育計画を利用する同一の機会    （ｆ）女子の中途退学率を減少させること及
び早期に退学した女子のための計画を
策定すること。  
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  （ｇ）スポ－ツ及び体育に積極的に参加する

同一の機会    （ｈ）家族の健康及び福祉の確保に役立つ特
定の教育的情報（家族計画に関する情
報及び助言を含む。）を享受する機会   

第十一条   １  締約国は、男女の平等を基礎として同一
の権利、特に次の権利を確保することを目
的として、雇用の分野における女子に対す
る差別を撤廃するためのすべての適当な
措置をとる。   （ａ）すべての人間の奪い得ない権利として
の労働の権利    （ｂ）同一の雇用機会（雇用に関する同一の
選考基準の適用を含む。）についての
権利    （ｃ）職業を自由に選択する権利、昇進、雇
用の保障ならびに労働に係るすべての
給付及び条件についての権利並びに職
業訓練及び再訓練（見習、上級職業訓
練及び継続的訓練を含む。）を受ける
権利    （ｄ）同一価値の労働についての同一報酬
（手当を含む。）及び同一待遇につい
ての権利並びに労働の質の評価に関す
る取扱いの平等についての権利     （ｅ）社会保障（特に、退職、失業、傷病、
障害、老齢その他の労働不能の場合に
おける社会保障）についての権利及び
有給休暇についての権利    （ｆ）作業条件に係る健康の保護及び安全
（生殖機能の保護を含む。）について
の権利     ２  締約国は、婚姻又は母性を理由とする
女子に対する差別を防止し、かつ、女子
に対して実効的な労働の権利を確保する
ため、次のことを目的とする適当な措置
をとる。   （ａ）妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及
び婚姻をしているかいないかに基づく
差別的解雇を制裁を課して禁止するこ
と。    （ｂ）給料又はこれに準ずる社会的給付を伴
い、かつ、従前の雇用関係、先任及び
社会保障上の利益の喪失を伴わない母
性休暇を導入すること。    （ｃ）親が家庭責任と職業上の責務及び社会
的活動への参加とを両立させることを
可能とするために必要な補助的な社会
的サ－ビスの提供を、特に保育施設網
の設置及び充実を促進することにより
奨励すること。    （ｄ）妊娠中の女子に有害であることが証明
されている種類の作業においては、当
該女子に対して特別の保護を与えるこ
と。     ３  この条に規定する事項に関する保護法
令は、科学上及び技術上の知識に基づき
定期的に検討するものとし、必要に応じ

て、修正し、廃止し、又はその適用を拡
大する。   

第十二条   １  締約国は、男女の平等を基礎として保健
サ－ビス（家族計画に関連するものを含
む。）を享受する機会を確保することを目
的として、保健の分野における女子に対す
る差別を撤廃するためのすべての適当な
措置をとる。    ２  １の規定にかかわらず、締約国は、女子
に対し、妊娠、分娩及び産後の期間中の適
当なサ－ビス（必要な場合には無料にす
る。）並びに妊娠及び授乳の期間中の適当
な栄養を確保する。   

第十三条   締約国は、男女の平等を基礎として同一の権
利、特に次の権利を確保することを目的として、
他の経済的及び社会的活動の分野における女子
に対する差別を撤廃するためのすべての適当な
措置をとる。   （ａ）家族給付についての権利   （ｂ）銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上

の信用についての権利   （ｃ）レクリエ－ション、スポ－ツ及びあらゆ
る側面における文化的活動に参加する
権利   

第十四条   １  締約国は、農村の女子が直面する特別の
問題及び家族の経済的生存のために果た
している重要な役割（貨幣化されていない
経済の部門における労働を含む。）を考慮
に入れるものとし、農村の女子に対するこ
の条約の適用を確保するためのすべての
適当な措置をとる。    ２  締約国は、男女の平等を基礎として農村
の女子が農村の開発に参加すること及びそ
の開発から生ずる利益を受けることを確保
することを目的として、農村の女子に対す
る差別を撤廃するためのすべての適当な措
置をとるものとし、特に、これらの女子に対
して次の権利を確保する。    （ａ）すべての段階における開発計画の作成
及び実施に参加する権利    （ｂ）適当な保健サ－ビス（家族計画に関す
る情報、カウンセリング及びサ－ビス
を含む。）を享受する権利    （ｃ）社会保障制度から直接に利益を享受す
る権利    （ｄ）技術的な能力を高めるために、あらゆ
る種類（正規であるかないかを問わな
い。）の訓練及び教育（実用的な識字
に関するものを含む。）並びに、特
に、すべての地域サ－ビス及び普及サ
－ビスからの利益を享受する権利    （ｅ）経済分野における平等な機会を雇用又
は自営を通じて得るために、自助的集
団及び協同組合を組織する権利  
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  （ｆ）あらゆる地域活動に参加する権利    （ｇ）農業信用及び貸付け、流通機構並びに

適当な技術を利用する権利並びに土地
及び農地の改革並びに入植計画におい
て平等な待遇を享受する権利    （ｈ）適当な生活条件（特に、住居、衛生、
電力及び水の供給、運輸並びに通信に
関する条件）を享受する権利    

第四部  
第十五条   １  締約国は、女子に対し、法律の前の男子

との平等を認める。    ２  締約国は、女子に対し、民事に関して男
子と同一の法的能力を与えるものとし、ま
た、この能力を行使する同一の機会を与え
る。特に、締約国は、契約を締結し及び財
産を管理することにつき女子に対して男
子と平等の権利を与えるものとし、裁判所
における手続のすべての段階において女
子を男子と平等に取り扱う。    ３  締約国は、女子の法的能力を制限するよ
うな法的効果を有するすべての契約及び
他のすべての私的文書（種類のいかんを問
わない。）を無効とすることに同意する。    ４  締約国は、個人の移動並びに居所及び住
所の選択の自由に関する法律において男
女に同一の権利を与える。   

第十六条   １  締約国は、婚姻及び家族関係に係るす
べての事項について女子に対する差別を
撤廃するためのすべての適当な措置をと
るものとし、特に、男女の平等を基礎と
して次のことを確保する。    （ａ）婚姻をする同一の権利    （ｂ）自由に配偶者を選択し及び自由かつ完
全な合意のみにより婚姻をする同一の
権利    （ｃ）婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権
利及び責任    （ｄ）子に関する事項についての親（婚姻を
しているかいないかを問わない。）と
しての同一の権利及び責任。あらゆる
場合において、子の利益は至上であ
る。    （ｅ）子の数及び出産の間隔を自由にかつ責
任をもって決定する同一の権利並びに
これらの権利の行使を可能にする情
報、教育及び手段を享受する同一の権
利    （ｆ）子の後見及び養子縁組又は国内法令に
これらに類する制度が存在する場合に
はその制度に係る同一の権利及び責
任。あらゆる場合において、子の利益
は至上である。    （ｇ）夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び
職業を選択する権利を含む。）    （ｈ）無償であるか有償であるかを問わず、

財産を所有し、取得し、運用し、管理
し、利用し及び処分することに関する
配偶者双方の同一の権利      ２  児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有し

ないものとし、また、婚姻最低年齢を定め
及び公の登録所への婚姻の登録を義務付
けるためのすべての必要な措置（立法を含
む。）がとられなければならない。   

第五部  
第十七条    １  この条約の実施に関する進捗状況を検

討するために、女子に対する差別の撤廃に
関する委員会（以下「委員会」という。）を
設置する。委員会は、この条約の効力発生の
時は十八人の、三十五番目の締約国による
批准又は加入の後は二十三人の徳望が高く、
かつ、この条約が対象とする分野において
十分な能力を有する専門家で構成する。委
員は、締約国の国民の中から締約国により
選出されるものとし、個人の資格で職務を
遂行する。その選出に当たっては、委員の配
分が地理的に衡平に行われること並びに異
なる文明形態及び主要な法体系が代表され
ることを考慮に入れる。  
２  委員会の委員は、締約国により指名され
た者の名簿の中から秘密投票により選出さ
れる。各締約国は、自国民の中から一人を指
名することができる。    ３  委員会の委員の最初の選挙は、この条約
の効力発生の日の後六箇月を経過した時
に行う。国際連合事務総長は、委員会の委
員の選挙の日の遅くとも三箇月前までに、
締約国に対し、自国が指名する者の氏名を
二箇月以内に提出するよう書簡で要請す
る。同事務総長は、指名された者のアルフ
ァベット順による名簿（これらの者を指名
した締約国名を表示した名簿とする。）を
作成し、締約国に送付する。    ４  委員会の委員の選挙は、国際連合事務総
長により国際連合本部に招集される締約
国の会合において行う。この会合は、締約
国の三分の二をもって定足数とする。この
会合においては、出席しかつ投票する締約
国の代表によって投じられた票の最多数
で、かつ、過半数の票を得て指名された者
をもって委員会に選出された委員とする。    ５  委員会の委員は、四年の任期で選出され
る。ただし、最初の選挙において選出され
た委員のうち九人の委員の任期は、二年で
終了するものとし、これらの九人の委員は、
最初の選挙の後直ちに、委員会の委員長に
よりくじ引で選ばれる。    ６  委員会の五人の追加的な委員の選挙は、
三十五番目の批准又は加入の後、２から４
までの規定に従って行う。この時に選出さ
れた追加的な委員のうち二人の委員の任
期は、二年で終了するものとし、これらの
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二人の委員は、委員会の委員長によりくじ
引で選ばれる。  

  ７  締約国は、自国の専門家が委員会の委員
としての職務を遂行することができなく
なった場合には、その空席を補充するため、
委員会の承認を条件として自国民の中か
ら他の専門家を任命する。  

  ８  委員会の委員は、国際連合総会が委員会
の任務の重要性を考慮して決定する条件
に従い、同総会の承認を得て、国際連合の
財源から報酬を受ける。  

  ９  国際連合事務総長は、委員会がこの条約
に定める任務を効果的に遂行するために
必要な職員及び便益を提供する。  

 

第十八条 

  １  締約国は、次の場合に、この条約の実施
のためにとった立法上、司法上、行政上そ
の他の措置及びこれらの措置によりもた
らされた進歩に関する報告を、委員会によ
る検討のため、国際連合事務総長に提出す
ることを約束する。  

  （ａ）当該締約国についてこの条約が効力を生
ずる時から一年以内  

  （ｂ）その後は少なくとも四年ごと、更には委
員会が要請するとき。  

  2  報告には、この条約に基づく義務の履行
の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記
載することができる。  

 

 

以下省略 
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男女平等参画に関する年表 

年 世界 日本 名古屋市 

1945（昭和 20） ・国際連合設立   

1946（昭和 21） ・婦人の地位委員会発足 
・日本初の婦人参政権行使 

・日本国憲法公布 
 

1967（昭和 42） ・婦人に対する差別撤廃宣言   

1975（昭和 50） 

・国際婦人年世界会議（メキシコ

シティ） 

・「世界行動計画」採択 

・「国連婦人の 10年」1976～ 

 1985年 

・総理府に「婦人問題企画推進本部」

設置 
 

1977（昭和 52）  ・「国内行動計画」策定 

・市民局に「婦人問題担当室」設置 

・市長の私的諮問機関「婦人問題懇話

会」設置 

・庁内の婦人問題推進組織「婦人問題

推進協議会（市長を会長）」設置 

1979（昭和 54） ・女子差別撤廃条約採択   

1980（昭和 55） 
・「国連婦人の 10 年」中間年世界

会議（コペンハーゲン） 
・女子差別撤廃条約署名 

・名古屋市基本計画策定（婦人の項） 

・世界会議に婦人調査団を派遣 

1981（昭和 56）  ・「国内行動計画後期重点目標」策定  

1984（昭和 59）   ・「日本女性会議‘84なごや」開催 

1985（昭和 60） 

・「国連婦人の 10年」世界会議（ナ

イロビ） 

・「婦人の地位向上のためのナイ

ロビ将来戦略」採択 

・国籍法改正 

・男女雇用機会均等法公布 

・女子差別撤廃条約批准 

・世界会議に婦人調査団を派遣 

1987（昭和 62）  
・「西暦 2000 年に向けての新国内行

動計画」策定 
 

1988（昭和 63）  ・労働基準法改正（週 40時間制） 名古屋市新基本計画策定（女性の項） 

1989（平成元） ・児童の権利に関する条約採択 ・新学習指導要領告示  

1990（平成２） 

・「婦人の地位向上のためのナイ

ロビ将来戦略に関する第 1 回見

直しと評価に伴う勧告及び結

論」採択 

 

・室名を「女性企画室」に変更（懇話

会、推進協議会の名称も合わせて変

更） 

1991（平成３）  

・育児休業法公布 

・「西暦 2000 年に向けての新国内行

動計画（第一次改定）」策定 

 

1993（平成５） ・世界人権会議（ウィーン） ・パートタイム労働法公布、施行  

1994（平成６） 

・第 4 回世界女性会議のためのエ

スカップ地域準備会議（ジャカ

ルタ） 

・「ジャカルタ宣言」（地域行動計

画を含む）採択 

・国際人口・開発会議（カイロ） 

・児童の権利に関する条約批准 

・総理府に男女共同参画室、男女共同

参画審議会設置 

・男女共同参画推進本部設置 

 

1995（平成７） 
・第 4回世界女性会議（北京）「北

京宣言及び行動綱領」採択 

・育児休業法改正 

 （介護休業制度の法制化） 

・「男女共同参画プランなごや」策定 

・女性企画推進協議会を「男女共同参

画推進協議会」に、女性企画懇話会

を「男女共同参画懇話会」に改称 

・世界会議に女性海外派遣団派遣 

1996（平成８）  
・「男女共同参画ビジョン」答申 

・「男女共同参画 2000年プラン」策定 
 

1997（平成９）  
・労働基準法改定（女子保護規定撤

廃） 
・「男女共同参画推進会議」発足 
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年 世界 日本 名古屋市 

・男女雇用機会均等法改正（女子差別

禁止、セクハラ防止義務） 

・育児・介護休業法の改正（深夜業 

制限） 

1998（平成 10）   
・男女共同参画懇話会「男女共同参画

プランなごや後期重点課題」提言 

1999（平成 11）  ・男女共同参画社会基本法公布、施行 

・男女共同参画プランなごや後期重点

課題策定 

・男女共同参画懇話会「男女共同参画

推進センター（仮称）設置について」

提言 

2000（平成 12） 
・女性 2000年会議（ニューヨーク）

「政治宣言」「成果文書」採択 

・男女共同参画基本計画策定 

・ストーカー行為等の規制等に関す

る法律（ストーカー規制法）公布、

施行 

・室を総務局に移管、室名を「男女共

同参画推進室」に変更 

・女性 2000 年会議に合わせた女性海

外派遣団派遣 

・男女共同参画懇話会「新男女共同参

画プランなごや（仮称）への提言」 

・「名古屋新世紀計画 2010」策定 

2001（平成 13）  

・内閣府に「男女共同参画局」設置 

・内閣府に「男女共同参画会議」設置 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律」公布 

・「男女共同参画プランなごや 21」策

定 

2002（平成 14）   

・「男女平等参画推進なごや条例」公

布、施行 

・室名を「男女平等参画推進室」に、

「男女共同参画推進協議会」を「男

女平等参画推進協議会」に、「男女共

同参画推進会議」を「男女平等参画

推進会議」に改称 

・「男女平等参画苦情処理委員」設置 

・「男女平等参画審議会」設置 

2003（平成 15）  

・次世代育成支援対策推進法公布、施

行 

・男女共同参画推進本部決定「女性の

チャレンジ支援策の推進につい

て」 

・女子差別撤廃条約実施状況第 4回・

5回報告の審議 

・「男女平等参画推進センター 

（つながれっと NAGOYA）」開館 

2004（平成 16）  

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律の一部を改

正する法律」公布 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策に関する基

本的な方針」告示 

・育児・介護休業法改正（育児・介護

取得の期間雇用者への拡大、育児

休業期間の延長、子の看護休暇の

創設） 

・第 1期名古屋市男女平等参画審議会

「男女平等参画先進都市をめざし

て」答申 

2005（平成 17） 
・「第 49回国連婦人の地位委員会 

（北京＋10）」開催 

・「男女共同参画基本計画(第 2次)」 

 閣議決定 

・「名古屋市男女平等参画審議会答申

事項達成状況進行管理票」作成 

2006（平成 18）  
・男女雇用機会均等法改正（間接差別

禁止、男性へのセクハラ禁止） 

・「男女平等参画の視点からの公的広

報物ガイドライン」作成 
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年 世界 日本 名古屋市 

2007（平成 19）  

・パートタイム労働法改正(均衡の取

れた処遇の確保の促進) 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律の一部を改

正する法律」公布 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）憲章」及び「仕事と

生活の調和推進のための行動指

針」策定 

・名古屋市配偶者暴力相談センター業

務開始 

2008（平成 20）  
・男女共同参画推進本部決定「女性の

参画加速プログラム」 
 

2009（平成 21） 
 

 

・育児・介護休業法改正（短時間勤務

制度、所定外労働の免除の義務化

等） 

 

・第 3期名古屋市男女平等参画審議会 

「『男女共同参画プランなごや 21』

に基づく取り組みの評価と新プラ

ンに向けた基本的方向性について」

答申 

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及

び被害者支援基本計画」策定 

2010（平成 22） 
・「第 54回国連婦人の地位委員会 

（北京＋15）」開催 

・「第 3次男女共同参画基本計画」 

 閣議決定 

・第 4期名古屋市男女平等参画審議会

「『新男女平等参画プラン』（仮称）

の策定に向けて」答申 

・「名古屋市中期戦略ビジョン」策定 

2011（平成 23） 

・UN Women（ジェンダー平等と女

性のエンパワーメントのための

国連機関）正式発足 

 
・「名古屋市男女平等参画基本計画

2015」策定 

2012（平成 24） 

・第 56回国連婦人の地位委員会 

「自然災害におけるジェンダ

ー平等と女性のエンパワーメ

ント」決議案採択 

 

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及

び被害者支援基本計画（第 2 次）」

策定 

2013（平成 25）  

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護（等）に関する法律の一部

を改正する法律」公布 

 

2014（平成 26） 

・第 58回国連婦人の地位委員会 

「自然災害におけるジェンダ

ー平等と女性のエンパワーメ

ント」決議案採択 

・「日本再興戦略」改訂 2014（「『女性

が輝く社会』の実現」が掲げられ

る） 

・男女平等参画推進センター（つなが

れっとＮＡＧＯＹＡ）が女性会館に

移転、共通愛称「イーブルなごや」

として開館 

・「名古屋市総合計画 2018」策定 

2015（平成 27） 

・「第 59回国連婦人の地位委員会 

（北京＋20）」開催 

・UN Women日本事務所開設 

・「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」（SDGs）採択 

・「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律」制定 

・「第 4次男女共同参画基本計画」 

 閣議決定 

・第 7期名古屋市男女平等参画審議会

「次期『男女平等参画基本計画』の

策定に向けて」答申 

2016（平成 28）  

・育児・介護休業法及び男女雇用機会

均等法改正（妊娠・出産・育児休業

等に関するハラスメントの防止措

置義務化） 

・「名古屋市男女平等参画基本計画

2020」策定 

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及

び被害者支援基本計画（第 3 次）」

策定 

2017（平成 29）  

・刑法等改正（性犯罪の厳罰化等） 

・育児・介護休業法改正（育児休業期

間の延長） 

・イコールなごやを女性活躍推進法に

基づく“協議会”に位置付け 

・名古屋モデルの合意・運用開始 

2018（平成 30）  
・「政治分野における男女共同参画の

推進に関する法律」公布 
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年 世界 日本 名古屋市 

2019（令和元） 
・「第 5 回国際女性会議 WAW!」／

「W20（Women20）」日本開催 

・「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律等の一部を改正す

る法律」公布 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護（等）に関する法律の一部

を改正する法律」公布 

・「名古屋市総合計画 2023」策定 

2020（令和２）  

・「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」

決定 

・「第 5次男女共同参画基本計画」 

 閣議決定 

・室をスポーツ市民局に移管 

・第 9期名古屋市男女平等参画審議会

「次期『男女平等参画基本計画』の

策定に向けて」答申 

2021（令和３）   

・「名古屋市男女平等参画基本計画

2025」策定 

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及

び被害者支援基本計画（第 4 次）」

策定 
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